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第１ 外部監査の概要 

１ 外部監査の種類 

地方自治法第 252条の 37第 1項及び第 2項に基づく包括外部監査 

 

２ 選定した特定の事件（テーマ） 

（１）監査テーマ 

    商工労働部が所管する財務事務の執行及び事業の管理並びに出資団体等の財

務事務の執行について 

 

（２）監査対象期間 

原則として平成 24年度とし、必要と認めた場合、平成 25年度及び平成 23年 

度以前の過年度分についても監査対象とした。 

 

３ 特定の事件（テーマ）として選定した理由 

歴史的な円高や我が国の産業空洞化が懸念される中、山口県の景気は、東日本 

大震災等の影響から持ち直しつつあるものの、輸出や生産の減速などからその動 

きは一服しており、先行きは不透明な状況にある。 

雇用面では、県内の有効求人倍率は緩やかに改善されているものの、4年以上 

  連続して 1 倍を下回るなど依然として厳しい状況にあり、新規学卒者の就職も今

後が懸念されている。こうした中で、県内企業の工場閉鎖や事業撤退が相次いで

発表され、雇用に対する不安が高まっており、山口県では、近年、景気・雇用対

策を緊急・重点課題とし、様々な施策を実施している。 

また、平成 25年度当初予算では新体制の下「産業力・観光力の増強」を最重点 

課題に掲げ、産業戦略の推進に全力を挙げて取組むための重点配分が行われてい 

ることから、産業振興において重要な役割を担う商工労働部におけるこれらの各 

事業が、その目的に沿って適正に行われているかどうかは県民の関心の高いとこ 

ろである。 

そこで、商工労働部が所管する財務事務の執行及び事業の管理並びに出資団体

等の財務事務の執行が、法令･規則等の定めに従って適切に実施され、また、経済

性、効率性、有効性をもって実施されているか否かを監査する必要があると判断

し、本年度の包括外部監査のテーマとして選定した。 

①商工労働部予算(一般会計)                

 

区   分 

平成 25年度 平成 24年度 
対前年度比 

（Ａ）/（Ｂ） 当初予算額(Ａ) 
構 成

比 
当初予算額 (Ｂ ) 

構 成

比 

(

(単位：千円、％) 
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商 工 費     79,275,589 11.4 78,259,203 11.3 101.3 

総 務 費 1,410,786  0.2 1,671,871 0.2 84.4 

労 働 費         5,436,447 0.8 4,955,037 0.7 109.7 

商工労働部計 86,122,822 12.4 84,886,111 12.2 101.5 

県 予 算  額 693,259,344 100.0 695,220,036 100.0 99.7 

 

②商工労働部予算(特別会計） 

 

区   分 
平成 25 年度当初予算額

（Ａ） 

平成 24 年度当初予算額

（Ｂ） 

対前年度比

（Ａ）/（Ｂ） 

中小企業近代化

資金特別会計 
2,481,746 3,098,178 80.1 

 

③商工労働部予算(目的別予算の状況)           

                              

区   分 
平成 25 年度当初予算額

（Ａ） 

平成 24 年度当初予算額

（Ｂ） 

対前年度比 

（Ａ）/（Ｂ） 

商 工 費 79,275,589 78,259,203 101.3 

 給  与  費 930,130 974,513 95.4 

一般行政経費 1,015,835 2,250,078 45.1 

施 策 的 経 費 77,329,624 75,034,612 103.1 

総 務 費 1,410,786 1,671,871 84.4 

 給 与 費 87,304 106,671 81.8 

一般行政経費 307,078 316,717 97.0 

施 策 的 経 費 1,016,404 1,248,483 81.4 

労 働 費 5,436,447 4,955,037 109.7 

 給 与 費 511,017 526,405 97.1 

 一般行政経費 596,327 557,935 106.9 

 施 策 的 経 費 4,329,103 3,870,697 111.8 

商工労働部計 86,122,822 84,886,111 101.5 

 給 与 費 1,528,451 1,607,589 95.1 

一般行政経費 1,919,240 3,124,730 61.4 

施策的経費 82,675,131 80,153,792 103.1 

 

 

(

(単位：千円、％) 

 

 

(

(単位：千円、％) 
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４ 監査対象 

（１）監査対象機関の選定基準 

   山口県商工労働部が平成 24年度に実施した重点施策事業について、商工労働

部関係各課にヒヤリングをし資料の提供を求めた。その中から監査の対象とす

る事業について、所管する担当課から具体的な資料の提出を求めるなどして、

監査対象機関及び事業の選定を行った。 

   具体的には、平成 24 年度に支出した「負担金補助及び交付金」、「委託料」、

「貸付金」等に係る事業費が 1千万円以上のものについて資料の提出を求めた。 

   これらの事業のうち、 

   ア 景気・雇用対策として 

    ① 離職者等の就職支援 

    ② 新卒者の就職支援 

    ③ 生活安定対策 

    ④ 円高・産業空洞化対策 

    ⑤ 中小企業対策 

   イ「住み良さ日本一元気県づくり加速化プラン」達成への更なる取組として 

    ① 高度技術産業の集積 

    ② やまぐち元気企業の育成 

    ③ 産業人材の育成・確保 

   ウ 住み良さ日本一元気県づくりとして 

    ① 多彩な観光・交流推進プロジェクト 

    ② 交流ネットワーク整備プロジェクト 

   等の主な取組事業の中から、監査対象機関及び事業の選定を行った。 

 

（２）監査対象機関 

ア 本庁 

監 査 対 象 機 関 本報告に記載した略称 

山口県商工労働部 商政課 商政課 

山口県商工労働部 新産業振興課 新産業振興課 

山口県商工労働部 企業立地推進室 企業立地推進室 

山口県商工労働部 経営金融課 経営金融課 

山口県商工労働部 観光振興課 観光振興課 
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山口県商工労働部 交通政策課 交通政策課 

山口県商工労働部 労働政策課 労働政策課 

 

イ 出先機関 

監 査 対 象 機 関 本報告に記載した略称 

山口県大阪事務所 大阪事務所 

山口県計量検定所 計量検定所 

山口県国際総合センター（指定管理） 国際総合センター 

山口県立東部高等産業技術学校 東部高等産業技術学校 

 山口県立西部高等産業技術学校  西部高等産業技術学校 

 山口県若者就職支援センター（指定管

理） 
若者就職支援センター 

 

  ウ 出資団体、補助対象団体 

   監 査 対 象 機 関   本報告に記載した略称 

公益財団法人やまぐち産業振興財団 やまぐち産業振興財団 

山口県流通センター株式会社 流通センター 

 地方独立行政法人山口県産業技術セン

ター 
 産業技術センター 

 公益社団法人山口県採石協会  採石協会 

 株式会社山口県ソフトウェアセンター  ソフトウェアセンター 

 山口宇部空港ビル株式会社  山口宇部空港ビル  

 

５ 外部監査の実施者 

外部監査人  天羽 満則 （公認会計士） 
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補 助 者  水谷 芳昭 （  同  ） 

同    田中 博之 （  同  ） 

同    古林 照己 （  同  ） 

同    森永 晃仁 （  同  ）  

同    品川 充洋 （  同  ） 

同    河口 雅邦 （  同  ） 

同    寺田  寛  （行政経験者） 

 

６ 外部監査の方法 

（１）監査要点 

ア 負担金補助及び交付金 

合規性の観点から、補助対象の公益性、補助金の申請、決定・交付の手続、 

補助金の算定、交付時期、実績報告、精算等が要綱等に準拠しているかを監査 

要点として、関係書類を閲覧し、担当者への質問等により監査を実施した。  

経済性、効率性の観点からは、補助事業の業務が経済的、効率的に行われて 

いるか等を監査要点として、実績報告書を閲覧し、担当者への質問等により監 

査を実施した。 

さらに、補助事業の効果測定及びそのフィードバックの妥当性を監査要点と 

して、担当者への質問等により監査を実施した。 

イ 委託料 

契約事務は支出の原因となるものであり、近年の財政危機の中で、より経済 

的な契約が実施されているか等について、下記事項を監査要点として監査を実 

施した。 

   （ア）契約の方式及び相手方の選定方法は適正に行われているか。 

   （イ）委託理由に合理性はあるか。 

   （ウ）委託事務に必要な件数、金額が予算上明確になっているか。 

   （エ）委託料の算定方法は適正であるか。 

（オ）委託契約は適法であり、その支払は正確か。 

（カ）委託料は適正な水準であり、コストの削減努力が行われているか。 

（キ）当該委託契約は予定した行政目標達成に貢献しているか。 

（ク）委託成果品の検査及び履行が適切に行われているか。 

   ウ 貸付金 

地方公共団体が直接融資を行うものについては、融資に関する専門的能力 

等の点から、内部統制上、必然的にリスクが高くなる。 

     このことから、下記事項を監査要点として監査を実施した。 

（ア）制度融資に関する貸付事務は規則に準拠しているか。   
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（イ）制度融資以外の融資に関する貸付事務は規則に準拠しているか。 

（ウ）債権管理が規則に準拠し、その管理手続は効率的になされているか。 

 

（２）実施した主な監査手続 

４（１）の監査対象機関の選定基準により抽出した事業について、下記の手続 

により監査を実施した。 

ア 負担金補助及び交付金 

   （ア）補助要綱・要領等を入手し、交付目的、対象事業等の確認。 

   （イ）要綱等で定める事業及び組織が補助対象になっているかの確認。 

（ウ）交付申請書等の閲覧により申請書の内容、審査及びヒヤリングの状況調 

  査の確認。 

   （エ）必要な書類は徴求され、定められた審査が行われているかの確認。 

   （オ）補助事業の趣旨に沿った算定方法がとられており、また補助金が定めら 

れた算定方法によって計算されているかの確認。 

   （カ）補助事業の実施時期に対応した交付となっているかの確認。 

   （キ）補助金実績報告書による使用状況の適正性の確認。 

（ク）補助金実績報告書に対する審査方法、補助金交付団体に対する指導・監 

督方法等の確認。 

（ケ）補助事業の効果測定方法及び分析並びに評価方法の確認。 

（コ）補助金の評価結果に対する今後の対応方法の確認。 

   イ 委託料 

   （ア）契約方法の選定は適法かつ妥当であるかの確認。 

（イ）契約の方法は財務規則及びガイドラインに基づいたものであるかの確認。 

   （ウ）公の施設の管理委託の場合、「指定管理者制度」に準拠しているかの確 

     認。 

（エ）随意契約が適切に行われていることの確認。 

   （オ）一つの取引先と長期にわたって随意契約することの合理性の確認。 

   （カ）入札方式に変更し、委託料圧縮を図れる随意契約はないかの確認。 

   （キ）委託理由の合理性の確認。 

   （ク）予算執行計画書、執行伺書等を閲覧し、月次ベースでの予算執行状況の確

認。 

   （ケ）委託契約の支払条件の妥当性の確認。 

（コ）委託料の算定等が適切に行われているかの確認。 

   （サ）委託料が契約どおりに支払われているかの確認。 

   （シ）委託業務の履行確認の後、支払が行われているかの確認。 
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ウ 貸付金 

   （ア）貸付事務が、法令等に従い適正に処理されているかの確認。 

   （イ）貸付審査が適正に行われているかの確認。 

   （ウ）貸付に関する証憑の整理保管状況の適正性の確認。 

   （エ）貸付金の回収規程の整備状況の確認。 

   （オ）貸付金の台帳管理の適正性の確認。 

   （カ）延滞先の状況把握は適切になされているかの確認。 

   （キ）回収規程に従った事務処理がなされているかの確認。 

   エ その他 

     過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその後の 

措置状況の確認。 

 

その上で監査要点を踏まえ、個別事業に関する事務処理の状況と問題点等の把 

握を行い、その結果をまとめた。 

 

７ 外部監査の実施期間 

平成 25年 8月 2日から平成 26年 2月 7日まで 

 

８ 利害関係 

私は、包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252条の 29の規定 

により記載すべき利害関係はない。 

 

 

 

 

 

 

 



- 8 - 

 

第２ 商工労働部の概要 

 １ 事業概要 

 （１）平成 24年度予算編成の方針 

    平成 24年度予算編成の最重点課題は、「景気・雇用対策」としている。 

    歴史的な円高や我が国の産業空洞化が懸念される中、県内景気は、東日本大 

震災等の影響から持ち直しつつあるものの、輸出や生産の減速などからその動 

きは一服しており、先行きは不透明な状況にある。 

 雇用面では、県内の有効求人倍率は緩やかに改善されているものの、3年連 

続して、1倍を下回る低い水準であり、新規学卒者の雇用情勢についても、大 

学新卒者の就職内定率が昨年を下回るなど厳しい状況が続いている。こうした 

中で、平成 23年末には、県内企業の工場閉鎖や事業撤退が相次いで発表され、 

雇用に対する不安が高まっている。 

 このため、商工労働部の平成 24年度予算は、こうした予断を許さない情勢を 

踏まえ、景気・雇用対策を最重点課題とし、様々な対策に取組むこととしてい 

る。 

 このうち、喫緊の課題である雇用対策においては、離職者の早期再就職支援 

や若年者を中心とした雇用機会の確保等を強化し、特に工場閉鎖等により離職 

を余儀なくされる方々の雇用不安の解消や県内の雇用吸収力の県下全域への拡 

大に全力で取組むこととしている。 

 また、景気対策においては、中小企業制度融資における円高に対応した新資 

金の創設等により円高・産業空洞化対策を実施するとともに、厳しい環境にあ 

る中小企業の経営の安定などの中小企業対策を強化することとしている。 

 「住み良さ日本一元気県づくり加速化プラン」の総仕上げについては、これ 

まで実施してきた取組成果を活かし、『やまぐち工業振興推進計画』等に基づき、 

「高度技術産業の集積」「やまぐち元気企業の育成」「産業人材の育成・確保」 

に係る取組を着実に実施することとしている。 

さらに、この取組を次代に繋げ、持続的、自立的な発展基盤を築き上げるた 

めに、産学公がしっかりと連携し、山口県産業の強みや特性を活かした産業の 

集積や企業ニーズに対応した人材育成などに取組むこととしている。 

  

 （２）商工労働施策の推進体制について 

    山口県では、これからの新たな県づくりの本格始動に向け、その基本的な 

方向である「5つの全力」（産業力・観光力の増強、人財力の育成、安心・安 

全力の確保、県民くらし満足度向上、山口県民力に相応しい行政システムづ 

くり）の中で「産業力・観光力の増強」を最重要課題としている。 

    県産業の振興については、『高度技術産業集積推進本部』（平成 19年設置、 
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本部長：知事）の下、企業誘致をはじめ内発展開や人材育成等、産業集積に向 

けた取組を推進している。 

 こうした中、高度技術産業集積推進本部の下、産学公の関係機関が広く参画 

する『やまぐち産学公連携推進会議』を新たに設置し、全県的な推進体制によ 

る産業集積に向けた取組をさらに強化していくこととしている。 

 

２ 商工労働部の組織図・事務分掌とその人員 

（１）組織図（平成 25年 4月 1日現在） 

《 知  事 》        

   

《 副知事 》        

           

《 商工労働部 》   《 商 政 課 》      

           

       《 大阪事務所 》 

       《 計量検定所 》  

           

     《 新産業振興課 》      

       国際総合センター(指定管理) 

   

      《 企業立地推進室 》     

 

     《 経営金融課 》      

           

     《 観光振興課 》      

           

     《 交通政策課 》      

           

     《 労働政策課 》      

           

            《 東部高等産業技術学校 》 

                 《 西部高等産業技術学校 》 

        

         若者就職支援センター(指定管理)  
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 （２）事務分掌（平成 25年 4月 1日現在） 

課・室・所 分  掌  業  務 

商 政 課 

１ 商工業、観光及び労働に関する施策の総合企画及び調整に関す

ること。 

２ 産業経済動向等の把握に関すること。 

３ 商業の振興に関すること。 

４ 小売商業及び中小企業分野の調整に関すること。 

５ 電源及び石油貯蔵施設の立地調整等に関すること。 

６ 大阪事務所及び計量検定所に関すること。 

新産業振興

課 

１ 新産業及び新事業の振興に関すること。 

２ 貿易の振興に関すること。 

３ 産業技術及び科学技術の振興に関すること。 

４ 工鉱業の振興に関すること。 

５ 火薬類の取締りに関すること。 

６ 採石に関すること。 

７ 砂利の採取に関すること（河川区域及び河川保全区域並びに一

般海域に係る砂利の採取計画の認可等に関するものを除く）。 

８ 電気工事士及び電気工事業者に関すること。 

９ 国際総合センターに関すること。 

10 地方独立行政法人山口県産業技術センターに関すること。 

企業立地推

進室 

１ 企業等の誘致に関すること。 

２ 産業団地等の整備に関すること。 

３ 工場立地の適正化に関すること。 

経営金融課 

１ 中小企業振興の基本的施策の企画及び調整に関すること。 

２ 中小企業の経営革新に関すること。 

３ 地場産業の振興に関すること。 

４ 下請中小企業の振興に関すること。 

５ 商工会議所、商工会、中小企業等協同組合その他中小企業団体

等に関すること。 

６ 小規模企業の経営改善普及事業に関すること。 

７ 小規模企業者等設備導入資金に関すること。 

８ 中小企業従業員住宅に関すること。 

９ 中小企業金融に関すること。 

10 信用保証協会に関すること。 

11 貸金業に関すること。 

12 中小企業の高度化資金に関すること。 
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観光振興課 

１ 観光振興に係る施策の企画及び調整に関すること。 

２ 旅行業者の登録、監督及び指導に関すること。 

３ 観光客の誘致及び宣伝に関すること。 

４ 観光施設及び観光資源に関すること。 

５ 物産の振興に関すること。 

交通政策課 
１ 鉄道、海運、バス、航空その他交通運輸に係る施策の企画及び

調整に関すること。 

労働政策課 

１ 労働及び雇用に関する施策の企画及び調整に関すること。 

２ 労働者の福祉に関すること。 

３ 雇用及び就業の機会の確保に関すること。 

４ 若者の県内就職の促進に関すること。 

５ 職業能力開発に関すること。 

６ 職業に必要な技能についての広報その他の啓発に関すること。 

７ 女性労働者対策に関すること。 

８ 高齢者及び障害者の雇用対策に関すること。 

９ 労働組合及び労働関係の調整に関すること。 

10 労働教育に関すること。 

11 労働事情の調整に関すること。 

12  労働者及び使用者団体に関すること。 

13 労働相談に関すること。 

14 公益通報に関すること。 

15 職業能力開発校及び若者就職支援センターに関すること。 

大阪事務所 

１ 京阪神地方及び中部地方における経済及び労働に関する情報

及び資料の収集及び通報に関すること。 

２ 県内の物産の宣伝、紹介、販売のあっせん及び展示に関するこ

と。 

３ 県内の輸出向商品の宣伝、紹介及び貿易のあっせんに関するこ

と。 

４ 国内の工鉱業資源及び工業適地の紹介並びに企業誘致に関す

ること。 

５ 県内の観光地の宣伝及び紹介に関すること。 

６ 県内への就職に係る職業紹介等に関すること。 

７ 山口県同郷会その他山口県出身者で組織する団体に関するこ

と。 

８ その他京阪神地方及び中部地方における県勢の伸展に関する

こと。 
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計量検定所 

１ 計量器の検定及び検査に関すること。 

２ 計量器の製造、修理及び販売の事業の届出に関すること。 

３ 計量証明の事業の登録に関すること。 

４ 適正計量管理事務所等の指定に関すること。 

５ 計量思想の普及に関すること。 

６ 届出製造事業者等の指導及び監督に関すること。 

高等産業技

術学校 
１ 公共職業訓練の実施に関すること。 

（３）商工労働部の人員（平成 25年 4月 1日現在） 

職 員 配 置 状 況               

課 所 名 

事  務 技  術 現  業 

合 

 

計 
計 

職種別内

訳 

計 

職  種  別  内 

訳 

計 

職業別内訳 

事

務 

職

業

指

導 

機

械 

職

業

指

導 

電

気 

運

転

士 

技

能

員 

技

術

員 

商工労働部合計 170 170 0 22 2 19 1 0 0 0 0 192 

本  庁  計 140 140 0 0 0 0 0 0 0 0 0 140 

商政課 27 27           27 

新産業振興課 24 24            24 

企業立地推進室 11  11            11 

経営金融課 20 20            20 

観光振興課 20 20            20 

交通政策課 10 10            10 

労働政策課 28 28            28 

出  先  計 30 30 0 22 2 19 1 0 0 0 0 52 

大阪事務所 7 7          7 

計量検定所 10 10  1 1       11 

東部高等産業

技術学校 
6 6  11 1 10      17 

西部高等産業

技術学校 
7 7  10  9 1      17 

  （注）市町等からの派遣職員を含む。 
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第３ 外部監査の結果（総括事項） 

 １ 全般的意見 

   第１外部監査の概要において記載した対象範囲及び監査手続で包括外部監査を 

実施した。 

監査の結果、商工労働部が所管する財務事務の執行及び事業の管理並びに出資 

団体等の財務事務の執行については、以下に指摘する事項を除き、関連法令・規 

則及び補助金交付要綱等に従い概ね適正に事務処理がなされていると認められる。 

 ２ 外部監査を実施した事業名と指摘事項・意見の記載の有無 

                             

実施課 
整理 

No. 
監査実施事業名等 

平成 24 年

度決算額 

財源 

（注 1） 

監査結果 

（注 2） 

指摘 意見 

商政課 

（１－１） 

電源交付金等交付事

業（山口県原子力発電施

設等立地地域特別交付

金） 1,253,503 ① 

  

（１－２） 

電源交付金等交付事

業（水力発電施設周辺地

域交付金相当部分） 

 ○ 

（２） 
石油貯蔵施設立地対

策事業 
339,955 ①  ○ 

新産業振

興課 

 

（１） 
やまぐち発新製品販

路拡大支援事業 
13,500 ②   

（２） 農商工連携促進事業 11,922 ②   

（３） 
水素エネルギー利活

用推進事業 
21,481 ③   

（４－１） 

省エネ・省資源型産業

集積促進事業（委託業

務） 30,421 ③ 

  

（４－２） 
省エネ・省資源型産業

集積促進事業（助成金） 
 ○ 

（５） 
中小企業等知財支援

拠点形成促進事業 
10,501 ②③   

（６） 
産業技術センター運

営費交付金 
581,375 ③  ○ 

(

(単位：千円) 
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（７） 
産業技術センター施

設設備費 
38,285 ③  ○ 

（８） 

産業技術センター管

理費（ポリ塩化ビフェニ

ル処理費） 

35,118 ③   

（９） 
工業用水道事業会計

貸付金 
245,365 ②③   

企業立地

促進室 

（１） 
産業団地分譲加速化

事業 
443,658 ③   

（２） 
企業立地促進補助事

業 
581,051 ③ ○ ○ 

経営金融

課 

（１） 
小規模事業経営支援

事業 
1,198,073 ①③  ○ 

（２） 
中小企業団体育成指

導事業 
96,126 ③  ○ 

（３） 下請企業振興事業 50,968 ③  ○ 

（４） 
地域中小企業総合経

営支援事業 
30,220 ②③  ○ 

（５） 
信用保証料率低減事

業 
211,914 ③  ○ 

（６） 損失補償 248,627 ②③  ○ 

（７） 貸付管理費 36,893 ②③   

（８） 
小規模企業者等設備

導入資金 
293,417 ②  ○ 

（９） 
新事業活動支援設備

貸与事業資金 
37,455 ②  ○ 

（１０） 中小企業制度融資 55,095,010 ②③   

（１０－１） 経営基盤強化資金 9,453,600 ②③ 

  

（１０－２） 
創業・新事業展開支援

資金 
801,000 ②③ 

（１０－３） 小規模企業支援資金 6,951,110 ②③ 

（１０－４） 経営安定支援資金 37,889,300 ②③ 

（１０－５） 経営活力再生資金 0  

（１０－６） 
（１０－１）から（１

０－５）の監査結果 
   ○ 
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（１１） 
一般会計繰出金及び

公債元利金（注 3） 

128,790 

264,408 
②  ○ 

観光振興

課 

（１） 
県産品の首都圏戦略

的ＰＲ事業 
16,000 ③  ○ 

（２－１） 

観光事業運営及び指

導事業（ちょるる派遣業

務委託） 

14,760 ②③ 

 ○ 

（２－２） 

観光事業運営及び指

導事業（観光情報収集・

発信業務委託） 

 ○ 

（２－３） 

観光事業運営及び指

導事業（平成 24 年度観

光客満足度調査事業業

務委託） 

  

（２－４） 

観光事業運営及び指

導事業（ちょるる着ぐる

み補修業務委託） 

  

（３） 

「おいでませ！山口

イヤー」観光交流キャ

ンペーン推進事業 

90,314 ②③  ○ 

（４） 
観光交流県やまぐち

推進事業 
72,075 ③  ○ 

（５） 広域観光推進事業 10,445 ③  ○ 

（６） 
東アジア地域観光客

誘致促進事業 
17,995 ③  ○ 

（７） 
広域連携外国人観光

客誘致促進事業 
10,600 ③   

（８） 
山口観光ガイドマッ

プ作成等事業 
17,942 ②③   

交通政策

課 

（１） 
山口宇部空港利用促

進対策事業 
11,000 ②③   

（２） 
岩国錦帯橋空港開港

ＰＲ事業 
10,000 ③   

（３） 
岩国錦帯橋空港利用

者確保対策事業 
119,993 ②③   

（４） 岩国錦帯橋空港路線 100,000 ③   
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開設支援事業 

（５） 
地方バス路線運行維

持対策事業 
496,017 ③  ○ 

（６） 離島航路対策事業 332,438 ③  ○ 

（７） 
運輸事業振興助成事

業 
305,590 ③  ○ 

労働政策

課 

（１） 労働教育指導事業 29,087 ②③   

（２） 労働福祉金融対策費 1,221,167 ②③   

（３） 

技能五輪・アビリンピ

ック選手育成支援強

化事業 

15,593 ③   

（４） 
認定職業訓練促進事

業 
11,034 ①③   

（５） 
職業能力開発協会育

成費 
38,323 ①③   

（６） 

運営費及び基本実習

費（職業能力開発校設備

整備費等補助金） 

143,289 ①②③   

（７） 
子育て女性等の再就

職支援事業 
13,380 ①   

（８） 障害者就業支援事業 35,001 ①②③ ○  

（９） 
産業人材育成総合支

援事業 
445,285 ①②③  ○ 

（１０） 
若者就職支援センタ

ー管理運営費 
153,318 ②③ ○  

（１１） 
若者就職再チャレン

ジ・サポート事業 
132,874 ②   

（１２－１） 

若者就職支援センタ

ー機能強化事業（高校

生県内就職支援強化事

業） 67,412 ②③ ○ ○ 

（１２－２） 

若者就職支援センタ

ー機能強化事業（中小

企業人材確保支援事業） 

（１３） 
雇用のセーフティネ

ット強化事業 
292,841 ①②③ ○ ○ 
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（１４） 
自立・就労総合サポー

ト事業 
114,947 ② ○ ○ 

（１５） 

山口県緊急雇用創出

事業臨時特例基金積

立金 

2,468,998 ①②③   

（１６） 

山口県緊急雇用創出

事業臨時特例基金補

助事業 

701,904 ②   

出先機関 

（注 4） 

（１） 山口県大阪事務所 17,745 ②③   

（２） 山口県計量検定所 10,512 ②③ ○ ○ 

（３） 
山口県国際総合セン

ター（指定管理） 
222,148  ○ ○ 

（４） 
山口県立東部高等産

業技術学校 
274,511  ○ ○ 

（５） 
山口県立西部高等産

業技術学校 
263,932  ○ ○ 

（６） 
山口県若者就職支援

センター（指定管理） 
145,337   ○ 

関連団体 

（注 5） 

（１） 
公益財団法人やまぐ

ち産業振興財団 
1,083,504  ○ ○ 

（２） 
山口県流通センター

株式会社 
32,006  ○ ○ 

（３） 
山口県産業技術セン

ター 
944,182  ○ ○ 

（４） 
公益社団法人山口県

採石協会 
25,385    

（５） 
株式会社山口県ソフ

トウェアセンター 
42,381   ○ 

（６） 
山口宇部空港ビル株

式会社 
638,609  ○ ○ 

（注 1） 財源欄の番号は、①国庫支出金②その他③一般財源を意味している。 

（注 2） 監査結果の○は、個別の監査結果に指摘若しくは意見として記載しているこ

とを示している。 

（注 3） 一般会計繰出金及び公債元利金の平成 24 年度決算額欄の金額は、上段が一

般会計繰出金を、下段が公債元利金を意味している。 

（注 4） 出先機関のうち山口県大阪事務所及び山口県計量検定所の平成 24 年度決算
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額欄の金額は、県の事業費の金額である。また、山口県国際総合センター及び

山口県若者就職支援センターの平成 24 年度決算額欄の金額は指定管理料であ

る。山口県立東部高等産業技術学校及び山口県立西部高等産業技術学校の平成

24年度決算額欄の金額は収入合計である。 

（注 5）関連団体のうち、公益財団法人やまぐち産業振興財団、山口県産業技術セン 

ター及び公益社団法人山口県採石協会の平成 24年度決算額欄の金額は経常収 

益の金額、その他の法人については売上高の金額である。 

 

３ 指摘事項及び意見の概要 

（１）負担金補助及び交付金 

ア 補助金交付要綱の中の補助金の算定の基礎となる単価の規程が曖昧なため 

その算出過程が不明確となっているものや毎年一定額となっているものがあ 

った。補助金交付要綱の中の補助金の額の計算方法や枠の規模について定期 

的に見直しを検討する必要がある。（意見） 

    （該当事業：産業技術センター施設設備費、東アジア地域観光客誘致促進事

業、地方バス路線運行維持対策事業他） 

   イ 補助金交付要綱の中の補助事業の内容が抽象的であるため、補助対象事業

と補助金の交付目的との整合性や事業効果を確認できないものがあった。 

補助対象事業者から資料を求めるなどして、より具体的な使途の確認を行 

う必要がある。（意見） 

    （該当事業：運輸事業振興助成事業） 

   ウ 負担金補助の根拠として補助事業者から予算案の添付は行われているが、

その支出内訳の検討が行われていないものがあった。事業費についてその根

拠データを入手して検討を行う必要がある。（意見） 

    （該当事業：東アジア地域観光客誘致促進事業、広域観光推進事業） 

   エ 補助対象事業の実施の必要性は確認できるが、補助金の効果について具体

的な評価項目が掲げられていないため、補助金の効果測定がされていないも

のがあった。第三者にも分かるような評価項目を設定してそれをフィードバ

ックする必要があると考える。（意見） 

    （該当事業：石油貯蔵施設立地対策事業、信用保証料率低減事業他） 

   オ 補助金実績報告書に対する審査方法、補助金交付団体への指導監督方法に 

    一定のルールが確立されていない。また、補助金等に係るチェックシートの 

位置付けが曖昧であり、実効性のある運用方法を検討する必要がある。（意見） 

（該当事業：石油貯蔵施設立地対策事業） 

（２）委託料 

   ア 仕様書の記載内容が不備なものや仕様書に記載の業務完了日の確認ができ
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ないもの、さらには文書管理の再検討を要するものがあった。（指摘） 

（該当事業：雇用のセーフティーネット強化事業、自立就労総合サポート事 

業） 

   イ 予定価格を構成する管理費について、事業費の 5％以内とされているのに

見積書では 15％となっているものがあった。全体で予定価格を超えなければ

妥当として運用しているが、予定価格の信頼性にもかかわるのでこれについ

ては検討を行う必要がある（意見） 

     (該当事業：若者就職支援センター機能強化事業) 

   ウ 競争入札審査会において「予算編成時に委託先が決定されている。」との記

述がされていた。予算編成時に委託先が決定されるものではないので不適切

な記述と考える。（意見） 

    （該当事業：県産品の首都圏戦略的ＰＲ事業） 

   エ 委託業務の完了に際して、業務委託検査調書の添付資料の工夫や実績報告

書の記載の充実等検討を要するものがあった。（意見） 

    （該当事業：観光事業運営及び指導事業、若者就職支援センター機能強化事

業他） 

（３）貸付金その他 

   ア 山口県内の中小企業の景気の先行きについては、海外経済を巡る不確実性 

やこれに端を発する為替・金融市場の変動による生産や輸出への影響等によ 

り、依然として厳しいものがある。こうした中、中小企業者が必要とする資 

金の融通を円滑にして、経営の安定及び強化を図るため、中小企業制度融資 

をはじめ幾つかの資金メニューが用意されている。 

県内中小企業の資金繰りに万全を期すため、景況等を注視して必要に応じ

て資金の見直しを行う必要がある。（意見） 

    （該当事業：経営基盤強化資金、創業・新事業展開支援資金、小規模企業支

援資金他） 

   イ 小規模企業者等設備導入資金は平成 26年度末をもって廃止されることに 

なっているが、小規模企業者等の金融支援として一定の役割を果たすもので 

あり、制度廃止後の代替策の検討等が必要と考える。また、平成 26年度末に 

廃止される小規模企業者等設備導入資金（設備貸与制度）を補完する制度で 

ある新事業活動支援設備貸与事業についても、今後の制度のあり方について 

検討する必要がある。（意見） 

（該当事業：小規模企業者等設備導入資金、新事業活動支援設備貸与事業資 

金） 

   ウ 中小企業高度化資金貸付金は、貸付先組合からの償還金によって独立行政

法人中小企業基盤整備機構及び山口県へ貸付金の償還が行われる。しかし、
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貸付先組合の中には返済を延滞している先があり、約定どおりの償還がなさ

れていないものがある。 

     今後、県は、未収債権の回収にあたって、個別の延滞先ごとの状況に応じ

た対応方針の確立及びその準備を行い、鋭意回収を行う必要があるものと考

える。（意見） 

    （該当事業：一般会計繰出金及び公債元利金） 

（４）商工労働部 出先機関 

   ア 山口県計量検定所 

検定検査取締事業の委託業務において、予定価格の算定根拠が明確となっ 

ていない。平成 17年度当初は積算して算出しているはずであるが、その後、 

積算は行っていないとのことである。 

毎年度、実際の業務内容により予定価格を積算する必要がある。（指摘） 

  イ 山口県国際総合センター（指定管理） 

（ア）国際総合センターは、山口県が所有する観光施設としてのタワーや展示 

見本市会場等のコンベンション施設に加え、一般財団法人山口県国際総合 

センターが共同設置者として区分所有するテナントビルとの多目的複合施 

設として建設され、平成 8年 7月に「本県の国際交流を促進するとともに、 

産業及び貿易の振興を図る施設」として設置された。施設の管理について、 

平成 18年度から指定管理に移行している。 

コンベンション施設については、コンベンションの開催規模縮小や大規 

模イベントの減少に伴い、見本市市場、イベントホールや国際会議場等の 

稼働率の減少が続いている。また、海峡ゆめタワーについても、東日本大 

震災等の影響により、入場者数が前年度を下回っている。 

利用促進や更なる誘客に向けた取組が必要である。（意見） 

   （イ）タワー利用料、会場使用料及び駐車場利用料等の現金については、平成 

20年 9月から現金実査調書に上司の検印欄を設けて、確認した証跡を残す 

よう措置を取っているとのことであるが、その事実を確認することはでき 

なかった。これらの現金を確認した記録を残す必要があるものと考える。 

（指摘） 

      また、平成 20年 9月から予約管理システムのパスワードを定期的に変更

することとしているが、システム変更時や担当者変更時にパスワードの変

更で運用しており、定期的な変更するルールとはなっていない。 

明確化したルールの策定が必要と考える。（指摘） 

   ウ 山口県立東部高等産業技術学校及び山口県立西部高等産業技術学校 

   （ア）委託契約の執行に際して、山口県立東部高等産業技術学校では執行伺に

て事業の執行の承認を得たうえで、業務が開始されているが、山口県立西
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部高等産業技術学校ではこの業務執行伺を省略して、委託契約の締結伺い

を実施している。 

両校での業務手続を統一する必要がある。（指摘） 

   （イ）山口県立東部高等産業技術学校の産業人材育成総合支援事業の委託契約

において、中途退校者が出た場合に委託訓練変更契約を締結していない。  

一方、山口県立西部高等産業技術学校では、ビジネスコミュニケーショ

ン科の訓練委託契約を含め、その都度変更契約を行っている。必要な手続

か否かの検討を行い、両校で統一することが望ましい。（意見） 

   （ウ）山口県立西部高等産業技術学校において、平成 25年度に暗幕の取得が行

われている。暗幕は視聴覚教室用及び体育館用の二式を購入しているが、

登録確認リスト（行政財産を登録するシステム）では一式として登録され

ている。物理的に異なる場所に設置される備品については、管理面から各々

登録して管理する必要がある。（指摘） 

   （エ）山口県立東部高等産業技術学校の旧男子寮（昭和 52年築）は、建物に十

分な耐震性がないため、平成 20年度から入居者を募集していないが、外壁

全面打診調査業務の調査報告書によれば、至急補修を行うべき箇所がある

との記載がある。 

一方、現在、寮として使用している桜風寮は、外壁全面打診調査報告書 

には、同じく至急補修を行うべき箇所があるとの記載がある。 

現在、補修の具体的な計画はない。 

旧男子寮及び桜風寮のこれからの有効利用等を検討して、補修について 

は県全体で優先順位をつけ順次対応する必要がある。（意見） 

   エ 山口県若者就職支援センター（指定管理） 

     若者就職支援センターの管理については、平成 22年度から指定管理に移行 

している。指定管理者が平成 24年度において、１階の床カーペットの全面張 

替工事を 1,100千円で実施している。このような大規模修繕（例示では 1,000 

千円以上）については、県で負担することになっている。山口県財産の効用 

の維持・増加の点からもまた県の財産という点からも指定管理料の中から負 

担させることについては問題であると考える。（意見） 

 （５）商工労働部 関連団体 

ア 公益財団法人やまぐち産業振興財団 

（ア）やまぐち産業振興財団は、中小企業者等が、ものづくり基盤技術の高度 

化、産学公連携、市場開拓につながる新技術・新製品の開発に取組む場合、 

開発に要する経費の一部を補助する研究開発支援事業を行っている。助成 

事業者がこの支援事業で取得した資産については、「公益財団法人やまぐち 

産業振興財団研究開発支援事業助成金交付要綱」第 16条第 2項で次のよう 
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に定められている。 

     「助成事業者は、理事長が別に定める期間を経過する以前に財産を処分   

しようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書を理事長に提出し承 

認を受けなければならない。」 

     このように定められているが、「理事長が別に定める期間」を具体的に定 

めたものが存在していない。助成事業者の管理義務及び県の管理義務の観 

点からも「期間」を明確にする必要がある。（指摘） 

  （イ）やまぐち産業振興財団は、財団が有する財産の管理に関し、定款第 7条 

に基づき「公益財団法人やまぐち産業振興財団財産管理規程」を定めてい 

る。この規程の第 6条において、財産の運用に関する事務を行わせるため 

に、財産運用責任者を置くことになっているが、財産運用責任者を指名す 

る手続がとられていなかったので、この規程により指名する必要がある。 

（指摘） 

 イ 山口県流通センター株式会社 

（ア）平成 14年度に代表取締役を知事から民間人に変更するなど民主導の経 

営への移行を進めるとともに、平成 16年 10月からは県所有の流通センタ 

ー広場を山口県流通センター株式会社に対して貸付を行っている。会社は、 

借り受けた土地を立地企業向けの業務用及び社員用有料駐車場として活用 

を図っている。 

会社の建物については、昭和 61年 3月建築のため老朽化が進んでおり、 

保守管理を徹底的に行うことで修繕費を抑制し、設備の維持を行っている 

が、将来的な大規模修繕並びに建物更新資金の確保について検討する必要 

がある。（意見） 

（イ）県主導の第三セクターの検討に際しては、県施策を推進する上で第三セ 

クターの役割が必要でかつ民間法人等での代替は困難かどうか及び県から 

の支援に頼らず法人運営が行われているかの総合的な判断が求められる。 

 山口県流通センター株式会社の県の施策を推進していく上での役割は終 

わったと考えられ、民営化や民間への事業譲渡等を検討する必要がある。 

（意見） 

 ウ 山口県産業技術センター 

（ア）産業技術センターが、企業の技術をきちんと評価することで、地場企業 

は金融機関からの融資が得やすくなると考えられる。 

産業技術センターにおいては、平成 24年に山口フィナンシャルグループ 

等との連携協定を締結し、金融機関の機能の有効活用に取り組んでいると 

ころであるが、引き続き金融機関との効果的な連携を図っていくことが重 

要であると考える。（意見） 
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   （イ）「固定資産貸付要領」第 1号様式「固定資産使用申込書」には「減免を受 

     けようとする場合はその理由」を記載する欄が設けられているが、記載さ 

れていないケースが散見された。具体的には、100％減免で継続使用のもの 

についてはほとんどのケースで当該欄に記載がなく空欄で提出されている。 

また、100％減免で新規のものについて記載がなく空欄で提出されている 

ものが 1件あった。（指摘） 

100％減免のケース用の申込書を別途様式で行うか等を検討して、ルール 

の徹底を図る必要がある。（意見） 

   （ウ）山口県産業技術センターのホームページ上では、平成 23年 11月 25日に 

特許公開情報を掲載したのを最後に案件ごとに、公開情報、取得情報を掲 

載するのを止めて、平成 23年 12月から年 1回特許権の保有状況を開示す 

るのみとなっており、公開情報が後退している。企業に関心を持ってもら 

うためにも、保有情報と取得情報をタイムリーにホームページ上に案件ご 

とに開示するのが望ましいと考える。（意見） 

 エ 株式会社山口県ソフトウェアセンター 

（ア）株式会社山口県ソフトウェアセンターは、山口県及び光市の共同事業と 

して、情報産業の集積を図る目的で整備された「ひかりソフトパーク」に 

設置された。しかしながら、現状においても集積は進んでおらず、また、 

マーケットが小さい市場であることから収益面で採算がとりにくい状況 

にある。早急に経営改善に取組むことが求められ、県としてもそれを監督 

する必要がある。（意見） 

   （イ）「地域ソフトウェア供給力開発事業推進臨時設置法」により設立された地

域ソフトウェアセンターの中で、近年、研修事業やテナント事業とも経営

環境が厳しく、今後とも経営改善が見込めないため各県で解散が相次いで

いる。県としては、経営改善の取組状況を注視するとともに、地元自治体

や主要株主との意見交換を行い、株式売却を含めてその方向性を決める時

期であると考える。（意見） 

 オ 山口宇部空港ビル株式会社 

     国際線ビルは、平成 13年度以降県が賃借して各種イベントや県民の交流の 

場にも対応できるスペースの確保や空港関係機関の事務室など「空港会館」 

として活用している。会社が、国際線旅客ターミナルビルとして採算に合う 

運営を行うためには、国際定期路線が開設航空会社・ＣＩＱ（税関出入国管 

理検疫の国の機関）及び売店等各種テナントが入居して施設が賃貸され、十 

分な家賃収入の確保が必要である。そのためには、国際チャーター便の運航 

を促進し、利用実績をさらに積み重ねる必要がある。（意見） 
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第４ 個別監査結果 

１ 商工労働部 商政課 

（１－１）電源交付金等交付事業（山口県原子力発電施設等立地地域特別交付金） 

ア 事業の目的 

     原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に資するため特に必要な措置を 

要する費用に充てることを目的とする。 

イ 交付の対象 

     知事は、予算の範囲内において、事業地域市町に対し、国規則第 3 条第 1

項第 1 号から第 9 号までに掲げる措置の区分ごとに行う事業に要する経費の

全部又は一部に充てるための交付金を交付するものとし、その額は国から交

付される交付金の額の範囲内で知事が定める額とする。なお、当該交付金の

交付の対象となる事業のうちその経費の全部又は一部に交付金が充てられる

事業の一部に、収益が生ずる可能性があると認められる事業が含まれる場合

には、交付の目的に照らして適当と認められる場合に限り交付金を交付する

ものとする。 

ウ 交付の条件 

知事は、交付金の交付の決定をする場合において、次に掲げる事項につき 

条件を付するものとする。 

（ア）交付金事業ごとの交付対象経費の各費目又は各費目の内訳に配分された 

額を変更しようとするとき（ただし、交付対象経費の各費目又は各費目の

内訳に配分された額のいずれか低い額の 15％以内の範囲で流用を行おう

とする場合を除く。）は、知事の承認を受けるべきこと。 

（イ）交付金事業を行うため契約を締結する場合においては、地方自治法(昭 

和 22年法律第 67号)第 234条によるべきこと。 

（ウ）交付金事業の内容の変更をしようとするときは、知事の承認を受けるべ 

きこと。 

（エ）交付金事業を中止し、又は廃止しようとするときは、知事の承認を受け 

るべきこと。 

（オ）交付金事業が予定の期間内に完了しない場合又は交付金事業の遂行が困 

難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けるべ 

きこと。 
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エ 監査手続 

（ア）原子力発電施設等立地地域特別交付金交付規則、山口県原子力発電施設 

等立地地域特別交付金交付要綱等に基づき、適切に処理が行われているか 

等を確かめた。 

（イ）原子力発電施設等立地地域特別交付金交付申請書、交付金事業に要する 

費用内訳及び原子力発電施設等立地地域特別交付金事業計画書等を閲覧し 

て、その支出内容の妥当性を確認した。 

オ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

    

（１－２）電源交付金等交付事業（水力発電施設周辺地域交付金相当部分） 

ア 事業の目的 

     電源立地地域対策交付金制度により、建設後 15年以上経過した水力発電施

設が設置されている市町の公共施設の整備等を促進し、もって、発電用施設

の設置及び運転の円滑化に資する。 

     ○対象市町  6市（下関市、山口市、萩市、岩国市、下松市、周南市） 

イ 制度の概要 

運転開始後 15年以上経過している水力発電施設の所在する市町（水力発電 

施設の評価出力の合計が千キロワット以上で、かつ、基準発電電力量の合計 

が 500万キロワット時以上のものに限る）に県を通じて間接交付する。 

ウ 交付限度額 

     当該市町に存在する水力発電施設に応じ算出した算定発電電力量に 1キロ 

ワット当たり 5.9銭を乗じた額。 

    （平成 24年度交付限度額）45,000千円 

エ 交付対象事業 

     公共用施設整備など住民福祉の向上に資する事業 

    〇公共用施設の整備   ○企業導入・産業活性化事業 

    ○福祉対策事業     ○地域活性化事業 など 

オ 交付期間 

     最大 40年間 

カ 監査手続 
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（ア）電源立地地域対策交付金交付規則及び山口県電源立地地域対策交付金交 

  付要綱等を閲覧して、その内容の妥当性を検討した。 

（イ）平成 24年度電源立地地域対策交付金事業実績報告書及び平成 24年度電 

  源立地地域対策交付金確定一覧を閲覧して、その支出の妥当性を検討した。 

キ 監査結果 

山口県電源立地地域対策交付金交付要綱上、必要な書類は徴されている。 

しかし、山口県電源立地地域対策交付金交付要綱第 10条第 3項において 

は、事業終了から 20日以内に山口県に報告が必要とされているところである 

が、下松市の報告でこれに拠っていないものがあった。これについては、下 

松市より遅延の顛末書が提出されており、県としては、各市町の事業進捗を 

年度の途中において把握する義務はないことから、この責任を負うものでな 

いが、各市町が要綱に準拠するよう指導することが望まれる。（意見） 

 

（２）石油貯蔵施設立地対策事業 

ア 事業の目的 

     石油貯蔵施設立地対策等交付金により、石油貯蔵施設周辺地域における公

共施設を整備し、もって石油貯蔵施設の設置（石油備蓄）の円滑化を進める。 

    ○対象団体 県・所在市町・隣接市町：1県 9市 1町 

         （下関市、山口市、宇部市、防府市、岩国市、下松市、山陽小野

田市、美祢市、周南市、和木町） 

イ 制度の概要 

     石油貯蔵施設の周辺地域における住民の福祉の向上を図るため、石油貯蔵 

施設の所在する県・市町及び隣接市町が行う公共用施設の整備等に係る経費

について、交付するもの。（市町については間接交付） 

ウ 交付限度額 

     各地点における前年度末時点の石油貯蔵量をもとに、資源エネルギー庁石

油部長通知等に基づいて、各市町の交付限度額を算出。 

   （平成 25年度交付限度額） 338,599千円 

エ 交付対象事業 

     ○消防に関する施設 ○通信施設   ○都市公園 

     ○道路       ○環境衛生施設 など 
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オ 監査手続 

（ア）山口県石油貯蔵施設立地対策等補助金交付要綱及び石油施設立地対策等 

交付金交付規則等を閲覧して、適正に交付申請が行われ、対象市町に交付 

されているか等を確かめた。 

（イ）平成 24年度石油貯蔵施設立地対策等補助金の額の算定資料及び補助金 

の交付事務に係るチェックシート等を閲覧して、補助金が定められた手順 

により算定され、支出されているか等を確かめた。 

カ 監査結果 

（ア）補助金等の交付事務に係るチェックシートで交付決定時及び額の確定時 

に自己点検をして決裁文書に添付することになっている。 

      交付決定時には当該シートを決裁文書に添付しているが、「7間接交付 

する補助金等の審査」の欄が空欄になっていた。また、額の確定時には決 

裁文書に当該シートが添付されていなかった。 

      チェックシートの位置付けが曖昧で、実効性があるか疑問である。（意 

見） 

（イ）補助金実績報告書に対する審査方法、補助金交付団体への指導及び監督 

  方法に確立されたルールが存在しない。ルールの確立を検討する必要があ 

る。（意見） 

（ウ）市町からは「施設等利用状況調査（事業完了～平成 25年 5月末）」を入 

手し消防施設器具備品などの利用状況を調査しているが、道路の舗装補修 

については、効果測定が行われていない。道路の舗装補修の評価について 

検討する必要がある。（意見） 

（エ）評価結果についてのフィードバックは特にないので、評価結果について 

今後の対応を県として検討する必要がある。（意見） 
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 ２ 商工労働部 新産業振興課 

（１）やまぐち発新製品販路拡大支援事業 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

   県内で、開発された新製品を「やまぐち発新製品」としてブランド力の

強化を図るとともに、県内企業に販路拡大支援コーディネーターを派遣

し、総合的な販路開拓支援を実施する。 

（イ）委託事業の内容 

    「やまぐち発新製品」のブランド化の強化を図り、首都圏及び関西圏等 

   のマーケットへの販路拡大を行うため、販路拡大支援コーディネーターを 

   設置して業務を行うこととする。 

    なお、首都圏での販路開拓においては、「首都圏事業化支援コーディネ 

ーター事業」との連携を図り効果的な事業とすること。 

（ウ）事業実施の条件 

    受託者は、本業務の実施に当たって次の事項を遵守すること。 

ａ 事業費に係る経費のうち、失業者に向けられる人件費が 2分の 1以上 

であること。 

ｂ 新規雇用する労働者の雇用期間は 1年間とすること。 

ｃ 事業で新規雇用する予定の労働者の募集に当たっては、公共職業安定 

所への求人申し込みのほか、文書による募集、直接募集等においても募 

集の公開を図るものであること（原則として、被災求職者及び平成 23年 

3月 11日以降の離職者を対象とし、被災求職者を優先すること）。 

ｄ 新規に雇用する労働者について、本人に失業者であることの確認を行 

うこと。 

ｅ 事業の実施に必要となる機械・器具について基本的にはリースあるい 

はレンタルでの対応とし、購入の場合は 50万円を超えないこと。 

ｆ 一般管理費については、事業費の 10％を限度とすること。 

ｇ 山口県は、受託者が事業の実施に当たり、仕様書に反した場合には、 

委託契約額の一部又は全部を返還させる権利を有するものであること。 

ｈ 事業の進捗状況について、月ごとに委託者へ報告を行うこと。 

ｉ 事業が終了した場合は、実績報告書を作成し、委託者に提出すること。 
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イ 監査手続 

（ア）やまぐち発新製品販路拡大支援事業委託仕様書、委託契約書、随意契約 

選定理由書等を閲覧し、委託契約が適正に行われていることを確かめた。 

（イ）事業別科目別元帳、やまぐち発新製品販路拡大事業実績報告書、業務委 

  託検査調書等を閲覧し、その履行が適正に行われているか等を確認した。 

ウ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（２）農商工連携促進事業 

ア 事業の目的 

「農商工マッチングコーディネーター」の取組等により多くの新商品が開 

発されたことから、これまでの成果をベースとして、農商工連携による成長 

志向のある企業に対してマーケティング支援を行い、「全国に誇れる農商工 

連携企業」の育成を図る。 

イ 業務の内容 

     農商工連携の取組を促進するため、以下の事業を行う。 

   （ア）支援対象企業の選定 

以下のａ～ｃのいずれかを満たす企業を選定委員会において 20社程度 

選定する。 

     ａ 農商工連携に関する新事業展開を行う経営革新企業承認企業 

     ｂ 以下の条件をすべて満たす企業のうち農商工連携事業計画を策定した 

もの 

    （ａ）県事業「農商工連携促進事業・ふるさと産業雇用促進事業」で支援

した企業 

    （ｂ）新商品に関して道の駅等での販売実績や全県的展示会への出展実績

がある企業 

     ｃ その他、県及び受託者が協議の上、特に認めたもの 

（イ）「農商工マーケティング支援コーディネーター」の設置 

     農商工連携に関する相談対応等の支援能力を有する人材 1名を雇用して 

山口県商工会連合会に常駐させ、日常の農商工連携に関する相談対応に従 

事するとともに、本事業を円滑に推進するため、関係者間の連絡調整を行 
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う。 

ウ 監査手続 

（ア）農商工連携促進事業委託業務仕様書、委託契約書、随意契約選定理由書 

等を閲覧し、委託契約が適正に執行されているか確かめた。 

（イ）業務委託検査調書、平成 24年度農商工連携促進事業成果報告書等を閲覧 

して、履行状況の確認を行った。 

エ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（３）水素エネルギー利活用推進事業 

ア 事業の目的 

     新エネルギー利活用推進事業において、水素エネルギーをはじめとした新 

エネルギーの利活用による県内企業の事業化を推進する。 

イ 事業の内容 

     補助金の交付の対象は、地方独立行政法人山口県産業技術センター（以下 

「山口県産業技術センター」という。）が行う次に掲げる事業とする。なお、 

事業を円滑に推進するために必要となる山口県産業技術センターの経費につ 

いては、事業推進費として別途交付の対象とする。 

   （ア）試作開発委託費事業 

   （イ）試作開発推進事業 

   （ウ）セミナー開催事業 

     交付の対象となる経費は下表のとおりとする。なお、補助率については、

前項に規定する経費の 10分の 10以内とする。 

補助金の対象となる経費 

事業区分 経費区分 内   容 

試作開発委託

費事業 
委託費 

「試作品製作に係る経費」に新エネルギー研究会の分科会

が取組むテーマに関して、水素関連製品試作開発に係る試

作品の製作委託 

試作開発推進

事業 

報償費 委託先審査に係る委員謝金、専門家受入等に係る謝金 

旅 費 
委託先審査等に係る委員旅費、専門家受入に係る旅費、職

員旅費 
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庁 費 
会議費、印刷費、資料購入費、会場借料、通信運搬費、消

耗品費 

セミナー開催

事業 

報償費 セミナー開催に係る講師謝金 

旅 費 セミナー開催に係る講師旅費、職員旅費 

庁 費 印刷費、会場借料、通信運搬費、消耗品費 

事業推進費 
旅 費 関係機関との調整に係る職員旅費 

庁 費 会議費、印刷費、資料購入費、通信運搬費、消耗品費 

      

試作開発委託費の対象となる経費 

経費区分 内        容 

原材料費 原材料及び副資材の購入に要する経費 

構築物費 構築物の購入、建造、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費 

機械装置、工具器具費 
機械装置又は工具器具の購入、試作、改良、据付け、借用又は修

繕に要する経費 

外注加工費 外注加工に要する経費 

直接人件費 試作品製作に直接関与する者の直接作業時間に対する経費 

調整旅費 試作品製作のために必要となる旅費 

ウ 監査手続 

     水素関連製品試作開発推進補助金交付要綱を閲覧して、補助金が適正に交 

付されているか確かめた。 

エ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（４－１）省エネ・省資源型産業集積促進事業（委託業務） 

ア 事業の目的 

     ＬＥＤ等省エネ・省資源分野（ＬＥＤ照明、太陽電池、液晶ディスプレイ 

等）関連製品の県内企業による事業化と産業集積促進を図るため、山口県が 

実施する県内企業の新分野参入・広域的事業展開等の促進施策の円滑な推進 

支援（県内外の関連企業の特許等情報収集、県内企業の製品・技術情報発信、 

県内中小企業と県内外大企業との共同製品開発・販売連携等のマッチング

等）。 
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イ 事業内容 

   （ア）省エネ・省資源型産業集積促進コーディネーターの配置 

      重点化事業分野（新型ＬＥＤ等先端技術分野、応用製品開発促進分野の 

2分野）につき、2名のコーディネーターを配置する。 

   （イ）コーディネーターの業務内容 

      県内企業による「やまぐちグリーン部材クラスター事業」等の研究成果 

の事業化を促進するため、県内企業の技術開発や部材・技術調達に関する 

助言や広域事業展開等の促進に係る支援を行う。 

     ａ 山口大学発新型ＬＥＤの県内中小企業への活用促進 

     ｂ 関連特許・市場動向等調査（Ｗｅｂ、新聞、雑誌等） 

     ｃ 県内外関連企業訪問（製品・技術情報収集） 

     ｄ 事業化製品（予定製品を含む）の販路調査支援 

     ｅ 省エネ・省資源型産業集積を促進するための情報発信（Ｗｅｂ作成、

出店パンフレット等作成） 

     ｆ 県内企業向けの関連技術研修会の開催（企画・運営） 

     ｇ 県内企業の製品展示会への出展支援（展示会主催者との出店調整、展

示品送付等出展準備支援、会場における製品説明等） 

     ｈ 県外関連企業と県内関連企業とのマッチング（製品共同開発、共同販

売、ベンチャー共同起業等） 

（ウ）その他事業内容の補足 

項 目 業 務 内 容 

コーディネータ

ー勤務日 

月 15日勤務とすること 

コーディネータ

ー賃金単価 

受託者における類似業務従事者の賃金と同額とすること 

県内企業訪問社

数 

延べ 72以上とすること 

県内訪問地域及

び実施数 

「知的クラスター創成事業」、「地域イノベーション戦

略支援プログラム」等の実施実績があり、省エネ・省資

源型産業集積に係る企業のコンソーシアムが形成されて

いる地域や事業化に資すると期待できる企業群のある地
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域とすること（延べ 3か所程度訪問のこと） 

出店パンフレッ

ト作成 

全頁フルカラー（展示会 1 回につき、500 部以上作成の

こと） 

展示会参加 
全国レベル（国際展示会含む）の展示会とし、延べ 3 回

以上参加すること 

ウ 監査手続 

   （ア）委託契約書、省エネ・省資源型産業集積促進事業業務委託仕様書、随意 

契約とする理由及び受託者選定理由書等を閲覧して、契約の妥当性の検討 

を行った。 

（イ）省エネ・省資源型産業集積促進補助金交付要綱により補助金が適正に交 

付されていることを確かめた。 

   （ウ）試作品開発結果報告書、開発（作業）日誌、「平成 24年度省エネ・省資 

源型産業集積促進助成金事業報告書等を閲覧して、その事業効果を確認し 

た。 

エ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（４－２）省エネ・省資源型産業集積促進事業（助成金） 

ア 事業の目的 

     省エネ・省資源型産業集積促進助成金は、知的クラスター創成事業、都市 

エリア産学官連携促進事業及びやまぐちグリーン部材クラスター事業（以下 

「知的クラスター創成事業等」という。）の研究成果の事業化を図るため研 

究開発成果を活用した試作品の製作及び製品開発上、必要となる市場調査、 

販売促進活動に要する経費の一部を助成することによって、中小企業の技術 

改善を促進し、新事業の創出、新たな産業集積づくりに寄与することを目的 

としている。 

イ 助成対象者 

     対象企業者は、次の要件をすべて満たす者に限る。 

   （ア）「やまぐちＬＥＤ照明研究会」、「やまぐち医療福祉関連産業振興会」、 

「ものづくり先端技術懇話会」及び「やまぐち液晶パネル応用研究会」の

参画企業が知的クラスター創成事業等の研究成果の事業化を図るため実
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施するもの。 

   （イ）県内に製造施設又は研究開発施設を持つ中小企業者 

      中小企業者とは、中小企業基本法第 2条に規定する中小企業者又はその 

団体（法人に限る）で、大企業が実質的に経営に参画している場合（原則 

として、大企業が 1/2以上の株式を保有する場合）は除く。 

ウ 助成対象金額及び対象事業 

     助成対象金額は、2,000千円～10,000千円とし、助成率は、助成対象金額 

（事業費）の 2分の 1以内である。助成金額ベースでは 1,000千円～5,000 

千円となる。 

     対象事業は、改善、改良、開発要素のある試作であり、「試作」とは、「知 

    的クラスター創成事業」等の研究成果を活用して、オリジナリティーのある 

試作品を製作することをいう。また、「やまぐちグリーン部材クラスター事 

業」とは、地方独立行政法人山口県産業技術センターを中核機関に、環境負 

荷低減型次世代産業の創出及び集積を目指す「やまぐち型産業クラスター形 

成プロジェクト」の促進に向けて、「省エネ・省資源」を共通テーマとして 

ＬＥＤ加工基板とその応用製品、太陽電池部材、ナノ粒子応用製品等に関し 

て産学公が連携して取組んでいる研究開発事業をいう。 

エ 助成対象経費 

経 費 区 分 内       容 

原材料費 原材料及び副資材の購入に要する経費 

構築物費 構築物の購入、建造、改良、据付け、借用又は修繕に要する経費 

機械装置、工具器具

費 

機械装置又は工具器具の購入、試作、改良、据付け、借用又は修繕に要

する経費 

外注加工費 外注加工に要する経費 

直接人件費 試作機製作に直接関与する者の直接作業時間に対する経費 

調整旅費 
試作機制作のため共同研究先である大学や企業との調整等に要する旅

費 

専門家指導受入費 専門家の受入に要する経費 

調査費 試作開発に関連する市場動向調査に要する経費 

販売促進費 試作機の製品化に向けた販売促進活動に要する経費 

オ 監査手続 
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   （ア）省エネ・省資源型産業集積促進補助金交付要綱等を閲覧して、補助金が 

交付要綱に準拠して支出されているか等を確かめた。 

   （イ）試作品開発結果報告書、開発（作業）日誌、平成 24年度省エネ・省資源 

型産業集積促進助成金事業報告書等を閲覧して、その事業効果を確認した。 

カ 監査結果 

（ア）企業化報告書は助成事業終了後 5年間、助成を受けた企業からその後の 

開発進捗や製品化の報告を受けるものである。平成 19年度助成分（5年前 

に助成）を見ても企業化に成功したケースはない。 

企業化に向けては、事業終了後のフォローアップが重要である。県にお 

いては、公益財団法人やまぐち産業振興財団や地方独立行政法人山口県産 

業技術センターと連携しながら、日頃から助成企業に接触するとともに、 

展示会出展支援やコーディネーターによるマッチング等を行っており、今 

後も各種のフォローアップに努めていくことが重要であると考える。（意 

見） 

   （イ）試作開発の取組を省エネ・省資源産業へ具体化していく上で、県の取組 

を広く県民にＰＲすることが重要である。 

      県においては、広報誌や県庁エントランスホールでの製品展示等を通じ

て、広く県民にＰＲしているところであり、引き続き県の積極姿勢を示し

ていくことが重要であると考える。（意見） 

 

（５）中小企業等知財支援拠点形成促進事業 

ア 事業の目的 

国が設置する中小企業等の知的財産相談に対応する一元的な窓口である 

「知財総合支援窓口」に、企業、地域における現場ニーズへの対応や大学、 

公設試、支援機関等との連携による支援等を行う知財専門人材を配置する。 

イ 事業内容 

   （ア）開放特許や未利用特許の活用など、地域中小企業の技術移転等を支援す 

る「中小企業知財支援コーディネーター」を配置する。 

   （イ）地域における知財ニーズへの対応や各支援機関等との連携による知財支 

援を行う「地域連携コーディネーター」を配置する。 

ウ 監査手続 
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     業務実績報告書（平成 24年度知的財産基本戦略推進事業活動報告書、中小 

企業等知財支援拠点形成促進事業）等を閲覧して、事業実施の妥当性を検討 

した。 

エ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（６）産業技術センター運営費交付金 

ア 事業の概要 

   （ア）交付の目的及び補助対象 

      産業技術センターは、高度化・多様化する企業ニーズに即応できる機動 

的で効率的・効果的な運営体制を構築し、公設試の顧客である県内企業に 

対する支援機能を強化するため、平成 21年 4月に県から独立し、地方独立 

行政法人へ移行した。当該法人は、産業技術に関する試験研究、その成果 

の普及、産業技術に関する支援等を総合的に行うことにより、産業の振興 

を図り、もって山口県における経済の発展及び県民生活の向上に資するこ 

とを目的としており、法人が自主的・自律的な業務運営を行う上で必要最 

小限度の経費を、使途を特定しない運営費交付金として交付するものであ 

る。 

   （イ）補助事業者等 

     地方独立行政法人山口県産業技術センター 

（ウ）決算額の内容及び財源内訳                 

 

年  度 平成24年度 平成23年度 平成22年度 

決 算 額 581,375 581,949 588,035 

節 

うち負担金補助及び交付金 581,375 581,949 588,035 

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 581,375 581,949 588,035 

（エ）平成 23年度計画に対する実績 

区 分 項 目 目 標 実 績 達 成 率 

技術支援 

技術相談対応件数 3,200 件 3,690 件 115.3％ 

訪問企業数 220件 244件 110.9％ 

機器利用件数 2,300 件 2,791 件 121.3％ 

(

(単位：千円) 
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事業化・商品化件数 6 件 14 件 233.3％ 

研究開発 

外部資金・共同研究件数 7 件 9 件 128.6％ 

特許等の出願件数 9 件 15 件 166.7％ 

特許等の新規許諾件数 2 件 3 件 150.0％ 

その他 施設利用・見学受入数 5,500 人 5,210 人 94.7％ 

イ 監査手続 

（ア）産業技術センター運営費交付金等交付要綱及び地方独立行政法人法第 42 

条により運営費が交付されているか等を確かめた。  

（イ）地方独立行政法人山口県産業技術センター運営費交付金等交付申請書、 

平成 24度産業技術センター運営費交付金等交付請求書等により、運営費が 

定められた手順によって算定され、支出されているかを確かめた。 

（ウ）地方独立行政法人山口県産業技術センターの第 1期中期目標における業 

務の実績に関する先行評価の結果、地方独立行政法人山口県産業技術セン 

ター評価委員会の議事録並びに補助金等交付事務に係るチェックシート等 

により、平成 23年度における産業技術センターの実績及びその効果につい 

て確認を行った。 

ウ 監査結果 

     地方独立行政法人山口県産業技術センターの監査結果の項に記載している。 

 

（７）産業技術センター施設設備費 

ア 制度の概要 

   （ア）交付の目的及び補助対象 

      産業技術センターは、県内企業の「中核的技術支援拠点」として、技術 

相談や依頼試験、開放機器利用、技術研修等の「技術支援」と「研究開発」 

という二つの機能を担っている。 

産業技術センター施設設備費は、その機能を発揮し、企業の基盤技術の 

     強化と新産業の創出につなげていくために、導入に必要な試験研究機器の 

     設備費と施設の整備・改修に要する経費を交付するものである。 

   （イ）補助事業者等 

     地方独立行政法人山口県産業技術センター 

（ウ）決算額の内容及び財源内訳                 

 

年  度 平成24年度 平成23年度 平成22年度 

決 算 額 38,285 26,000 37,550 

節 

うち負担金補助及び交付金    

うち委託料    

(

(単位：千円) 
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うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 38,285 26,000 37,550 

（エ）施設設備費の内容 

     施設設備費は、試験研究機器経費と施設補修等経費の二つからなってい 

る。 

    ａ 試験研究機器経費 

      機器整備は、産業技術センター業務を行う上での中核的部分であり、 

     毎年度一定規模の更新が必要なことから、機器整備計画に基づき、社会 

情勢に即した企業ニーズや市場動向を反映できるよう、緊急性や優先度 

を検討した上で整備するものである。 

ｂ 施設補修等経費 

    予算措置を必要としない経費であり、対象となるものは、 

（ａ）突発的かつ不可測な事態によって必要になる修繕工事費、災害復旧 

工事費 

（ｂ）通常の維持補修では賄えない施設の修繕工事費等である。 

イ 監査手続 

（ア）産業技術センター運営費交付金等交付要綱及び地方独立行政法人法第 42 

条により施設設備費が交付されているか等を確かめた。  

（イ）地方独立行政法人山口県産業技術センター運営費交付金等交付申請書、 

平成 24度産業技術センター運営費交付金等交付請求書等により、施設設備 

費が定められた手順によって算定され、支出されているか等を確かめた。 

（ウ）施策的経費当初予算見積調書及び産業技術センター運営費交付金及び施 

設設備費の取扱いについての資料を閲覧して、内容の吟味を行った。 

ウ 監査結果 

     県が定めた中期目標を達成するために法人が策定した中期計画に従い、自 

主的・自立的な業務運営を行う上で、必要最小限度の施設設備費を交付する 

こととしている。 

平成 25 年度まではこの施設設備費のうち試験研究機器整備費は一定額と

のことで、毎年定額（26,000千円）を交付している。 

交付金額の水準については、効果的かつ機動的な技術支援や戦略的な研究 

開発の観点から、定期的に見直しを行っていくことが重要であると考える。 

（意見） 

 

（８）産業技術センター管理費（ポリ塩化ビフェニル処理費） 
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ア 制度の概要 

   （ア）産業技術センターのポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）の処 

理について 

      ＰＣＢは、昭和 43年のカネミ油症事件をきっかけに、その毒性が社会問 

題化し、昭和 49年以降その製造が禁止された。その後、高圧トランス等の 

ＰＣＢが使用された電気機器等でその使用を終えたものは、事業者により 

廃棄物として長期にわたり保管されている。  

   「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」 

（以下「ＰＣＢ特措法」という。）が平成 13年に制定され、平成 28年 7月 

までにＰＣＢ廃棄物を処分することとされ、国が策定した基本計画に基づ 

き日本環境安全事業株式会社を活用した拠点的広域処理施設が整備され、 

山口県内の廃棄物は日本環境安全事業株式会社北九州事業所内に設置され 

た施設で処分することとされている。 

山口県では、平成 21年 7月に「山口県ＰＣＢ廃棄物処理計画」を策定し、 

計画的に廃棄処分を行うこととしている。 

   （イ）山口県ＰＣＢ廃棄物処理計画の概要 

     ａ 処理期間 

       平成 21年度から平成 28年 7月まで（ＰＣＢ特措法に定める処理の期 

限） 

     ｂ 年度別搬入計画（対象：保管量が 30台未満の少量保管事業者） 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

県庁北庁舎 

（教育庁分） 

県西部、北庁舎、

警察本部、企業局

等 

県中央部 
県東部、北庁舎、

本庁舎 

   （ウ）産業技術センターにおけるＰＣＢ廃棄物の保管状況及び処理費   

 

品  名 台数 
総重量

（kg） 
処理費 運搬費 合 計 

高圧コンデンサ 1 27.2 551 
  197 35,029 

蛍光灯安定器 6 1，289.0 34,281 

（エ）一括委託契約の締結について 

      県庁内の処理対象の保管事業所（8部局、16事業場）が多いいので、各 

部局ごとに収集運搬を行い、収集運搬経費を要求されることとなれば、経 

費の縮減は難しいので、県庁を多量保管事業場として、廃棄物・リサイク 

ル課が一括委託契約を締結している。ＰＣＢ廃棄物処分は日本環境安全事 

業株式会社とＰＣＢ廃棄収集運搬業務についてはＳ社と契約を締結してい 

(

(単位：千円) 
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る。 

イ 監査手続 

（ア）ＰＣＢ特措法、環境省のＰＣＢ廃棄物処理基本計画並びに山口県ＰＣＢ 

廃棄物処理計画等を閲覧して、適正にＰＣＢの処理が行われていることを 

確かめた。 

（イ）競争入札等審査会資料（業務委託契約）、平成 24年度ＰＣＢ廃棄物処分 

業務仕様書等を閲覧して、地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号に 

よる随意契約が適正に行われているか等を確かめた。 

   （ウ）ＰＣＢ廃棄物（特別管理産業廃棄物）処理委託契約書、請求書、支出票 

を閲覧・吟味して、支払手続が適正に行われているか等を確かめた。 

ウ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（９）工業用水道事業会計貸付金 

ア 事業の目的 

     小瀬川第 2期工業用水道事業（未事業化分）に係る企業債の償還財源等を 

貸付けることにより、工業用水道事業の健全経営に資する。 

イ 事業の内容 

   （ア）貸付の必要性 

      工業用水道は、多額の資本投資と長期にわたる先行的な施設整備を必要 

とするものであるから、その後の急激な経済環境や、産業構造の変化等に 

起因する工水需要の伸び悩みにより、当初の計画給水量と契約水量の間に 

乖離が生じ、事業経営に多大な影響が出ているところである。そして、工 

業用水は、企業の新たな展開や企業立地の促進等、産業の発展や地域開発 

を促進する上で重要なインフラであることから工業用水を将来にわたり、 

長期的かつ安定的に供給するためには、工水事業の健全な運営が必要であ 

る。 

      そのような状況の中、小瀬川第 2期工業用水道事業（未事業化分）につ 

いては、県東部における工業用水道をはじめとする将来の多様な用水需要 

の増加に対応するための、県民共有の貴重な社会資本として、当面、企業 

局において水源を保管しているものであり、これを有効に活用して将来に 

引き継ぐため、一般会計から貸付を行っている。 

（イ）他事業から小瀬川第 2期工業用水道事業への資金融資 
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      平成 22年 3月に、受水組合の理解と協力のもとに策定された「山口県企 

業局第 2次経営計画」（平成 22～24年度）は、将来にわたり安定的な工 

業用水の供給と経営基盤を推進するため、適正水準の内部留保資金を維持 

することとしている。 

小瀬川第 2期工業用水道事業（未事業化分）については、県民共有の貴 

重な社会資本である先行水源として一般会計が貸付を行い、保管されてい 

ることに加え、未だ工業用水道としての事業届を行っていない。このこと 

から、現状、工業用水道事業から資金融資することにつては、受水企業の 

理解が得られていない。 

   （ウ）貸付金に係る利息 

貸付金に係る利息については、貸付日現在の財政融資資金利率により、 

毎年度末までに支払われることとなっている。 

なお、貸付期間については 28 年間としている。（また、この貸付金に

ついては、事業化するまで利息を猶予しており、平成 24年度末における 

その合計額は約 35億円となっている。） 

   （エ）工業用水道事業会計貸付状況 

     ａ 未償還金を含む貸付額  

貸 付 

年月日 
貸 付 金 額 既繰上償還額 未 償 還 額 

利 

率 

償還終期

年月 

平成 

4.3.31 

         円 

140,000,000 

      円 

20,846.000 

      円 

119,154,000 

  ％ 

5.50 

平成 

32.3.31 

 4.5.29       7,076,012     1,053,618     6,022,394 5.50 32.5.29 

 5.3.31     865,000,000   132,422,950   732,577,050 4.40 33.3.31 

 5.5.28       2,351,517       350,141     2,001,376 4.40 33.5.28 

 6.3.31     900,000,000   135,810,990   764,189,010 4.30 34.3.31 

 6.5.27      12,750,013     1,898,477    10,851,536 4.30 34.5.27 

 7.3.31     920,000,000   139,648,535   780,351,465 4.65 35.3.31 

 7.5.27      10,620,622     1,581,411     9,039,211 3.85 35.5.26 

 8.3.29     930,000,000   141,367,702   788,632,298 3.40 36.3.29 

 8.5.27      12.131,866     1,806,435    10,325,431 3.40 36.5.27 

 9.3.31     950,000,000   147,357,906   802,642,094 2.80 37.3.31 
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 9.5.30       9,898,592     1,473,900     8,424,692 2.60 37.5.30 

10.3.31     900,859,841   136,174,211   764,685,630 2.10 38.3.31 

11.3.31 1,690,000,000   253,434,144 1,436,565,856 2.10 39.3.31 

11.5.21      12,831,890     1,910,668    10,921,222 1.70 39.5.21 

12.3.31 1,130,000,000   174,674,468   955,325,532 2.00 40.3.31 

12.5.31      13,810,194     2,056,338    11,753,856 2.00 40.5.31 

13.3.30 1,150,000,000   251,876,129   898,123,871 1.60 41.3.30 

14.3.29 1,170,000,000   243,113,386   926,886,614 2.20 42.3.29 

14.5.31      10,530,713     7,945,275     2,585,438 2.00 42.5.31 

15.3.31     940,000,000   258,480,245   681,519,755 1.20 43.3.31 

16.3.31     710,000.000             0   710,000,000 1.90 44.3.31 

16.5.30      11,526,586             0    11.526,586 2.10 44.5.30 

17.3.31     690,000,000             0   690,000,000 2.10 45.3.31 

17.5.31      13,071,936             0    13,071,936 1.90 45.5.31 

18.3.31     679,911,659             0   679,911,659 2.00 46.3.31 

19.3.30     619,859,796             0   619,859,796 2.10 47.3.31 

20.3.31     600,000,000             0   600,000,000 2.00 48.3.31 

20.5.30       7,430,408             0     7,430,408 2.20 48.5.30 

21.3.31     594,952,139             0   594,952,139 1.90 49.3.31 

22.3.31     983,397,510             0   983,397,510 2.00 50.3.31 

23.3.31     358,889,273             0   358,889,273 1.90 51.3.31 

24.3.30     305,307,887             0   305,307,887 1.70 52.3.30 

  計  17,352,208,454 2,055,282,929 15,296,925,525 － － 

ウ 監査手続 

     弥栄ダム未事業化分の概要について、弥栄ダム（先行水源）建設の経緯、

工業用水道事業会計貸付金について等の関係資料を閲覧し、業務の妥当性に 

ついて検討した。 

エ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 
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３ 商工労働部 企業立地推進室 

（１）産業団地分譲加速化事業 

ア 事業の目的 

     企業の設備投資増勢傾向等を踏まえて、優良な企業の県内誘致を図るとと 

もに、県関与産業団地（県と市が共同で開発した産業団地）の分譲促進を図 

る。 

イ 対象団地 

     県と市が共同で開発した次の産業団地 

    ・ 山口テクノ第 2団地（山口市） 

    ・ 小野田・楠企業団地（山陽小野田市） 

    ・ 宇部テクノパーク（宇部市） 

    ・ 宇部新都市（テクノセンターゾーン）（宇部市） 

ウ 補助率 

県補助率 市補助率 補助率合計 補助金限度額 

 40％ 40％  80％ 県・市 上限なし 

エ 補助要件 

（ア）土地の取得後、3年以内に操業を開始すること。 

   （イ）地元市の産業団地取得補助制度が適用されること。 

オ 市の補助要件等 

（ア）山口市（山口テクノ第 2団地） 

業 種 
製造業、情報サービス業、道路貨物運送業、倉庫業、卸売業、物品

賃貸業、学術・開発研究機関 

要 件 

固定資産投資額 5千万円以上 

雇用従業員数 
[製造業]  10人以上 

[その他]   5人以上 

事業開始 
土地の取得後 2 年以内の着工又は 3 年以内の事

業開始 

※雇用要件については、市内外を問わず、操業時の従業員数で判断 

   （イ）山陽小野田市（小野田・楠企業団地） 

業 種 
製造業、ガス業、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、情報処理・

提供サービス業、自然科学研究所 
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要 件 

固定資産投資額 3億円以上（中小企業 5千万円以上） 

雇用従業員数 

要件なし 

※ただし増設の場合は 10人以上（中小企

業者 5人以上） 

事業開始 土地の取得後 3年以内の事業開始 

（ウ）宇部市（宇部テクノパーク、宇部新都市） 

業 種 
製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、サー

ビス業等 

要 件 

固定資産投資額 3億円以上（中小企業 5千万円以上） 

雇用従業員数 要件なし 

事業開始 土地の取得後 3年以内の事業開始 

カ 監査手続 

「山口県産業団地取得補助金交付要綱」等により、補助金の交付の適正性 

について確認した。 

キ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（２） 企業立地促進補助事業 

ア 事業の目的 

     県内で工場等を新設する事業者又は立地支援事業者（以下「事業者等」と 

いう。）に対し山口県企業立地促進補助金を交付することにより、本県にお 

ける企業の立地を促進して、産業構造の高度化及び多角化並びに雇用機会の 

創出及び増大を図り、もって本県経済の活性化並びに県民生活の安定及び向 

上に資することを目的とする。 

イ 事業の内容 

県は、毎年度予算の範囲内において、次に掲げる要件を備える工場等であ 

らかじめ知事が指定するもの（以下「指定工場等」という。）を新設する事 

業者に対し、補助金を交付する。 

（ア）工場等の内容が次のいずれかに該当するものであること。 

ａ 山口県高度技術産業集積推進本部における重点推進分野に係る事業 

      ・ 新素材関連分野 
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      ・ 自動車関連分野 

      ・ ＩＴ関連分野 

      ・ その他高度技術産業分野 

     ｂ 製造業のうち、次に掲げる加工組立に関する事業（以下「加工組立型 

製造業」という。） 

      ・ 一般機械器具製造 

      ・ 電気機械器具製造 

      ・ 輸送用機械器具製造 

      ・ 精密機械器具製造 

     ｃ 製造業のうち、上記ア、イに掲げる事業以外に関する事業（以下「一 

般製造業」という。） 

     ｄ 次に掲げる流通に関する事業（以下「流通業」という。） 

      ・ 道路貨物運送 

・ 普通倉庫 

      ・ 冷凍倉庫 

      ・ こん包 

      ・ 各種卸売 

     ｅ 次に掲げる産業支援サービスに関する事業（以下「産業支援サービス 

業」という。） 

      ・ ソフトウェア開発 

      ・ 情報処理サービス 

      ・ 情報提供サービス 

      ・ 広告代理 

      ・ デザイン 

     ｆ 開発研究機関 

     ｇ その他産業構造の高度化、多角化等に寄与すると知事が特に認める事 

      業 

（イ）工場等の新設の伴う建物及び事業用設備に係る固定資産投資額並びに新 

規に雇用する従業員又は従業者の操業開始の日から 6か月を経過する日ま 

での間の数が次の表に掲げる区分に応じた金額及び人数を下回らないもの 

であること。ただし、県関与団地を取得して行う工場等の新設に伴う建物 
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及び事業用設備に係る固定資産投資額に関する要件の適用はないものとす 

る。 

区     分 

工場等の所在地 

過疎以外の地

域 

過 疎 地 域 

・山口県高度技術

産業推進本部にお

ける重点推進分野

に係る事業 

・加工組立型製造

業 

・一般製造業 

固定資産

投資額 

中小企業以

外の事業者 
5億円 2億円 

中小企業者 3億円 1億円 

新規雇用

従業者数 

中小企業以

外の事業者 
20人 5人 

中小企業者 10人 5人 

・流通業 

固定資産投資額       1億円 

新規雇用

従業者数 

中小企業以

外の事業者 
20人 5人 

中小企業者 10人 5人 

・産業支援サービ

ス業 

固定資産投資額       1億円 

新規雇用従業者数        5人 

 固定資産投資額       1億円 

 従業者数        5人 

・山口県高度技術

産業集積本部にお

ける重点推進分野

に係る事業 

・開発研究機関（補

助限度 30 億円を

適用する場合） 

  

 

 

新規雇用従業者数 

 

 

 

 

 

50人 

 

 

 

ウ 監査手続 

（ア）山口県企業立地促進補助金等審査会設置規程に基づき、審査会は設置さ 

れているか等を確認した。 

（イ）山口県企業立地促進補助金交付要綱、山口県企業立地促進補助金交付要 

・開発研究機関 
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綱取扱要領等を閲覧して、業務が適正に行われているか等を確認した。 

（ウ）企業立地促進補助金交付申請書、指定工場等操業実績報告書、指定工場 

実績確認書、及び企業立地促進補助金交付決定書等を閲覧して、定められ 

た手順により補助金が交付されているかを確認した。 

エ 監査結果 

（ア）山口県企業立地促進補助金交付要綱により審査会は設置されているが、 

過去から持ち回りで行われている。山口県企業立地促進補助金等審査会設 

置規程に持ち回り会議の規定はない。 

      県担当者によると、第 9条に「規程に定めるもののほか、審議会につい 

ての必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。」とあるので、過去に 

持ち回りで会議することを決議したとのことであるが、委員が入れ替わる 

こともあるので、過去の決議で毎年持ち回りとするのは再検討する必要が 

ある。（意見） 

（イ）山口県企業立地促進補助金等審査会の開催に際して、県職員が委員各々 

を訪問して議案を説明し承認を得る方法を採っている。 

      平成 24年度交付の対象となった 3社の指定工場等の指定が行われた平成 

22年度は議案が 5案あり、平成 23年度は議案が 12案もあった。議案の多 

い年度については効率が悪いと考えられるので、日程調整をして会議の中 

で説明して、承認を得るほうが効率的であり、山口県企業立地促進補助金 

等審査会の開催方法について検討する必要があるものと考える。（意見） 

（ウ）平成 22年度の山口県企業立地促進補助金等審査会の審査表には、日付及 

び自署・押印はされていたが、平成 23年度の審査表には日付の記載がなく、 

事前に氏名が印字され委員は押印をするだけになっている。いつ承認を受 

けたかが審査表からはっきりとしていない。 

      承認を受けた日付は明確にするよう審査会の記録を行う必要がある。（指 

摘） 
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４ 商工労働部 経営金融課 

（１）小規模事業経営支援事業 

ア 事業の目的 

この事業は、小規模事業者の経営の改善発達と地域中小企業の活性化を図 

るために交付するものであり、小規模事業者の振興と安定を図り、もって地 

域経済の活性化に資することを目的とする。 

県は、各年度の予算の範囲内で次に掲げる事業についてその経費の全部又 

は一部を補助する。 

（ア）商工会又は商工会議所（以下「商工会等」という。）が商工会及び商工 

会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成 5年法律第 51号。 

以下「小規模事業者支援法」という。）に基づき実施する経営改善普及事 

業 

（イ）山口県商工会連合会（以下「県連合会」という。）が小規模事業者支援 

法に基づき実施する経営改善普及事業及び商工会指導事業 

（ウ）商工会等又は県連合会が実施する商工会等地域の振興・活性化のための 

事業 

イ 事業概要 

   （ア）補助対象事業 

     ａ 商工会等が実施する経営改善普及事業に係る補助対象事業は次のとお 

りである。 

（ａ）商工会等が経営指導員、専門経営指導員、経営指導員研修生、補助 

員及び記帳専任職員（以下、商工会等の規定において「補助対象職員」 

という。）を設置して行う経営改善普及事業のうち職員の設置及び職員 

の設置に附帯する指導事業 

（ｂ）商工会等が経営改善普及事業の適正かつ効率的な実施を図るために 

行う資質向上対策事業 

（ｃ）商工会等が経営改善普及事業の適正かつ効率的な実施を図るために 

行う経営指導推進事業 

（ｄ）商工会等が行う小規模事業者に対する施策普及事業 

（ｅ）商工会等が経営改善普及事業の円滑かつ効果的な推進を図るために 

行う指導施設の建設又は取得 

（ｆ）商工会等が記帳機械化システム等及び地域小規模事業情報化等を推 

進するために行う記帳機械化等推進事業 

（ｇ）商工会等が行う指導環境の整備を図るための指導環境推進事業 

（ｈ）商工会等が行う地域総合活性化事業 

ｂ 県連合会が実施する経営改善普及事業及び商工会指導事業に係る補助 
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対象事業は次のとおりである。 

（ａ）県連合会が商工会指導員及び補助員を設置して行う商工会指導事業 

並びに経営指導員、専門経営指導員、経営指導員研修生及び補助員（以 

下、県連合会の規定において「補助対象職員」という。）を設置して行 

う経営改善普及事業のうち職員の設置及び職員の設置に附帯する指導 

事業 

（ｂ）県連合会が行う商工会指導事業及び経営改善普及事業（以下「商工 

会指導事業等」という。）の適正かつ効率的な実施を図るための資質向 

上対策事業 

（ｃ）県連合会が行う商工会指導事業等の適正かつ効率的な実施を図るた 

めに行う経営指導推進事業 

（ｄ）県連合会が行う小規模事業者に対する施策普及事業 

（ｅ）県連合会が行う商工会指導事業等の円滑かつ効果的に推進を図るた 

めに行う指導施設の建設又は取得 

（ｆ）県連合会が行う商工会情報ネットワーク化等推進事業 

（ｇ）県連合会が行う地域総合活性化事業 

  （イ）補助対象事業者 

      商工会 

      商工会議所 

      山口県商工会連合会 

   （ウ）補助基準額及び補助率 

     ａ 商工会等が実施する経営改善普及事業 

事業区分又は経費区分 補助率 補助基準額 

職員の設置費のうち福利厚生費 1／2 

知事が別に定 

める額 

資質向上対策事業費のうち海外研修事業参加費 2／3 

経営指導推進費のうち経営・技術強化支援事業費 

 別に定める経費 

 それ以外の経費 

 

  2／3 

10／10 

指導施設建設費   1／2 

記帳機械化等推進事業費のうち記帳機械化等オ

ンライン化推進事業費 
  1／2 

上記以外の事業  10／10 

     ｂ 県連合会が実施する経営改善普及事業及び商工会指導事業 

事業区分又は経費区分 補助率 補助基準額 

職員の設置費のうち福利厚生費   1／2 知事が別に定 

める額 経営指導推進費のうち経営・技術強化支援事業費  
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 別に定める経費 

 それ以外の経費 

  2／3 

 10／10 

指導施設建設費   1／2 

商工会情報ネットワーク化等推進事業のうち記

帳機械化等オンライン化推進事業費 
  1／2 

上記以外の事業  10／10 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                   

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 1,198,073 1,220,385 1,246,492 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
1,197,639 1,220,150 1,246,233 

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金 608,703 541,735 588,614 

その他    

一般財源 589,370 678,650 657,878 

エ 監査手続 

（ア）小規模事業経営支援事業費補助金交付要綱、小規模事業経営支援事業費 

補助金の運用について、山口県補助金等交付規則、小規模事業経営支援事 

業費補助金交付申請書等を閲覧して、補助金が定められた手順によって算 

定され、支出されているか等を確かめた。 

（イ）施策的経費当初予算見積調書、小規模事業経営支援事業費補助金に係る 

補助事業遂行状況報告書等を閲覧して、事業効果の検討を行った。 

（ウ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

オ 監査結果 

 商工会等及び県連合会が、その力を十分に発揮するためには、補助対象職

員の果たす役割が大変重要である。平成 24年 4月 1日現在の状況は次のとお

りである。 

区   分 
商 工 会 

商工会議所 

県商工会 

連 合 会 
計 

経営指導員     113人     2人 115人 

補 助 員      58人     2人  60人 

記帳専任職員      45人   45人 

(

(単位：千円) 
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商工会指導員      6人   6人 

専門経営指導員       3人     4人   7人 

計     219人    14人 233人 

現在、商工会等及び県連合会への補助金は、補助対象職員数に応じて決 

定されている。 

   そして、経営指導員、補助員及び記帳専任職員の設置基準は、いずれも 

小規模事業者数及び会員数がベースとなっている。経営指導員の基本的な 

設置定数は、下記の「商工会等の補助対象職員の設置基準」をもとに「小 

規模事業経営支援事業費補助金の運用について」の中で規定されており、 

小規模事業者数又は会員数の低い数値を適用して決定されている。 

補助員は、経営指導員の設置定数に連動して決まり、また、記帳専任職 

員は基本的には、経営指導員の設置定数の範囲内で定数が決定されている。 

   ただし、行政合併後 3年以内に商工会の合併が行われ、支所を設置した 

場合には、支所数分の経営指導員の合併特例による加算が行われており、9 

商工会で 18人の定数増となっている。 

平成 18年に設置基準の改正が行われており、計画的な定数管理により補 

助人数の削減が行われている。一方で、合併した商工会等にあっては、地 

域に密着した支援に支障を来すことのないよう引き続き一定の配慮が必要 

と考える。（意見） 

          商工会等の補助対象職員の設置基準 

  ① 経営指導員 

小規模事業者数   会 員 数 設置定数 

～  450 人 

   451  ～  900人 

   901 ～ 1,400人 

  1,401 ～ 2,000人 

  2,001 ～ 2,700人 

  2,701 ～ 3,500人 

  3,501 ～ 4,400人 

  4,401 ～ 5,400人 

  5,401 ～ 6,500人 

  6,501 ～ 7,700人 

  7,701 ～ 9,000人 

  9,001 ～10,400人 

  10,401  ～11,900人 

  11,901  ～13,500人 

       ～ 315 人 

    316 ～ 630 人 

    631 ～ 980 人 

    981 ～1,400 人 

   1,401 ～1,890 人 

   1,891 ～2,450 人 

2,451  ～3,080 人 

   3,081 ～3,780 人 

   3,781  ～3,900 人 

   3,901 ～4,620 人 

   4,621  ～5,400 人 

   5,401 ～6,240 人 

   6,241 ～7,140 人 

   7,141 ～8,100 人 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 
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    (注)1 「会員」とは、商工業者の会員をいい、商工会議所においては、 

非会員である特定商工業者のうち、法定台帳に係る負担金を納入し 

ているものを含める。 

         2  「会員数」は、前年度の 12月末現在の数値を採用する。 

② 補助員 

経営指導員の設置定数 補助員の設置定数 

1 ～ 3 1 

4 ～ 8 2 

 9 ～ 14 3 

     ③ 記帳専任職員 

       経営指導員の定数以内。 

    

（２）中小企業団体育成指導事業 

ア 事業の目的 

     中小企業を取り巻く環境が大きく変化する中で、中小企業が単独では対応 

が困難な問題について、組合をはじめとした連携組織を活用して共同で問題 

解決を図り、様々な形で経営資源の補完を行うことは中小企業の経営基盤強 

化に極めて有効である。 

   また、県が中小企業等協同組合法に基づき、組合の許認可を効率的に実施 

するためには、山口県中小企業団体中央会（以下「県中央会」という。）の専 

門的指導が不可欠である。 

   この事業は、県中央会が行う中小企業連携組織推進指導事業に要する経費 

に交付するものであり、中小企業連携組織の推進並びに中小企業団体の育成 

及び指導を促進し、もって中小企業の発展に資することを目的とする。 

イ 事業概要 

   （ア）補助対象事業及び対象経費 

      県中央会が実施する中小企業団体育成指導事業に係る補助対象事業及び 

対象経費は次のとおりである。 

ａ 指導員及び職員（以下「補助対象職員」という。）を設置して中小企業 

の組織化並びに中小企業団体の育成及び指導等を行うために要する経費 

のうち補助対象職員の設置及び補助対象職員の設置に附帯する指導事業 

の実施に要する経費 

ｂ 中小企業連携組織の推進並びに中小企業団体の育成及び指導等の事業 

に要する経費 

ｃ 県中央会指導員等の資質の向上を図るために要する経費 

ｄ 中小企業連携組織推進指導事業を実施するために必要な備品の取得等 
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に要する経費 

ｅ 地域産業実態調査事業に要する経費 

ｆ 組合等への情報提供事業に要する経費 

ｇ ブロック研究会の開催及び全国中央会が開催する中央研究会への参加 

に要する経費 

ｈ 組合指導情報整備事業 

ｉ 組合情報化推進研修事業に要する経費 

ｊ 中小企業団体情報連絡員の設置に要する経費 

     ｋ 組合等活性化支援事業に要する経費 

ｌ 連携組織支援対策事業 

   （イ）補助対象事業者 

      県中央会 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                  

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 96,126 96,892 105,774 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
96,126 96,892 105,774 

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 96,126 96,892 105,774 

エ 監査手続 

（ア）山口県中小企業団体中央会補助金交付要綱、山口県補助金等交付規則、 

山口県中小企業団体中央会補助金の運用等を閲覧して、補助金が定められ 

た手順によって算定され、支出されているかを確かめた。 

（イ）施策的経費当初予算見積調書、補助事業実績報告書等を閲覧して、事業 

効果の検討を行った。 

（ウ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

オ 監査結果 

（ア）県中央会が行っている中小企業連携組織推進状況は、以下のとおりであ 

る。県中央会は、中小企業団体育成指導事業を行っており、中小企業者の 

組織化や近代化を図るうえで必要なものと考えるが、近年の中小企業連携 

組織推進状況は活発なものとは言えない。 

(

(単位：千円) 
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    県中央会において指導や研修などを通じての組合活動の活性化と組織化 

の推進を図るよう県としても取組を強化する必要がある。(意見) 

区分 
平成 17 

年度 

平成 18

年度 

平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

平成 22

年度 

平成 23

年度 

平成 24

年度 

設立組合 16 13 13 5 4 5 14 3 

傘下企業 333 117 76 92 23 139 206 32 

（注）傘下企業数は設立当時のものである。 

（イ）指導員及び職員設置経費は、毎年 4月 1日現在の実配置数に基づき、交 

付税の算定根拠とされている。県中央会の補助対象職員の設置は、「山口 

県中小企業団体中央会補助金の運用」の中で、次のように規定されている。 

設置数 中小企業者数 組合数 会員数 

～15 

16 

17 

18 

19～ 

   ～44,999 

45,000～47,499 

47,500～49,999 

50,000～52,499 

52,500～ 

    ～609 

  610 ～644 

  645 ～679 

  680 ～714 

  715 ～ 

    ～449 

  450 ～474 

  475 ～499 

  500 ～524 

  525 ～ 

   また、平成 24年 3月 31日現在の会員数は 452会員、組合数は 583組合、 

  県内中小企業者数は 46,203企業である。 

   過去の補助対象職員の推移は次のとおりである。 

年  度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

設
置
数 

指導員 16 16 16 15 15 

職  員 1 1 0 0 0 

合  計 17 17 16 15 15 

直近 5年間で 2人減少している。また、平成 24年 3月 31日現在の会員 

数、組合数及び中小企業者数とほぼ同規模の他県中央会の平均 18.2人と比 

較して、山口県の設置数は 15人であり少ないものとなっている。これは県 

の定員適正化計画等に準じた定数管理を行ったものであり評価できる。 

 

（３）下請企業振興事業 

ア 事業の目的 

     この事業は、下請中小企業の下請取引の円滑化を図るために、公益財団法 

人やまぐち産業振興財団（以下「やまぐち産業振興財団」という。）が行う、 

受注・発注の紹介、苦情・紛争に関する相談指導、調査及び情報の提供等の 

事業に対して交付するものであり、もって下請中小企業の振興と経営の安定 

に寄与することを目的とする。 

イ 事業概要 
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   （ア）補助対象事業 

      やまぐち産業振興財団の行う次に掲げる事業 

ａ 指導員、指導補助員の設置及び設置に附帯する事業 

ｂ 商談会等開催事業 

ｃ 窓口相談事業 

ｄ 取引条件改善講習会等開催事業 

ｅ 支援体制円滑化事業 

ｆ 支援機関等連携（人材交流強化）促進事業 

ｇ 支援担当者能力開発事業 

ｈ 受発注情報等収集提供事業 

ｉ 下請企業実態調査事業 

ｊ 国際取引情報提供事業 

   （イ）補助対象事業者 

      やまぐち産業振興財団 

   ウ 決算額の内容及び財源内訳                  

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 50,968 50,032 49,892 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
50,968 50,032 49,892 

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 50,968 50,032 49,892 

エ 監査手続 

（ア）下請企業振興事業費補助金交付要綱、下請中小企業振興法、山口県補助 

金等交付規則、平成 24年度下請企業振興事業費補助金交付申請書等を閲覧 

して、補助金が定められた手順によって算定され、支出されているかを確 

かめた。 

（イ）検査調書及び補助金等の交付事務に係るチェックシート等を閲覧して、 

県の検査・指導が適正に行われているか等を確かめた。 

（ウ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

オ 監査結果 

経営・技術両面における相談・助言体制整備充実による総合的な経営支援

(

(単位：千円) 
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 の一つとして取引あっせんをやまぐち産業振興財団が補助事業として実施し

 ている。 

その内容は、地域、業種を絞った発注情報の収集・提供を行い、受注企業 

 のレベルに応じたあっせん、取引相談である。      

  年度別指標及び実績は次のとおりである。 

（ア）年度別指標 

区分       年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

取引あっせん件数 450件 460件 470件 480件 

取引成立件数 80件 82件 84件 86件 

取引成立金額 300百万円 306百万円 312百万円 318百万円 

（イ）実績 

区分       年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

取引あっせん件数 350件 263件 893件 660件 

取引成立件数 71件 60件 126件 148件 

取引成立金額 254百万円 87百万円 298百万円 244百万円 

県としても、年度別指標、特に取引成立金額の達成に対してやまぐち産 

業振興財団を指導する必要があるものと考える。（意見） 

 

（４）地域中小企業総合経営支援事業 

ア 事業の目的 

     この事業は、地域の中小企業者等の創業や経営革新等を重点的に支援する 

ため、管理者となるコーディネーターを当該地域中小企業支援センターに配 

置させ、創業と経営革新等に関する地域の中小企業者等の相談にきめ細かく 

対応できる体制の整備を図ることをもって、雇用機会の創出とともに、地域 

経済の活性化に資するものである。 

     地域中小企業総合経営支援事業は、中小企業・ベンチャー総合支援センタ 

ー、都道府県等中小企業センター、他の地域中小企業支援センター及び民間 

中小企業支援機関等と連携を図るとともに、コーディネーター及び専門家等 

に民間の人材を積極的に活用し、効率的かつ効果的な支援事業を実施するも 

のとする。 

イ 事業概要 

   （ア）実施主体 

      各地域中小企業支援センター（県内 8か所） 

   （イ）事業内容 

     ａ 窓口相談等事業 

     （ａ）コーディネーターを配置して、中小企業者等が抱える経営上の問題 
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       に対する相談を実施する。 

     （ｂ）創業や経営革新（第二創業）を促進するため創業出前相談を実施す 

       るとともに、創業予定者のニーズに対応した実践的な創業講座を開催 

する。 

     ｂ 情報提供等事業 

     （ａ）中小企業者等が経営上必要としている情報の提供や広報を行う。 

     （ｂ）創業予定者が必要としている支援策・創業事例等の情報やビジネス 

       パートナー等との出会いの場（創業フォーラム）の提供等を実施する。 

   ウ 決算額の内容及び財源内訳                  

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 30,220 29,971 8,789 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
8,789 8,789 8,789 

うち委託料 21,431 21,182  

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 21,431 21,182  

一般財源 8,789 8,789 8,789 

エ 監査手続 

（ア）地域中小企業総合経営支援事業費補助金交付要綱、地域中小企業総合経 

営支援事業実施要領、山口県補助金等交付規則及び平成 24年度地域中小企 

業総合経営支援事業費補助金交付申請書等を閲覧して、補助金が定められ 

た手順によって算定され、支出されているか等を確かめた。 

（イ）地域中小企業総合経営支援事業業務仕様書、予算執行計画書及び予定価

格調書等を閲覧して、委託契約が適正に行われているか等を確かめた。 

   （ウ）業務実績報告書、業務検査調書を閲覧して、委託成果品の検査及び履行 

が適時、適切に行われているか確かめた。 

   （エ）当初予算見積調書、創業支援連絡会議の開催資料等を閲覧して事業効果 

の検討を行った。 

オ 監査結果 

地域中小企業支援センター、やまぐち産業振興財団、日本政策金融公庫、

県内各金融機関の起業化支援アドバイザー並びに県をメンバーとする創業支 

援連絡会議を行って、地域中小企業総合経営支援事業の取組及び創業支援策 

等について意見交換や報告が行われている。このような創業支援の取組は、 

各メンバーにおいてもそれぞれ個々に行われており、この創業支援連絡会議 

(

(単位：千円) 
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は情報交換の場となっている。地域において、この創業支援連絡会議が核と 

なって創業支援の取組が一元的に行われるよう県としても働きかけが必要と 

考える。（意見） 

 

（５）信用保証料率低減事業 

ア 事業の目的 

     この事業は、山口県中小企業制度融資（以下「制度融資」という。）を利用 

する中小企業の信用保証料負担を軽減し、中小企業の経営基盤の強化を図る 

ため、山口県信用保証協会（以下「保証協会」という。）が制度融資の各資金 

について、制度融資保証料率に引き下げたことによる保証料収入の減収額に 

相当する額を補助するものである。 

イ 事業概要 

   （ア）補助対象事業 

      保証協会が制度融資の各資金について、別表 1から別表 8までに定める 

制度融資保証料率に引き下げたことによる補助事業である。対象となる補 

助金の額は、平成 14年 4月 1日以後に保証協会が債務保証した制度融資の 

各資金について、当該年度の 4月 1日及び属する年の 1月から 12月までの 

各月末における保証債務残高の平均額にそれぞれ、別表第 1から第 8まで 

のうち適用される補助率を乗じた金額の合計である。 

   各年度の適用される補助率（省略）は年度ごとに決められている。 

ａ 平成 14年 04月 01日から平成 16年 03月 31日までの債務保証   

別表第 1（省略） 

ｂ 平成 16年 04月 01日から平成 17年 03月 31日までの債務保証   

別表第 2（省略） 

ｃ 平成 17年 04月 01日から平成 18年 03月 31日までの債務保証   

別表第 3（省略） 

ｄ 平成 18年 04月 01日から平成 19年 03月 31日までの債務保証   

別表第 4（省略） 

ｅ 平成 19年 04月 01日から平成 19年 09月 30日までの債務保証   

別表第 5（省略） 

ｆ 平成 19年 10月 01日から平成 20年 03月 31日までの債務保証  

   別表第 6（省略） 

ｇ 平成 20年 04月 01日から平成 24年 03月 31日までの債務保証    

別表第 7（省略） 

ｈ 平成 24年 04月 01日以降の債務保証             

別表第 8（省略） 
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   （イ）補助対象事業者 

      山口県信用保証協会 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                  

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 211,914 214,695 218,988 

節 

うち負担金補助及び交付

金 211,914 214,695 218,988 

うち委託料    

うち貸付金 
   

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 211,914 214,695 218,988 

エ 監査手続 

山口県信用保証料率低減事業補助金交付要綱、山口県補助金等交付規則及 

び平成 24年度信用保証料率低減事業補助金交付申請書等を閲覧して、補助金 

が定められた手順によって算定され、支出されているか等を確かめた。 

オ 監査結果 

（ア）補助事業の対象となった制度融資の各年度の実行額は下記のとおりであ 

り、平成 21年度から平成 23年度は減少しているが、平成 24年度は前年度 

と比較して増加している。 

        制度融資の各年度の実行額    （単位：千円） 

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

 57,570,882  48,748,351  40,046,314  40,214,730 

（イ）平成 24年度限りの事業として、信用保証料率低減事業とは別事業とし 

て「緊急雇用促進保証料特別支援事業」が創設されている。 

    この事業は、中小企業制度融資の利用を通じ、離職者や若年者を積極的 

に雇用する中小企業者に対し、信用保証料に係る特別支援を行うものであ 

り、制度融資のうち、離職者等の雇用促進に係る資金の借入に係る信用保 

証料率について、現行料率を 2分の 1に引き下げ、保証料収入の減収額に 

相当する額を保証協会に補助するものである。 

    当該事業の県の当初予算は、13,200千円であるのに対して、実行額は 520 

千円と極めて僅少なものとなっている。 

（ウ）信用保証率を低減させることで中小企業者の経営基盤の強化を図ること 

が目的であるのであれば、その目的が達成されたかを分析する必要があり、 

(

(単位：千円) 
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県の信用保証料補助額の増減等の検討が必要と考える。（意見） 

 

（６）損失補償 

ア 事業の目的 

     この事業は、県の中小企業制度融資（以下「制度融資」という。）のうち、 

政策的に推進していく必要があり、信用リスクが高い資金について、山口県 

信用保証協会（以下「保証協会」という。）が負担する信用リスクの一部を県 

が引き受ける（保証協会が負担する代位弁済の一部を補填する）ことにより、 

保証協会の積極的な保証承諾を推進し、中小企業の金融円滑化を図るもので 

ある。 

   なお、保証協会は、「信用保証協会法」（昭和 28年 8月 10日法律第 196号） 

に基づく認可法人であり、中小企業者等が金融機関から事業資金の融資を受 

ける際に、公的な保証人となって資金調達を容易にし、金融の円滑化を通じ 

て中小企業を支援する機関である。 

イ 損失補償の仕組み 

（ア）中小企業制度融資は民間金融機関の融資として行われるが、中小企業は 

大企業に比べて担保力等が不足しているため、民間金融機関からの融資が 

行われない場合がある。 

      このため、制度融資は、中小企業の担保力や信用力を補完するため、民 

間金融機関から融資が実行される際に、保証協会がこの債務を保証し、中 

小企業は保証料を支払っている。 

また、保証協会は、この債務保証に対する保険契約を株式会社日本政策 

金融公庫（以下「公庫」という。）と締結している。 

   （イ）融資を受けた中小企業が倒産等により借入金の返済ができなくなったと 

きは、保証協会は融資金融機関に代位弁済を行い、保証協会は代位弁済先 

の中小企業に対して、求償権を取得し、求償権の回収を図る。 

   （ウ）この代位弁済額のうち、70又は 80％は保険金として公庫から支払われ、 

残りの 30又は 20％は保証協会が負担することになる。 

      平成 24年度は、県の制度融資のうち、6資金「経営安定資金」、「経営支 

援特別資金」、「円高対策緊急資金」、「経営力強化支援資金」、「ベンチャー 

企業成長支援資金」及び「経営活力再生資金」について、損失補償を設定 

し、保証協会が負担する損失部分の 70％（経営活力再生資金は 1／3）につ 

いて県が補償することにより、代位弁済による保証協会の損失をカバーす 

るものである。 

（エ）保証協会が求償権を回収した場合は、損失補償に対応した部分は県に、 

保険金に対応した部分は公庫に納付される。 
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   ウ 決算額の内容及び財源内訳                  

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 248,627 208,159 232,329 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
   

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 33,632 60,842 59,223 

一般財源 214,995 147,317 173,106 

エ 監査手続 

経営金融課の担当者に対する質問、代位弁済額及び損失補償金一覧表等の 

関係資料の閲覧並びに中国地方の他県の保証協会の財務内容等の調査を行い、 

事業の検討を行った。 

オ 監査結果 

（ア）過去 5年間の損失補償設定資金に係る保証承諾額の推移は次のとおりで 

ある。   

 

資 金 名 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 平成 21年度 平成 20年度 

経営安定資金 17,548,868 18,976,506 30,917,410 27,489,480 9,760,140 

経営支援特別資

金 8,796,644 6,946,810 － 13,060,730 14,395,870 

円高対策緊急資

金 1,503,200 － － － － 

経営力強化支援

資金 429,000 － － － － 

ベンチャー企業

成長支援資金 10,000 0 0 20,000 20,000 

経営活力再生資

金 0 0 0 0 140,000 

緊急経営改善支

援資金 － － － － 1,785,000 

合  計 28,287,712 25,923,316 30,917,410 40,570,210 26,101,010 

平成 22年度をピークにして、平成 23年度、24年度と経営安定資金の保 

(

(単位：千円) 

 

 

(

(単位：千円) 
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証承諾額が減少している。また、平成 23年度以降、経営支援特別資金の 

保証承諾額が増加している。 

（イ）保証協会の平成 24年度の財務状況等は下記の表のとおりである。 

中国地方の他県の保証協会と比較すると、基本財産及び保証債務残高は、 

広島県、岡山県に次いで第 3位であり、正味財産割合は島根県に次いで第 

2 位である。また、平成 24 年度の保証承諾額は広島県に次いで第 2 位の

1,387億円の保証承諾を実施している。 

  山 口 県  広 島 県  岡 山 県 島 根 県 鳥 取 県 

財
務
状
況 

基本財産（億円） 192 293 268 188 109 

 （うち基金）    （71）  （59）  （55） （52） （45） 

 （うち基金準備金） （121） （234） （213） （135） （63） 

正味財産（億円） 263 400 400 240 143 

保証債務残高（億円） 2,748 6,785 3,856 1,959 1,504 

総資産（億円） 3,091 7,427 4,820 2,572 1,703 

正味財産割合 8.51％ 5.39％ 8.30％ 9.33％ 8.40％ 

取
扱
額 

保証承諾額（億円） 1,387 3,055 1,106 463 472 

代位弁済額（億円） 49 123 87 50 28 

（ウ）損失補償は限度が設けられている（損失補償契約書第 2条）。 

県による損失補償が十分に行われない場合、保証協会の保証審査がより

厳格化され、積極的な保証承諾が行われにくくなると考えられる。一方で

は、県が損失補償する必要があるかどうか、また、県の損失補償の負担割

合 70％（経営活力再生資金は 1／3）が妥当かどうか検討を行う必要があ

る。県の損失補償の負担割合を少なくすれば、保証協会の財務状況への影

響が考えられるが、その影響の程度についても検討を行う必要がある。（意

見） 

 

（７）貸付管理費 

ア 事業の目的 

    この事業は中小企業近代化資金特別会計において行う小規模企業者等設備 

導入資金助成制度に係る貸付事業等に必要な経費を計上し、円滑な事務処理 

を行うことを目的とする。 

戦後、各都道府県の施策として、中小企業の老朽化設備の近代化が促進さ 

れてきたが、これを更に積極的に実施するため、昭和 29年度から、国が都道 

府県に実質的な無利子貸付けを行い、都道府県を通じて間接的に中小企業へ 

の貸付けを行う事業が制度化された。この制度の恒久化を図るため、「中小企 
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業振興資金助成法」（昭和 31年法律第 115号）が制定され、各都道府県が特 

別会計を設置し国からの補助を受けて中小企業に貸付ける現行制度の運営が 

開始された。 昭和 38年には「中小企業基本法」（昭和 38年法律第 154号） 

が制定され、さらに「中小企業近代化促進法」（昭和 38年法律第 64号）も制 

定された。この「中小企業近代化促進法」は、業種別の近代化計画を作成し、 

これに沿った中小企業の設備の近代化に対して、中小企業金融公庫、国民金 

融公庫の低利融資、設備の特別償却等を行うというものであった。  

これに合わせ本制度も同年に改正され、「中小企業振興資金助成法」（昭和 

31年法律第 115号）から「中小企業近代化資金助成法」に名称を変更し、対 

象業種を「中小企業近代化促進法」の指定業種と連動させ、その業種ごとに 

対象設備を指定することとなった。 なお、この制度には当初、組合等に対す 

る貸付けも含まれていたが、組合等への貸付けは「中小企業高度化資金」に 

分けられ、昭和 42年に制定された中小企業振興事業団法（昭和 42年法律第 

56号）に基づく高度化資金となった。  

設備近代化資金貸付制度は、設備金額の半額を自己負担する必要があり、 

零細企業には利用しがたい面があった。このため、昭和 41年、小規模企業向 

けの設備貸与制度（割賦販売）が創設され、名称を「中小企業近代化資金助 

成法」から「中小企業近代化資金等助成法」に改めた。平成 11年 12月の改 

正において、資金の貸付対象者を「中小企業」から「小規模企業者及びこれ 

に準ずる者及び創業者」に変更するするとともに、支援対象となる設備の範 

囲も、個別業種ごとに指定する「近代化設備」から「経営基盤の強化のため 

の設備及び創業のため必要な設備」に変更し、現在に至っている。 

イ 事業概要 

   （ア）小規模企業者等が創業又は経営基盤の強化に必要な設備を導入する場合 

に、設備資金の一部を貸付ける事業を行う公益財団法人やまぐち産業振興 

財団に対し、人件費及び事務費の一部を補助する。 

   （イ）中小企業設備近代化資金及び中小企業高度化資金に係る債権回収等の事 

務費である。具体的には、次の委託業務である。 

ａ 中小企業設備近代化資金 

   ・中小企業診断業務（設備導入等促進診断） 

   ・設備近代化資金貸付事務等委託 

ｂ 中小企業高度化資金 

   ・中小企業高度化診断 

   ・債権回収業務委託 

   ・担保不動産競売 

   ・訴訟等法的措置債権回収等経費 
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ウ 決算額の内容及び財源内訳                  

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 36,893 52,002 57,128 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
17,857 17,840 17,877 

うち委託料 18,294 16,724 38,725 

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 31,882 48,410 85,796 

一般財源 16,981 34,168 16,894 

エ 監査手続 

   （ア）小規模企業者等設備資金貸付管理費補助金交付要綱及び山口県小規模企 

業者等設備導入資金貸付要綱等を閲覧して、やまぐち産業振興財団に対し 

て、補助金が適正に支出されているか等を確かめた。 

   （イ）小規模企業設備導入診断要領、設備導入等促進診断事業業務委託取扱要 

領、委託契約書及び実績報告書等を閲覧して、委託契約の履行が適時、適 

切に行われているか等を確かめた。 

オ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（８）小規模企業者等設備導入資金 

ア 事業の目的 

     小規模企業者等の創業及び経営基盤の強化の促進に寄与することを目的と

し、小規模企業者等設備導入資金助成法（昭和 31年法律第 115号）に基づき、

設備資金貸付事業並びに設備貸与事業を行う公益財団法人やまぐち産業振興

財団（以下「やまぐち産業振興財団」という。）に対し、県は当該事業を行う

のに必要な額（設備貸与事業においては必要な金額の 1／2以内）を無利子で

貸付けるものである。 

   イ 事業概要 

区 分 資金貸付事業 設備貸与事業 

対 象 者 

小規模企業者等又は創業者 

＊原則 20人以下（卸・小売・サービス業は 5人以下） 

＊特認企業は 50人以下 

貸与・貸付 4,000万円（所要資金の 1/2 以内） 8,000万円 

(

(単位：千円) 
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限度額 ＊限度額等の特例（6,000万円 

貸付割合 2/3） 

・創業後 1年以上の創業者 

・中小企業新事業活動促進法

関連 

利 子 等 無利子 
割賦損料率   年 2.00％ 

リース料率 月額 3.2％以内 

償還期間 7年以内（公害防止施設は 12年以内） 

保証人・担 

保   
連帯保証人が必要（物的担保が必要な場合あり） 

ウ 決算額の内容及び財源内訳  

                    

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 293,417 252,181 301,590 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
   

うち委託料    

うち貸付金 293,417 252,181 301,590 

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 2,576,972 2,450,175 2,278,334 

一般財源    

エ 監査手続 

（ア）小規模企業者等設備導入資金助成法、小規模企業者等設備導入資金助成 

法施行規則及び山口県小規模企業者等設備導入資金貸付要綱等を閲覧して、 

やまぐち産業振興財団に対して、貸付けが適正に行われているかを確かめ 

た。 

（イ）担当者に対して、小規模企業者等設備導入資金制度の概要、推移につい 

て質問を行った。 

オ 監査結果 

過去 5年間の実績は下記のとおりである。 

   

 平成 24 年度 平成 23 年度 平成 22 年度 平成 21 年度 平成 20 年度 

資金貸

付事業 

件数 14 16 13 12 21 

金額 221,553 210,338 209,058 120,592 239,808 

貸付残高 578,230 737,123 746,902 742,370 854,299 

(

(単位：千円) 

 

 

(

(単位：件、千円) 
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設備貸

与事業 

件数 7 11 15 21 14 

金額 143,728 83,686 185,064 311,790 265,330 

貸付残高 869,635 1,022,624 1,254,150 1,417,189 1,539,494 

      ＊上記は、やまぐち産業振興財団から小規模事業者への貸付・貸与実績である。 

   本制度は、平成 25年 6月 17日、第 183回通常国会で成立、同 21日に公 

布された「小規模事業の活性化のための中小企業基本法等の一部を改正す 

る等の法律」により、平成 26年度末をもって廃止されることとなっている。 

 本制度の利用は、小規模企業の設備投資の減少等の要因により、貸付枠 

に対し低率で推移している。小規模企業者等の金融支援として一定の役割 

を果たすものであり、制度廃止後の代替策の検討等が必要と考える。（意見） 

 

（９）新事業活動支援設備貸与事業資金 

ア 事業の目的 

     中小企業者の新事業展開及び経営革新等を図るため、公益財団法人やまぐ

ち産業振興財団（以下「やまぐち産業振興財団」という。）が行う設備貸与事

業に対し、県は事業に必要な金額の 1／2を無利子で貸付けるものである。 

イ 事業概要 

対 象 者 

・情報通信、環境、福祉・医療、生活文化関連分野に属する企業 

・中小企業新事業活動促進法の認定企業等       

＊従業員規模 21人以上 300 人以下 

貸 与 限 度 額 10,000万円 

利 子 等 
割賦損料率   年 2.00％ 

リース料率 月額 3.2％以内 

償 還 期 間 7 年以内 

保 証 人 ・ 担 保 連帯保証人が必要（物的担保が必要な場合あり） 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                  

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 37,455 74,550 98,234 

節 

うち負担金補助及び交付金    

うち委託料    

うち貸付金 37,455 74,550 98,234 

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 114,702 98,090 98,234 

一般財源    

(

(単位：千円) 
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エ 監査手続 

（ア）新事業活動支援設備貸与事業実施要綱、新事業活動支援設備貸与事業に 

係る業務方法基準及び新事業活動支援設備貸与事業資金貸付申請書等を

閲覧して、やまぐち産業振興財団に対して、貸付けが適正に行われている 

か確かめた。 

（イ）新事業活動支援設備貸与事業遂行状況報告書を閲覧並びに担当者に対し 

て質問を行って、その事業効果の検討を行った。 

オ 監査結果 

     過去 5年間の実績は下記のとおりである。  

 

 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 平成 21年度 平成 20年度 

件 数 2 3 6 5 4 

金 額 74,910 149,100 200,000 160,096 160,274 

残 高 546,942 638,914 691,961 665,504 672,784 

      ＊上記は、やまぐち産業振興財団から小規模事業者への貸付・貸与実績である。 

過去５年平均で、貸付枠の約７割の利用実績があり、中小企業の金融支

援策として一定の成果をあげているものと考える。 

本制度は、小規模企業者等設備導入資金助成法に基づく設備貸与制度

（以下「国貸与制度」という。）を補完する制度であるが、国貸与制度は

平成 26 年度末に廃止されることから、廃止後の本制度のあり方について

検討する必要がある。（意見） 

 

（１０）中小企業制度融資 

     県は、信用力や担保力の不足のため、金融ベースに乗りにくい中小企業に

対して、県から預託する原資と金融機関の資金を協調し、信用補完制度を活

用しながら、低利・長期の事業資金を供給することにより、民間金融機関等

の融資の質的・量的補完を行い、中小企業の経営の安定・強化に資するため

に中小企業制度融資を設けている。 

この制度の中において、融資を希望するものに対しては次のような条件が

付されている。 

ア 規模の制限 

中小企業であることが必要であり、その要件は下表のとおりで、業種ごと 

に要件が異なっている。 

この中で、「中小企業者」は、「資本金又は出資の総額」又は「従業員数」 

のいずれかに該当することが必要である。 

また、小規模企業者向けに融資利率等で有利な制度を設けているが、この 

(

(単位：件、千円) 
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場合には、小規模企業者の要件である従業員の基準を充たすことが必要であ 

る。 

業 種 資本金又は出資の総額 従業員数 

工業等 3億円以下 300人以下 

卸売業 1億円以下 100人以下 

小売業 5,000万円以下  50人以下 

サービス業 5,000万円以下 100人以下 

イ 業種の制限 

農業、林業、漁業、金融・保険業以外の業種に限定されている。 

ウ 事業歴 

県内に事業所を有し、6か月以上継続して事業を行っていることが必要で 

ある。（一部資金については、この要件を緩和し新規開業等も対象としてい 

る。） 

エ 資金使途の制限 

事業資金であることが必要であり、転売用不動産の取得とみられるものな 

ど資金使途によっては、対象とならない。 

オ その他 

事業税の滞納がないこと、山口県信用保証協会（以下「保証協会」という。） 

の求償権先でないこと等の条件がある。 

なお、平成 19年 10月 1日から、保証協会と金融機関とが適切な責任共有 

を図り、両者が連携して、中小企業者への経営支援などを行うことを目的と 

した「責任共有制度」が全国一律に導入されている。 

県制度融資は、大まかに経営基盤強化資金、創業・新事業展開支援資金、 

小規模企業支援資金及び経営安定支援資金の４種類に分けられ、平成 24年度 

当初予算においては、新規融資枠 800億円を確保するとともに創業や雇用創 

出・経営安定の支援など、中小企業によって異なる様々なニーズに対応する 

ため、事業の目的や資金使途に応じて、21の資金メニューが用意されている。 

中小企業制度融資の平成 24年 4月 1日現在の概要は次のとおりである。 

                                

制  度  名 融資対象及び融資限度額 
平成 24年 

度末残高 

 

産業集積活性化資金 

・産業構造の転換・高度化、人口定住の促進等に資

する大規模で先進的な工場の整備等に必要な資金 

・地域の中核となるような商業・サービス業等の大

規模施設の整備等に必要な資金 

・環境産業マルチパーク構想に基づき、環境・エネ 

662 

(

(単位：百万円) 

 

 

経
営
基
盤
強
化
資
金 
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ルギー・ＩＴ産業の集積に資する先進的な工場等

の整備等に必要な資金 

融資限度額 

 500 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

 

  ・雇用の増加を伴う事業計画を有し、今後 6ヵ月以

内に 1 人以上の常用雇用者の増加が確実に見込ま

れるものが必要とする資金 

・全体の雇用の減少を伴わずに、定年退職等の補充

として平成 24年 4月以降に 1人以上の県内の新卒

未就職者（新卒 3年以内）又は若者就職支援セン

ター登録者等を雇用し、又は、今後 6ヵ月以内に

雇用することが確実に見込まれるものが必要とす

る資金 

・県内の事業所の雇用の減少を伴わずに、管理部門

や生産部門を集約するために、今後 6ヵ月以内に

県外の事業所の常用雇用者を県内へ配置転換し、1

年以上継続して雇用することが確実に見込まれる

ものが必要とする資金 

・障害者、中高年齢者、子育て等で退職した女性、

母子家庭の母等を申込日前 1 年以内に常用労働者

として雇用し、1 年以上雇用することが確実に見

込まれるものが必要とする資金 

融資限度額 

 280 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

5,844 

若年者雇用対策資金 

・雇用の減少を伴わずに、若年者を 2人以上常用雇

用する中小企業者等が必要とする資金 

融資限度額 

 280 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

548 

離職者緊急雇用対策

資金 

・雇用の減少を伴わずに、離職者を 2人以上常用雇

用等する中小企業者等が必要とする資金 

融資限度額 

 280 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

 ＊短期雇用の場合は、30百万円限度 

392 

子育て支援等環境整

備資金 

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行

動計画を策定し届け出た中小企業者等が、働きや

すい雇用環境の整備を図るために必要な資金 

0 

経
営
基
盤
強
化
資
金 

雇用創出支援資金 
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融資限度額 

 50百万円（運転資金 20 百万円限度） 

 

地域産業活性化資金 

・ショーウインドー等の統一化や特色化など商店街

振興組合等のまちづくり計画に合わせた店舗の改

装等に必要な資金 

・商店街の空き店舗を利用した事業に必要な資金 

・テナントミックス実現のための業種転換等に必要

な資金 

・観光事業を営む中小企業者等が行う観光施設の整

備拡充に必要な資金 

・事業継続が困難となっている事業者からの事業承

継に必要な資金 

融資限度額 

 100 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

16 

設備投資拡大支援資

金 

・設備投資により生産量、受注量又は販売量等の増

大を図るために必要な資金 

融資限度額 

 280 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

3,278 

事業円滑化資金 

・経営円滑化のために必要とする長期運転資金 

・工場・店舗・社屋・機械等の設備全般の新設、増

設、移転等に必要な資金 

融資限度額 

 200 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

3,865 

組合事業資金 

・事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会

又は企業組合等が必要とする資金 

融資限度額 

 250 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

157 

 

緊急対策資金 

・突発的な経済上の緊急事態に直面している中小企

業者等が必要とする資金 

融資限度額 

 別に定めるところによる。 

－ 

 

起 業 化

支 援 資

金 

新規創業

枠 

・起業化支援アドバイザー又は地域中小企業支援セ

ンター等からビジネスプランについて推薦を受

け、新たに事業を開始（開業して 6 ヵ月以内のも

のを含む）するものが必要とする資金 

融資限度額 

1,394 

経
営
基
盤
強
化
資
金 

創
業･

新
事
業
展
開 

 

   

支
援
資
金 
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 20百万円又は所要額の 80％のいずれか低い額 

再チャレ

ンジ枠 

・再起業を行おうとするもの又は既に再起業をして

いるもの（いずれも申込時点で過去の廃業等の日

から 5年を経過していないものに限る）であって、

早期転換・再挑戦支援窓口を設置する商工会議所

等の推薦を受けたものが必要とする資金 

融資限度額 

 10百万円 

 

 

 

 

ベンチャー企業成長 

支援資金 

 

・大学発ベンチャー企業や産業技術センター等との

連携の下に新製品・新技術等の開発を行うもの（会

社）が必要とする資金 

・産学官連携の共同研究による成果を実用化するも

の（会社）が必要とする資金 

・高度な技術と専門的な知識を生かして、新事業を

行うもの（会社）が必要とする資金 

融資限度額 

 50百万円（運転資金 20 百万円限度） 

48 

新事業展開等支援資

金 

・県中小企業支援センター又は地域中小企業支援セ

ンター等からビジネスプランについての推薦を受

けて新たな取組を行うものが必要とする資金 

・知的クラスター創成事業等として山口県の認定を

受けて商品開発等を行うものが必要とする資金 

・産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別

措置法の認定計画に基づき経営資源活用新事業を

行うものが必要とする資金 

・中小企業新事業活動促進法の承認計画に基づき経

営革新のための事業を行うものが必要とする資金 

・中小企業新事業活動促進法の認定計画に基づき新

連携のための事業を行うものが必要とする資金 

・中小ものづくり高度化法の認定特定研究開発等計

画に基づき事業を行うものが必要とする資金 

・県技術革新計画承認制度の承認計画に基づき技術

革新のための事業を行うものが必要とする資金 

・建設業など国が指定する不況業種であって、新た

に経営の多角化を図るものが必要とする資金 

39 

創
業･

新
事
業
展
開
支
援
資
金 
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融資限度額 

 100 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

地域資源活用支援資

金 

・農商工等連携促進法又は中小企業地域資源活用促

進法の認定計画に基づき事業を行うものが必要と

する資金 

・県中小企業支援センター又は地域中小企業支援セ

ンター等からビジネスプランについての推薦を受

けて、農商工連携や県の指定する地域資源の活用

による事業展開を行うものが必要とする資金 

・公共工事地産地消推進モデル事業など県産品の消

費や利用を促進する事業を行うものであって、一

定の要件を満たすものが必要とする資金 

融資限度額 

 100 百万円（運転資金 50 百万円限度） 

2 

小
規
模
企
業
支
援
資
金 

小規模企業支援資金 

・小規模企業《常用雇用者数が 20人（商業・サービ

ス業の場合は 5 人）以下》が必要とする資金 

 ただし、無担保、無保証人制度については次のい

ずれかに該当するもの 

 1 保証協会の保証を付した融資（信用保険を付し 

  たものに限る）を利用していないもの 

 2 無担保、無保証人制度のみを利用しているもの 

融資限度額 

 25百万円（SN保証 5号対象者 80百万円） 

（無担保無保証 12.5百万円） 

7,580 

小規模企業支援小口

資金 

・小規模企業《常用雇用者数が 20人（商業・サービ

ス業の場合は 5 人）以下》が必要とする資金で、

既存の保証協会の保証付き融資の残高（根保証に

おいては融資極度額）との合計で 1,250 万円以下

となるもの 

融資限度額 

 12.5百万円 

2,724 

季節資金（夏季資金） 

・夏季のボーナス支給その他諸決済に必要な資金 

融資限度額 

 別に定める。 

0 

季節資金（年末資金） 
・年末のボーナス支給その他諸決済に必要な資金 

融資限度額 
0 

創
業･

新
事
業
展
開
支
援
資
金 
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 別に定める。 

経
営
安
定
支
援
資
金 

経営安定資金 

・中小企業信用保険法第 2条第 4項第 1号から第 8 

 号の規定に基づき、その住所地を管轄する市町長 

 の認定を受けたものが必要とする資金 

・災害等突発的な事態の生起又は社会的・経済的環 

境の急激な変化により経営の安定に支障を生じて 

いるものが必要とする資金 

・取引先の再生手続開始申立等により債権の回収が 

困難となっているものが必要とする資金 

・経営の安定に著しい支障が生じている企業で、商

工会議所等の推薦を受けたものが必要とする資金 

・東日本大震災に対処するための特別の財政援助及

び助成に関する法律第 128条第 1 項第 1号又は第

2 号に規定する中小企業者等で、「東日本大震災復

興緊急保証」を利用するものが必要とする資金 

融資限度額 

 80百万円 

58,670 

経営支援特別資金 

・売上の減少等により経営の安定に支障を生じてい

る中小企業者等が経営合理化等により業況回復を

図るために必要な資金 

融資限度額 

 80百万円 

24,860 

円高対策緊急資金 

・円高の影響等により、企業収益の悪化や輸出入関

連企業との取引の減少など、経営の安定に支障を

生じている中小企業者等が必要とする資金 

融資限度額 

 80百万円 

1,441 

経営活力再生資金 

・山口県中小企業再生支援協議会が再生計画を承認

した中小企業者等で、融資について再生支援協議

会の推薦を受けたものが必要とする資金 

融資限度額 

 100 百万円（借換充当不可） 

310 

     また、県が金融機関に拠出している預託金の平成 24年度の支出額は次のと 

おりであり、この預託金は金融機関が中小企業者へ貸し出す際の貸出原資の 

一部及び低利融資の利差補填に使用されている。制度融資で預託している金 

融機関のうち、山口銀行及び西京銀行については、県が両金融機関に対し借 
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入金債務を負っていることから、定期性預金等（有利子）で預託している。 

                                 

資  金  名 
支 出 額 累 計 

合 計 
過年度分 当年度分 

経営基盤強化資金 8,406,500 1,047,100 9,453,600 

創業・新事業展開支援資金 623,400 177,600 801,000 

小規模企業支援資金 4,421,100 2,530,010 6,951,110 

経営安定支援資金 27,074,900 10,814,400 37,889,300 

合計 40,525,900 14,569,110 55,095,010 

 

（１０－１）経営基盤強化資金 

ア 事業の目的及び概要 

経営基盤強化資金は、経営基盤の強化を図る中小企業者が必要とする資金 

の融通を円滑にして、中小企業者の経営の発展強化を図るための資金であり、 

次のとおり 10の資金メニューがある。 

資金名 

融資枠 

（ ）は新規枠 

     千円 

予算額 

 

   千円 

融資利率 

（ ）は責任共有制度対象外の 

場合          

保証

料率 

年％ 

融資期間 

（ ）は据置期間 

年以内 

産業集積活性

化資金 

3,155,223 

（2,000,000） 
719,500 

5年以内    2.2（2.0） 

5年超 10年以内 2.3（2.1） 

10年超     2.5（2.3） 

＊保証無は（ ）の利率に

0.3％加算 

0.34

～

1.76 

運転 5（1） 

  

設備 20（2） 

雇用創出支援

資金 

15,803,913 

（5,000,000） 
5,655,200 

5年以内    1.9（1.7） 

5年超 10年以内 2.0（1.8） 

10年超     2.2（2.0） 

0.34

～

1.76 

運転 5（1） 

 

設備 15（2） 

若年者雇用対

策資金 

1,052,354 

（1,000,000） 
611,900 

5年以内    1.2（1.0） 

5年超     1.3（1.1） 

0.17

～

0.88 

10（2） 

離職者緊急雇

用対策資金 

2,240,016 

（2,000,000） 
1,505,300 

5年以内    1.2（1.0） 

5年超     1.3（1.1） 

0.17

～

0.88 

10（2） 

子育て支援等

環境整備資金 

481,887 

（500,000） 
205,000 

5年以内    1.6（1.4） 

5年超     1.7（1.5） 

0.34

～

1.76 

運転 5（1） 

 

設備 10（2） 

地域産業活性 417,994 99,800 5年以内    2.2（2.0） 0.34 運転 5（1） 

(

(単位：千円) 
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化資金 （400,000） 5年超 10年以内 2.3（2.1） 

10年超     2.5（2.3） 

～

1.76 

 

設備 15（2） 

設備投資拡大

支援資金 

5,552,266 

（2,000,000） 
1,370,900 

5年以内    2.2（2.0） 

5年超 10年以内 2.3（2.1） 

10年超     2.5（2.3） 

0.34

～

1.76 

運転 5（1） 

 

設備 15（2） 

事業円滑化資

金 

11,421,414 

（2,500,000） 
2,335,700 

5年以内    2.4（2.2） 

5年超 10年以内 2.6（2.4） 

10年超     2.7（2.5） 

0.34

～

1.76 

運転 5（1） 

 

設備 15（2） 

組合事業資金 
781,330 

（600,000） 
229,900 

5年以内    2.2（2.0） 

5年超     2.3（2.1） 

＊保証無は（ ）の利率に 

0.3％加算 

0.34

～

1.76 

運転 5（6月） 

 

設備 10（1） 

緊急対策資金 
500,000 

（500,000） 
166,700 別に定めるところによる。 

過年度資金 
3,422,823 

（ － ） 
1,385,400 

－ － － 

 合  計 
44,829,220 

（16,500,000） 

14,285,30

0 

－ － － 

イ 決算額の内容及び財源内訳                   

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 9,453,600 19,591,400 25,089,500 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
   

うち委託料    

うち貸付金 9,453,600 19,591,400 25,089,500 

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 9,455,336 19,591,400 25,106,409 

一般財源 △1,736 △5,010 △16,909 

ウ 監査手続 

（ア）山口県中小企業融資制度要綱、山口県中小企業制度融資取扱要領、若年 

者雇用対策資金融資要綱、離職者緊急雇用対策資金融資要綱、予算見積調 

書及び個別事業の検証・見直し調書等の閲覧並びに担当者への質問を行い、 

経営基盤強化資金の概要及び貸付の状況を確認した。 

 

(

(単位：千円) 
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（イ）中国地区における他県の制度融資についての資料をもとに、担当者にヒ 

  ヤリングを実施した。 

 

（１０－２）創業・新事業展開支援資金 

ア 事業の目的及び概要 

     創業・新事業展開支援資金は、創業時や新分野進出を行う中小企業者が必 

要とする事業資金の融通を円滑にして企業経営の発展強化を図るための資金 

であり、次のとおり 4つの資金メニューがある。 

資金名 

融資枠 

（ ）は新規枠 

     千円 

予算額 

 

   千円 

融資利率 

（ ）は責任共有制度対

象外の場合            

保証

料率 

年％ 

融資期間 

（ ）は据置期間 

年以内 

起業化支援資金 

  

 

 

新規創業枠 

       

 

再チャレンジ枠 

3,889,844 

（2,500,000） 
1,420,400 － － － 

 

－ 

 

－ 

5 年以内    1.9

（1.7） 

5 年超     2.0

（1.8） 

0.34

～

1.76 

10（2） 

運転のみは 

5（1） 

－ － 
5年以内  1.7 

5年超   1.8 
0.65 

10（2） 

運転のみは 

5（1） 

ベンチャー企業成

長支援資金 

480,171 

（500,000） 
154,800 

5 年以内    1.9

（1.7） 

5 年超     2.0

（1.8） 

0.34

～

1.76 

運転 5（1） 

 

設備 10（2） 

新事業展開等支援

資金 

1,093,446 

（1,000,000） 
371,900 

5 年以内    1.9

（1.7） 

5 年超     2.0

（1.8） 

0.34

～

1.76 

運転 5（1） 

設備 10（2） 

地域資源活用支援

資金 

1,073,900 

（1,000,000） 
362,700 

5 年以内    1.9

（1.7） 

5 年超     2.0

（1.8） 

0.34

～

1.76 

運転 5（1） 

設備 10（2） 

合計 
6,537,361 

（5,000,000） 

2,309,800 
－ － － 
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イ 決算額の内容及び財源内訳   

                                 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 801,000 837,200 946,800 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
   

うち委託料    

うち貸付金 801,000 837,200 946,800 

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 801,119 837,366 947,322 

一般財源 △119 △166 △522 

ウ 監査手続 

   （ア）山口県中小企業融資制度要綱、山口県中小企業制度融資取扱要領、予算 

見積調書及び個別事業の検証・見直し調書等の閲覧並びに担当者への質問 

を行い、創業・新事業展開支援資金の概要及び貸付の状況を確認した。 

   （イ）中国地区における他県の制度融資についての資料をもとに、担当者にヒ 

ヤリングを実施した。 

 

（１０－３）小規模企業支援資金 

ア 事業の目的及び概要 

     小規模企業支援資金は、小規模企業が必要とする事業資金の融通を円滑に

して、企業経営の安定強化を図るための資金であり、次のとおり 3つの資金 

メニューがある。 

資金名 

融資枠 

（ ）は新規枠 

    千円 

予算額 

 

   千円 

融資利率 

（ ）は責任共有制度対象外 

の場合                

保証

料率 

年％ 

融資期間 

（ ）は据置期間 

年以内 

小規模企業

支援資金 

21,409,604 

（11,500,000） 
11,353,700 

5年以内   1.9（1.7） 

5年超    2.0（1.8） 

0.34

～

1.76 

10（2） 

小 規 模 企

業 支 援 小

口資金 

3,998,857

（2,000,000） 
1,465,800 

5年以内   1.7 

5年超    1.8 

0.40

～

1.76 

運転 5（6月） 

設備 7（6月） 

季節資金 

（夏季資金） 

6,000,000 

（6,000,000） 
1,293,000 別に定める。 5 月（一括償還） 

季節資金 6,500,000 1,400,800 別に定める。 5 月（一括償還） 

(

(単位：千円) 
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（年末資金） （6,500,000） 

合計 
37,908,461 

（26,000,000） 
15,513,300 － － 

イ 決算額の内容及び財源内訳                   

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 6,951,110 10,044,900 11,477,200 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
   

うち委託料    

うち貸付金 6,951,110 10,044,900 11,477,200 

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 6,952,206 10,046,882 11,481,574 

一般財源 △1,096 △1,982 △4,374 

ウ 監査手続 

   （ア）山口県中小企業融資制度要綱、山口県中小企業制度融資取扱要領、予算 

見積調書及び個別事業の検証・見直し調書等の閲覧並びに担当者への質問 

を行い、小規模企業支援資金の概要及び貸付の状況を確認した。 

   （イ）中国地区における他県の制度融資についての資料をもとに、担当者にヒ 

     ヤリングを実施した。 

 

（１０－４）経営安定支援資金 

ア 事業の目的及び概要 

     経営安定支援資金は、経営的環境の変化等により業況が悪化している中小 

企業者が必要とする資金の融通を円滑にして、企業経営の安定を図るための 

資金であり、次のとおり 3つの資金メニューがある。 

資金名 

融資枠 

（ ）は新規枠 

     千円 

予算額 

 

   千円 

融資利率 

（ ）は責任共有制度対 

象外の場合          

保証 

料率 

年％ 

融資期間 

（ ）は据置期間 

年以内 

経営安定資

金 

69,257,090 

（16,000,000） 
25,790,700 

5年以内  1.9（1.7） 

5年超   2.0（1.8） 

0.34

～

1.76 

10（2） 

経営支援特

別資金 

26,232,709 

（8,000,000） 
10,216,000 

5年以内  1.9（1.7） 

5年超   2.0（1.8） 

0.34

～

1.76 

10（2） 

(

(単位：千円) 
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円高対策緊

急資金 

7,705,049 

（8,000,000） 
3,026,600 

5年以内  1.9（1.7） 

5年超   2.0（1.8） 

0.34

～

1.76 

10（2） 

合計 
103,194,848 

（32,000,000） 
39,033,300 － － － 

イ 決算額の内容及び財源内訳                   

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 37,889,300 26,467,200 22,316,000 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
   

うち委託料    

うち貸付金 37,889,300 26,467,200 22,316,000 

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 37,895,617 26,472,052 22,326,081 

一般財源 △6,317 △4,852 △10,081 

ウ 監査手続 

   （ア）山口県中小企業融資制度要綱、山口県中小企業制度融資取扱要領、経営 

支援特別資金融資要綱、予算見積調書及び個別事業の検証・見直し調書等 

の閲覧並びに担当者への質問を行い、経営安定支援資金の概要及び貸付の 

状況を確認した。 

   （イ）中国地区における他県の制度融資についての資料を基に、担当者にヒヤ

リングを実施した。 

 

 （１０－５）経営活力再生資金 

ア 事業の目的及び概要 

     経営活力再生資金は、山口県中小企業再生支援協議会の支援を受けて、経 

営破綻の未然防止と再生を図ろうとする中小企業者等に長期資金を融通する 

ことにより、企業の再生と地域経済活性化の促進を図るための資金である。 

資金名 

融資枠 

（ ）は新規枠 

千円 

予算額 

 

  千円 

融資利率 

（ ）は責任共有制度 

対象外の場合            

保 証

料率 

年％ 

融資期間 

（ ）は据置 

期間 年以内 

経営活力 

再生資金 

973,845 

（500,000） 
  － 

取扱金融機関所

定の利率 

0.34

～

1.76 

10（2） 

(

(単位：千円) 
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イ 決算額の内容及び財源内訳                   

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 － － － 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
－ － － 

うち委託料 － － － 

うち貸付金 － － － 

財
源
内
訳 

国庫支出金 － － － 

その他 － － － 

一般財源 － － － 

ウ 監査手続 

   （ア）山口県中小企業融資制度要綱、山口県中小企業制度融資取扱要領、経営 

活力再生資金融資要綱、予算見積調書及び個別事業の検証・見直し調書等 

の閲覧並びに担当者への質問を行い、経営活力再生資金の概要及び貸付の 

状況を確認した。 

   （イ）中国地区における他県の制度融資についての資料を基に、担当者にヒヤ 

     リングを実施した。 

 

（１０－６）経営基盤強化資金、創業・新事業展開支援資金、小規模企業支援資金、 

経営安定支援資金及び経営活力再生資金の監査結果 

    県の制度融資について過去 5年間の予算、融資枠及び実績は次のとお 

りである。 

                                 

    年度 

項目 
平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

当初予算額 64,247,100 76,291,228 77,606,154 72,432,400 71,141,700 

補正後予算額 60,748,600 76,291,228 60,329,500 59,626,000 55,261,710 

当初新規融資 

枠 
65,000,000 87,000,000 87,000,000 80,000,000 80,000,000 

補正後最大融 

資枠 
69,000,000 87,000,000 87,000,000 84,000,000 81,000,000 

新規融資件数    4,356 件    4,451 件    4,271 件     3,857 件    3,770 件 

新規融資額 52,043,418 57,570,882 48,748,351 40,046,314 40,214,730 

貸付額 60,248,600 63,177,500 59,829,500 56,940,700 55,095,010 

(

(単位：千円) 

 

 

(

(単位：千円) 
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平成 23年 10月 31日山口県金融経済情勢によれば、「県内景気は、持ち直 

しの動きが続いている。」とされているものの、先行きについては海外経済を 

巡る不確実性やそれらに端を発する為替・金融資本市場の変動が生産や輸出 

に及ぼす影響等について、一段と注意深く見ていく必要があるとされ、県内 

中小企業を取り巻く環境は、依然として厳しい状況にある。 

    こうした状況を踏まえ、平成 24年度予算においては、①円高などの厳しい 

経営環境にある中小企業に対する金融セーフティネットの充実、②小規模企 

業者への資金繰り支援の継続、③離職者や若年者の雇用確保に努める中小企 

業への継続支援のため、予算額及び融資枠を確保している。 

 また、中小企業制度融資については、中小企業者等が必要とする資金の融 

通を円滑にして、その経営の安定及び強化を図り、中小企業の振興に資する 

ことを目的としている。 

    したがって、県内中小企業の資金繰りに万全を期すため、景況等を注視し、 

必要に応じて資金の見直し等を行う必要がある。（意見） 

 

（１１）一般会計繰出金及び公債元利金 

ア 事業の目的 

     一般会計繰出金は、中小企業高度化資金償還金のうち一般会計への繰出金

であり、また、公債元利金は、中小企業高度化資金償還金のうち独立行政法

人中小企業基盤整備機構への償還金である。 

なお、中小企業高度化資金の内容等については貸付管理費事業の項に記載 

している。 

また、中小企業高度化資金貸付金については、平成 22年度の包括外部監査 

において詳細に触れているので、本報告書においては個々の貸出先の説明は 

省略する。 

イ 事業の概要 

     中小企業が経営の近代化や体質改善を行うため「中小企業が組織化し、共 

同で経営体改善、環境変化への対応をするための事業」及び「自治体と中小 

企業者が一体となった第三セクター等が中小企業者のこれらへの対応を支援 

する事業」に対する長期低利融資である高度化資金の償還を、それぞれ、県 

と独立行政法人中小企業基盤整備機構の貸付割合に応じ、償還を行うもので 

ある。 

ウ 一般会計繰出金の決算額の内容及び財源内訳           

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 128,790 163,502 251,474 

(

(単位：千円) 
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節 

うち負担金補助及び交付

金 
   

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 128,790 163,502 251,474 

一般財源    

エ 公債元利金の決算額の内容及び財源内訳            

 

年  度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 264,408 337,392 469,368 

節 

うち負担金補助及び交付

金 
   

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 264,413 337,392 469,368 

一般財源    

オ 監査手続 

   （ア）高度化資金収入支出計画表及び高度化資金貸付先別回収実績一覧表の内

容検討を行った。 

   （イ）延滞債権について起案書、調査報告書等をもとに担当者に対してヒヤリ

ングを行い、今後の対応方針の妥当性を検討した。 

   （ウ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目について、その後の状

況確認を行った。 

 

カ 監査結果 

   （ア）中小企業高度化資金貸付金の過去 5年間の残高は次のとおりである。 

                                 

     平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

期首残高 15,533,111 14,698,109 14,060,968 13,341,471 12,841,430 

貸付額 0 0 0 0 0 

償還額 835,002 637,141 719,497 500,040 392,795 

期末残高 14,698,109 14,060,968 13,341,471 12,841,430 12,448,635 

（内延滞額） 3,742,531 3,726,871 3,718,329 3,711,847 4,147,627 

(

(単位：千円) 

 

 

(

(単位：千円) 
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（イ）貸付先組合からの償還金によって独立行政法人中小企業基盤整備機構及 

び山口県へ貸付金が償還されている。しかし、貸付先組合の中には返済を 

延滞している先があった。 

 未収債権の回収にあたっては、個別の延滞先の状況に応じた債権回収方 

針を決定し、鋭意回収を行う必要がある。（意見） 
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５ 商工労働部 観光振興課 

（１）県産品の首都圏戦略的ＰＲ事業 

ア 業務の目的 

     山口県観光物産センター「おいでませ山口館」を拠点として、県産品（県 

内で生産、採取若しくは水揚げされた農林水産物、県内で製造若しくは加工 

された物品又はこれらを原材料として製造若しくは加工された物品をいう。 

以下同じ。）の販路拡大や観光客の誘致を進めるとともに、山口県らしさの 

伝わる県産品を戦略的にＰＲすることにより、山口県の認知度向上を図る。 

イ 業務の内容 

   （ア）業務の拠点 

ａ 名 称  山口県東京観光物産センター「おいでませ山口館」（以下 

「館」という。） 

ｂ 場 所   東京都中央区日本橋 2丁目 3番 4号日本橋プラザビル 1階 

（イ）業務の実施方法 

     山口県(以下「甲」という。)は、甲が賃貸する館を社団法人山口県物産 

協会(以下「乙」という。) に使用させ、乙は館内外において次の販路拡大 

等業務と戦略的ＰＲ業務を行う。 

      販路拡大等業務の内容は以下のとおりである。 

      a  販路拡大業務 

     (ａ)  県産品の販路拡大業務 

       ・首都圏の百貨店、卸業者、バイヤー等への県産品の紹介、宣伝活動 

      （ｂ） 首都圏の百貨店等の催事場での物産展の企画、調整、運営業務 

        ・物産展開催の開拓に関する売込み用の企画書作成 

       ・物産展開催に関する乙会員その他事業者への出展募集、出展者調整 

       ・物産展出展事業者に対する、商品陳列、接客応対等の助言、指導 

     （ｃ） 農林水産部との連携による県物産のＰＲと販路拡大 

       ・都内の「販売協力店」や「やまぐち食採店」等との連携 

     （ｄ） 地域団体商標制度登録商品、「山口特産品振興奨励賞」受賞品及び 

甲が関わる認定制度（「山口海物語」等）認定品ＰＲと販路拡大  

（ｅ） 館の所在周知のためのＰＲ活動 

     （ｆ） ホームページを活用した館及び観光物産のＰＲ 

（ｇ） テレビ、新聞、雑誌等の媒体を活用した館及び観光物産のＰＲ 



- 85 - 

 

  ｂ 情報収集・提供業務 

       （ａ）首都圏の消費者ニーズ等を把握するためのアンケート調査・分析 

（ｂ） 他県の物産展開催状況、百貨店・バイヤーニーズなどの調査や担当 

者リストの作成 

     ｃ 相談業務 

       乙会員その他県内事業者からの相談対応［首都圏進出等に関する問合 

せ、消費者ニーズ等に係る情報提供］ 

     ｄ 物産の展示、販売、紹介、宣伝業務 

     （ａ）館内での物産の展示、販売等の企画及び運営 

     （ｂ）館外での物産の紹介、宣伝の企画及び運営 

     （ｃ）商品の選定、仕入、棚卸、売上・在庫管理 

     （ｄ）テスト販売の運営 

     ｅ 館の管理運営業務 

     （ａ）施設、設備、備品等の維持管理 

     （ｂ）スタッフの募集、採用、研修、勤務管理 

     ｆ その他の業務 

       甲が行う観光、ＵＪＩターン、ふるさと納税等の業務への協力 

また、戦略的ＰＲ業務の内容は以下のとおりである。 

ａ 「新たな顧客の確保」を目的とした取組 

     （ａ）他県アンテナショップと連携したイベントの実施 

     （ｂ) 山口県ゆかりの人々と連携した情報発信 

ｂ 首都圏で求められる「魅力ある商品づくり」を目的とした取組 

     （ａ）市町等と連携したフェアの開催(新たな商品の発掘) 

     （ｂ) 「商品レベルアップ相談会（仮称）」の開催 

ウ 監査手続 

   （ア）委託契約書、おいでませ山口館を拠点とした販路拡大等業務実施要領等 

の資料を閲覧して、業務が適正に執行されているかを確認した。 

   （イ）おいでませ山口館の業務日誌、平成 24年度首都圏戦略的 PR業務実績報 

告等を閲覧して、その業務効果の検討を行った。 

エ 監査結果 

   （ア）競争入札審査会において「予算編成時に委託先が決定されている。」と
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の記述があるが、予算編成時に委託先が決定されるものではないことから

不適切な記述である。（意見） 

   （イ）「伝統的工芸品月間販売状況」については、月間の販売数量は分かるが、 

累計がないため年度途中の売り上げが分かりづらいものとなっている。累 

計欄を設けけるなどして工夫をする必要があるものと考える。（意見） 

 

（２－１）観光事業運営及び指導事業(ちょるる派遣業務委託) 

ア 業務の目的 

山口県ＰＲ本部長「ちょるるの着ぐるみを県内外の各種イベント等に派遣 

することで、ちょるるキャラクターを活用した山口県のＰＲを図る。 

イ 業務の内容 

     県内外のイベント等に、ちょるる着ぐるみを派遣し、観光や物産をはじめ 

とした山口県の魅力や情報を全国に発信する。 

   （ア）着ぐるみは、当課が支給するものを使用すること。 

   （イ）着ぐるみの輸送については、原則として委託業者が責任を持って行うこ

と。 

   （ウ）着ぐるみの着用にあたっては、「ちょるるのイメージ」を損なわないよ

う配慮すること。(身長 160㎝以下の着用が標準仕様) 

ウ ＰＲ活動の実施場所・回数 

     予算の範囲内で、県観光振興課と協議して決定することとするが、出演イ 

ベント・ＰＲ活動の実施手法等について、積極的に企画提案を行うこと。 

   （ア）対象地域は、関東地方以西とする。 

   （イ）県外については、原則として主催者が基本的な施設・設備等を提供する

イベントに参加するものとする。 

エ 派遣者の内訳 

     原則として、ちょるる(1名)、ちょるる誘導員(1名)の 2名体制とする。 

オ 成果品等 

   （ア）上記ウに係る成果報告書 (原則としてＡ4判縦 2部) 

   （イ）ＰＲ活動については、写真データ等履行状況が確認できるもの 

   （ウ）上記の納入場所は山口県観光振興課とする。 

カ 留意事項 
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   （ア）事業の実施に当たっては、企画段階から県観光振興課と綿密な協議を行 

うとともに、事業実施期間中は進捗状況を逐次報告すること。 

   （イ）事業により作成した成果等の著作権は、山口県に帰属するものとする。 

  （ウ）本仕様書に定めのない事項は、本県及び受託者の協議により定めるもの

とする。 

キ 監査手続 

委託契約書、業務委託仕様書、ちょるる派遣業務委託に係るプロポーザル

応募要領及び成果報告書等を閲覧して、当該事業が適正に行われているか等

を確認した。 

ク 監査結果 

     ちょるる派遣業務委託において、プロポーザル方式をとっているが、この 

採点表で自由意見記入欄に記入している者は 2名のみであった。プロポーザ 

ルの性格上、意見を記入することが望まれる。（意見） 

 

（２－２）観光事業運営及び指導事業（観光情報収集・発信業務委託） 

ア 業務の目的 

     本県の観光の魅力を広く全国に情報発信し、山口県のイメージアップと観

光客の誘致を図る。 

イ 業務内容 

     多様化・高度化する観光ニーズに対応するため、観光客の年齢層、旅行形 

態、旅行目的等に応じたきめ細やかな観光情報の収集及び観光情報の発信を 

行う。 

（ア）旅行商品造成支援のための情報収集及び企画 

     ・旅行会社訪問 

     ・会議等への出席 

     ・情報発信業務に関する担当者会議の開催 

   （イ）ホームページ「おいでませ山口へ」から本県の観光の魅力を広く全国に 

発信し、観光客の誘致を図る。 

（ウ）テレビ、新聞、雑誌等を活用した観光宣伝のための情報収集及び企画 

ウ 実施内容 

       旅行商品造成支援のための情報収集及び企画 
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   （ア）旅行会社訪問 

      首都圏、関西圏、中部圏、福岡、広島の旅行会社を訪問し、本県観光情 

報の発信及び業界情報の収集を行った。 

   （イ）会議等への出席 

観光関連団体の各種会議に出席し、情報収集を行なった。 

   （ウ）ホームページ「おいでませ山口へ」の充実強化 

      季節感あるタイムリーな観光情報を市町の協力により収集した。 

エ 監査手続 

     委託契約書、観光情報収集・発信業務委託仕様書、平成 24年度観光情報収

集・発信業務実施報告書等を閲覧して、委託業務が適正に行われているか確

かめた。 

オ 監査結果 

   （ア）「平成 24年度観光情報収集・発信業務実績報告書」の中において、旅行

商品造成支援のための情報収集及び企画で会社訪問として「首都圏、関西

圏、中部圏、福岡、広島の旅行会社を訪問し、本県観光情報の発信及び業

界情報の収集を行った。」と記載されているが、具体的な記述は行われて

いない。具体的に記入する必要があるものと考える。（意見） 

   （イ）業務委託検査調書の中で、ある程度具体的なものをコピーするなどして 

内容が詳細に分かるように、証拠書類として添付しておくことが望ましい。 

（意見） 

 

（２－３）観光事業運営及び指導事業（平成 24年度観光客満足度調査事業業務委託） 

ア 事業目的 

     キャンペーンの取組の成果及び課題を検証し、「年間観光客 3千万人構想 

の実現アクション・プラン（平成 21年 10月策定）」後の取組につなげてい 

くために、本県を訪れた観光客に対して、定期的に満足度の調査を行う。 

     また、平成 22年度から導入された全国共通基準による観光客統計調査「観 

光入込客統計」のパラメータ調査も兼ねて実施する。 

     結果については、県観光戦略会議に諮ることで改善策の検討を行うなど、 

アクション・プラン後の観光振興施策の展開に活用する。 

イ 業務内容 
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     本県を訪れた観光客の旅行形態、観光消費額、観光満足度等を把握し、今

後の観光施策の発展に活用する。 

観光地における観光客満足度調査及びパラメータ調査 

    （ア）四半期ごとに県内観光地 10地点での面接調査(各地点 100票以上) 

    （イ）調査実施に係る調査地点との連絡調整 

    （ウ）調査員の確保及び研修等 

    （エ）観光地点等名簿、パラメータ調査、官公庁提供データを基に、「推計 

支援ツール」を用いて、統計量（観光入込客数、観消費額単価、観光消 

費額）の推計 

    （オ）集計した調査結果を基にした報告書の作成 

ウ 国の観光統計調査の分析等 

     国が実施している宿泊旅行統計調査や観光入込統計(パラメータ調査含む) 

等の分析や国との調整 

エ ノベルティグッズの作成 

     キャンペーンのＰＲも兼ねたアンケート協力者はノベルティグッズの作成 

オ 調査対象地点 

調査対象地点は県内観光地点 10か所であり、具体的には、錦帯橋(岩国市)、 

松陰神社(萩市)、周南市徳山動物園(周南市)、青海島シーサイドスクエア(長 

門市)、香山公園(山口市)、道の駅「蛍街道ノ市」(下関市)、道の駅「長門峡」 

(山口市)、火の山公園(下関市)、秋芳洞(美祢市)、海響館(下関市)である。 

カ 監査手続 

     平成 24年度観光客満足度調査事業について、観光客満足度調査事業業務委 

託仕様書等を閲覧して、業務が適正に処理されているか確かめた。 

キ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（２－４）観光事業運営及び指導事業(ちょるる着ぐるみ補修業務委託) 

ア 業務の目的 

     山口県ＰＲ本部長「ちょるる」の着ぐるみを補修することで、イベント等 

における出演イメージを向上させる。 

イ 業務の内容 
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     頭部の貼り替え 

     ・表面生地の全面貼り替え(2体) 

ウ 随意契約理由 

当該業務は、ちょるる着ぐるみの頭部を補修するため、表面生地の張り替 

えを実施するものである。この作業には、着ぐるみ制作に関して実施経験を 

有するだけでなく、ちょるる着ぐるみの材質及び構造等を熟知する、事業者 

に業務を委託することが必要である。 

   よって、当初着ぐるみを制作した株式会社Ａ社と契約を締結することとす 

る。 

エ 監査手続 

     委託契約書、業務委託仕様書、随意契約理由書等を閲覧して、業務が適正 

に行われているか等を確認した。 

オ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（３）「おいでませ！山口イヤー」観光交流キャンペーン推進事業 

ア 事業の目的 

     これまで開発した観光素材を活用した「おいでませ！山口イヤー観光交流 

    キャンペーン」の円滑な推進を図るとともに、山口県を目的地とする旅行商 

品造成の促進と、誘客に直結した県外情報発信を一体的に実施することによ 

り山口県への観光客の誘致を拡大させ、観光振興の促進や地域経済の活性化 

を図ることを目的とする。 

イ 事業概要 

区  分 事業主体 内     容 

鉄道等活用周遊

観光推進事業 

社団法人山口

県観光連盟 

鉄道や内航フェリーを活用した旅行商品造成 

○ＪＲ特別周遊パスや内航フェリー等を活用し、

旅行需要の最も高まる夏季に向けた旅行商品造成

を支援 

メディアを活用した観光情報発信 

○ＪＲ重点送客キャンペーン（7 月～9 月）と連携

した西日本地域での集中観光ＰＲ 

○本キャンペーンへ誘導するＴＶＣＭ、雑誌広告 

空港活用観光客

誘致事業 

社団法人山口

県観光連盟 

空港を活用した旅行商品造成 

○キャンペーン素材（明治維新、萩往還）を活用
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し、夏季に向けた首都圏からの旅行商品造成を支

援 

メディアを活用した観光情報発信 

○誘客事業と連動した夏季の集客強化のためのイ

ンターネット等を活用した観光ＰＲ 

「ちょるる」活

用等情報発信事

業 

山口県 

観光キャラバン隊による情報発信 

○中部以西のマスコミ訪問、ＪＲ主要駅等での県

外ＰＲの実施 

ちょるるＰＲ隊による情報発信 

○おいでませ山口観光宣伝部長「ちょるる」を活

用した県内向けイベントでのＰＲの実施 

キャンペーン推

進費 

社団法人山口

県観光連盟 

本キャンペーンの円滑な実施 

○「ディスカバー！長州博」や「地旅博覧会 in

やまぐち」等、県が開発した観光素材を活用した

本キャンペーンの円滑な推進のための進行管理 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                 

 

年  度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 90,314 237,661 25,459 

節 
うち負担金補助及び交付金 55,444 99,000 5,000 

うち委託料 34,870 138,661 19,951 

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他 34,870 40,738 4,000 

一般財源 55,444 196,923 21,459 

エ 本事業による効果 

     平成 24年における山口県の観光客数は、国体開催効果の反動はあったもの 

の、おいでませ！山口イヤー観光交流キャンペーンの実施等により、前年比 

4.4％増の 28,207千人となり、過去最高を記録した。 

     また、宿泊客数は、前年比 3.5％増の 3,416千人となった。 

  なお、おいでませ！山口イヤー観光交流キャンペーン期間は、平成 23年 7 

 月～12月及び平成 24年 3月～8月の 1年間である。 

観光客数及び宿泊客数の状況は次のとおりである。   

（単位：人、％） 

区  分 平成 24年 平成 23年 前年増減 前年比 

観光客数 28,207,074 27,024,993 1,182,081   104.4 

(

(単位：千円) 
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宿泊客数 3,416,300 3,299,943   116,357   103.5 

オ 監査手続 

（ア）おいでませ！山口イヤー観光交流キャンペーン推進事業補助金交付要綱、

山口県補助金等交付規則により交付申請が行われ、補助金が適正に交付さ

れているかを確かめた。  

（イ）補助金交付申請書、平成 24 年おいでませ！山口イヤー観光交流キャン

ペーン推進事業補助金実績報告書、検査調書、補助金等の交付事務に係る 

  チェックシート等により、補助金が定められた手順によって算定され、支 

  出されているかを確かめた。 

（ウ）「ちょるる」活用等情報発信事業に係る委託取引のうち、地方自治法施 

  行令 167条の 2第 1項第 2号による随意契約が行われているものについて、 

  その妥当性を確かめた。 

（エ）平成 24年度「ちょるる」活用等情報発信事業「成果報告書」を閲覧し 

て、委託成果品の検査及び委託契約の履行が適時、適切に行われているか

を確かめた。 

カ 監査結果 

     観光客誘致に向けては、旅行商品造成に加え、食や温泉など観光コンテン 

ツの充実やホームページ等による観光情報の発信、パブリシティを活用した 

イベントなど多様な取組を組み合わせることによって、引き続き効果的な誘 

客を図る必要があるものと考える。（意見） 

 

（４）観光交流県やまぐち推進事業 

ア 事業の目的 

     山口宇部空港及び岩国錦帯橋空港の一県二空港となる機会を捉え、二空港 

の活用やおいでませ！山口イヤー観光交流キャンペーンによって確立した観 

光素材を組み込んだ旅行商品造成を行い、広域観光周遊ルートを形成すると 

ともに、首都圏において集中的な情報発信を行うことにより、首都圏から山 

口県への観光客の誘致を拡大させ、観光振興の促進や地域経済の活性化を図 

ることを目的とする。 

   イ 事業概要 

区分 事業主体 事業内容 

おいでませ山口

観光キャンペー

ン推進協議会負

担金 

おいでませ山口

観光キャンペー

ン推進協議会 

「年間観光客 3千万人構想」の実現に向けて、「お

いでませ山口観光キャンペーン推進協議会」を

実施主体とした全県一体となった大型観光キャ

ンペーンを展開する。 

空港活用観光客 社団法人山口県 空港を活用した旅行商品造成 
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誘致事業 観光連盟 ○岩国錦帯橋空港の開港による県内２空港体制

を活用した旅行商品の造成 

山口県 岩国錦帯橋空港の開港を契機とした広域観光Ｐ

Ｒ 

開港関連観光キ

ャンペーンと連

携した誘客の拡

大 

社団法人山口県

観光連盟 

広域観光エリアの整備 

○航空事業者と連携した県内宿泊の広域周遊観

光型の旅行商品の支援や、ＮＥＸＣＯとタイア

ップした高速道路広域周遊フリーパスの造成・

販売 

社団法人山口県

観光連盟 

首都圏向け情報発信 

○首都圏を中心として(株)おいでませ山口県及

び同社社長の島耕作を活用し、各種媒体による

集中的な観光ＰＲやイベント実施により、効果

的な誘客を実施 

キャンペーン等

の進行管理 

社団法人山口県

観光連盟 

「岩国錦帯橋空港開港！やまぐち往還観光キャ

ンペーン」等の進行管理 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                 

 

年  度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 72,075 22,829 2,302 

節 

うち負担金補助及び交付金 62,500 20,000  

うち委託料 4,456   

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 72,075 22,829 2,302 

エ 本事業による効果 

   （ア）おいでませ山口観光キャンペーン推進協議会は、これまで山口県の観光 

     振興のため、県、市、民間が一体となって、観光客誘致や宣伝活動、観光 

ガイドの育成等の観光客受入態勢の整備を行ってきており、引き続き、本 

キャンペーンに向けてこれら取組強化を図ることにより効果的な集客が期 

待される。 

   （イ）平成 24年における山口県の観光客数は、国体開催効果の反動はあったも

のの、おいでませ！山口イヤー観光交流キャンペーンの実施等により、前

年比 4.4％増の 28,207千人となり、過去最高を記録した。 

      また、宿泊客数は、前年比 3.5％増の 3,416千人となった。 

(

(単位：千円) 
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オ 監査手続 

（ア）観光交流県やまぐち推進事業補助金交付要綱、山口県補助金等交付規則 

により交付申請が行われ、補助金が適正に交付されているか確かめた。 

（イ）補助金交付申請書、平成 24年観光交流県やまぐち推進事業補助金実績 

報告書、検査調書、補助金等の交付事務に係るチェックシート等により、 

補助金が定められた手順によって算定され、支出されているか確かめた。 

（ウ）空港活用観光客誘致事業の委託取引のうち、地方自治法施行令 167条の 

2第 1項第 1号による随意契約が行われているものについて、その妥当性 

を確かめた。 

カ 監査結果 

     おいでませ山口観光キャンペーン推進協議会に対して、おいでませ山口観 

光キャンペーン推進協議会負担金として、平成 20年度は戦略的誘客推進事業 

として 25,000千円、平成 21年度及び平成 22年度はおいでませ山口情報発信 

事業としてそれぞれ 20,000千円、平成 23年度及び平成 24年度は観光交流県 

やまぐち推進事業として 20,000千円が県から支出されている。平成 21年度 

以降、定額の負担金となっているが、事業効果も考慮した効率的な事業運営 

を行う必要があると考える。（意見） 

 

（５）広域観光推進事業 

ア 事業の目的 

     観光地間競争が激化し旅行形態や観光ニーズが多様化する中、本県への観

光客を拡大するためには、近県や近隣地域と連携して、本県だけではできな 

い魅力を提供し、旅行者を広域エリアに惹きつけて誘客し、さらにエリア内 

での周遊性や滞在性を高めることが有効である。 

このため、中国各県とともに設立した協議会や、隣接県との広域レベル全 

国区の観光地として魅力を高めつつある「関門地区」で設立された協議会に 

参画し、協働して広域的かつ効果的な誘客拡大のため、広域連携による取組 

事業を引き続き実施し、本県の交流人口を拡大し、地域の活性化を図る。 

また、関係市などと連携し、二次交通アクセスの改善と県内周遊の促進に

つなげる。 

イ 事業（制度）の概要 

   （ア）ＪＲ西日本の組織力、広告力を利用し、中国五県とＪＲ西日本の共同で、 

DISCOVER WEST連絡協議会を作り、旅行会社等に対する情報発信や、個人 

旅行客をターゲットとした着地整備を行い、首都圏や中部圏からの観光客 

の拡大を図る。 

   （イ）関門海峡を中核とする観光資源を活用し、大河ドラマや映画の舞台とし
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て露出が拡大し、全国レベルの観光地に成長しつつある当地域の歴史、自

然、食などの魅力を発信し、関門地域への観光客の拡大及び本県他地域へ

の周遊促進を図るため、関門海峡観光推進協議会（山口県、下関市、門司

市）を通じて、本県の観光客の拡大をめざす。 

   （ウ）中国地域観光推進協議会（中国各県、中国各県観光連盟、経済団体、民 

     間企業等）が一体となって、エリアとしての観光イメージの創造や周遊促 

進方策に係る意見交換等を実施し、地域振興と交流人口の増大を図る。 

   （エ）山口県観光周遊促進協議会（山口県、山口県観光連盟、山口市、萩市、 

     美祢市、津和野町、県バス協会、防長交通、船木鉄道）の構成員が一体と 

なって観光周遊バスを支援し定着化を図ることで、二次交通アクセスの改 

善と県内周遊の促進につなげる。 

ウ 監査手続 

     DISCOVER WEST 連絡協議会の平成 24 年度理事会等を閲覧して、事業内容

の検証を行った。 

エ 監査結果 

   （ア）負担金の根拠として、支出伺いでは「平成 24年度予算案のとおり」とし 

ているが、予算案に記載されている支出内訳の検討が行われていない。 

      DISCOVER WEST協議会で策定された事業費の積上げ内容を入手・検討し

て初めて負担金の適正水準を知ることができる。現状は、事業費自体の積

算資料を入手しておらず、負担金として支出すべき内容の検討が行われて

いないので検討する必要がある。（意見） 

   （イ） 鳥取県は、当協議会に対する自県としての意見を「平成 25年度 DISCOVER 

WEST連携協議会の取組に向けた鳥取県の提案」という文書を意見書として 

提出するなど、積極的にプラスとなるように取組んでいる。山口県も負担 

金を支出しており、積極的に県に有益となるような意見や施策を発信し、 

協議会を積極的に活用するよう希望する。（意見） 

   （ウ）DISCOVER WEST協議会の主目的は中国 5県への観光誘客数増加を促進さ

せることと魅力ある観光地づくりである。この目的達成のために山口県も

500 万円の負担金を支出している。しかしながら、DISCOVER WEST 協議会

から得られている効果が定量的に把握できていない。当該協議会を通じて

造成された商品に対してどの程度需要があったかを把握し、実績の年度別

集計データや予定実績比較などを統計データ化することが重要と考える。

（意見） 

（エ）負担金の根拠として、支出伺いでは「平成 24年度予算案のとおり。」と 

  しているが、予算案に記載されている支出内訳の検討が行われていない。 

関門海峡観光推進協議会で策定された事業費の積上げデータを入手して 
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検討を行う必要がある。（意見） 

（オ）関門海峡観光推進協議会として誘客促進事業を行っているが、関門エリ 

アでの事業の結果、山口県を周遊してくれた観光客がどの程度いたか、さ 

らに山口県にどのようにプラスの経済効果を生んだかを示すデータがない。 

      例えば、巌流島イベントに来訪した観光客にアンケートを取り、翌日の

観光予定地等を情報として入手することで、県内周遊客がどの程度潜在的

に存在しているかを把握する必要がある。また、県内周遊予定者が少ない

場合には、今後どのようにすれば改善できるかといった視点での情報とし

て活用できる。（意見） 

 

（６）東アジア地域観光客誘致促進事業 

ア 事業の目的 

     山口宇部空港を発着する国際チャーター便及び下関港に就航する国際フェ

リーを利用した外国人訪日団体観光旅行の催行を図り、山口県への外国人観

光客の来訪を促進する。 

イ 事業の内容 

区  分 事業主体 内     容 

国際チャ

ーター便

活用型 

観光連盟 

観光客誘致重点路線（中国・韓国・台湾）を活用した

訪日旅行を支援 

[補助対象] 

・70名以上が県内に 1泊以上滞在する旅行商品 

・1 機あたり 100 万円を上限に航空会社・旅行会社に

補助 

振 興 会 

東アジア地域（中国・韓国・台湾）への海外旅行を支

援 

[補助対象] 

・山口宇部空港発着の国際チャーター便 

・1便あたり 30万円を上限に旅行会社に補助 

国際フェ

リー活用

型 

観光連盟 

下関港国際フェリー活用訪日旅行への支援 

[補助対象] 

・20名以上が県内に 1泊以上滞在する旅行商品 

・1ツアーあたり 10万円を上現に旅行会社に補助 

ウ 監査手続 

     東アジア地域観光客誘致促進事業補助金交付要綱等を閲覧して、補助金の 

支出が適正に交付されているかを確かめた。 

エ 監査結果 
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   （ア）補助金交付要綱においては、山口県内への旅行者（有償宿泊者）一人当 

たり 3,000円以内の補助額を支給すると規定しているが、「以内」としてい 

る算定方法が不明である。連泊した場合の延べ人数で補助額を算定するの 

か、単純にツアー申込者人数（実人数）に対する算定単価なのか、要綱で 

の規程自体が曖昧であるので再検討する必要がある。（意見） 

（イ）住み良さ・元気指標では平成 24年度に観光客 3,000万人を目標値に掲 

げ、東アジアからも観光客誘致に係る事業を行っているが、事業効果を踏 

まえ、国とも連携した更なる取組を図っていく必要があるものと考える。 

（意見） 

 

（７）広域連携外国人観光客誘致促進事業 

ア 事業の目的 

     東アジア地域（中国、韓国、台湾等）からの外国人観光客誘致を促進する 

ためには、海外における山口県の知名度アップと山口県へのインバウンド需 

要の掘り起こしが不可欠であるが、山口県単独では訴求力が弱い。 

     このため、中国地方や福岡県と連携し、国のビジットジャパン事業も活用 

しながら、広域的に海外プロモーションや招請活動に取組むものである。 

イ 事業の概要     

 

        訪日外国人観光客   

 

   中国地方との連携 

    ・中国地域発展推進会議インバウンド事業 

    ・中国地方国際観光ビジネスフォーラム 

    ・観光客誘致連携事業（中国、韓国、台湾） 

   日韓共同での取組 

    ・日韓海峡沿岸広域観光交流事業 

 

ウ 平成 24年度事業計画 

     昨年度までの取組成果を生かし、本年度は、国際フェリーの活用、広域連

携そして中国山東省との観光交流の促進合意を軸に、更なる外国人観光客を

誘致するため、下記の取組を実施する。 

   （ア）韓国観光客誘致推進事業 

      下関港への国際フェリーを利用した訪日旅行商品の造成支援及び情報発 

     信 

事    業 内     容 時  期 

 

 

 山 

 

 

 口 

 

 

 県 

 

東 

ア 

ジ 

ア 

地 

域 
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フェリー活用旅行商品

造成推進事業 

視察・取材ツアー 6月、10月 

広告宣伝（インターネット、新聞

広告） 
6月～2月 

サイクリングツアー商

品化事業 

取材ツアー(ブロガー) 
6月 

   （イ）中国観光客誘致推進事業 

      福岡空港、関西空港、下関港への国際フェリーを利用した訪日旅行商品

の造成支援及び情報発信 

事    業 内     容  時  期 

山東省観光交流促進事

業 

現地説明会・商談会(済南、青島) 4/19、20 

視察ツアー・商談会 6月 

広告宣伝 9月～10月 

   （ウ）中国地方国際観光ビジネスフォーラム 

事    業 内     容 時  期 

第８回中国地方国際観

光ビジネスフォーラム 

視察ツアー・商談会(岡山市) 9/21 （ 商 談

日） 

現地説明会・商談会(台湾) 10月 

現地セールス(中国) 2月 

ＴＶ局取材ツアー(中国) 11月 

   （エ）中国地域観光推進協議会インバウンド事業推進委員会連携事業 

   事    業     内     容  時  期 

中国地域観光推進協議

会インバウンド事業推

進委員会連携事業 

・プロモーションツール作成 

・中国 5県ウエブサイト更新強化 

・ＴＶ局取材ツアー(台湾・中国)

等 

通年 

   （オ）受入体制整備事業 

   事    業     内     容  時  期 

情報発信事業 ・ノベルティ作成 通年 

ホスピタリティ向上事

業 

・グッドウイルガイド研修 11月 

・交流事業や体験メニューの実施

に対する支援(原則２万円を上限) 
通年 

視察等受入事業 ・旅行会社・マスコミ等視察受入 通年 

エ 監査手続 

日韓海峡沿岸広域観光協議会に係る平成 24 年度負担金の納入等の資料を

閲覧して、定められた手続により負担金が適正に支出されているか等を確か 
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めた。 

オ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（８）山口観光ガイドマップ作成等事業 

ア 事業の目的 

     観光分野において地域間競争が高まる中、交流人口の拡大による地域の活 

性化を図るためには、観光旅行やコンベンション、ビジネス等様々な機会を 

通じて本県を訪れる来訪者等に対して、本県の持つ多様な観光資源を幅広く 

ＰＲするための基本的情報発信ツールである「やまぐち観光ガイドマップ」 

を作成・配布し、情報発信する必要がある。 

     また、掲載情報は最新の情報が求められるため、毎年情報更新の上作成す 

る必要がある。 

イ 事業の概要 

細 事 業 事 業 内 容 

やまぐち観光ガイ

ドマップ作成事業 

 山口県の名称の他にイベント・歴史・味覚・温泉など

を紹介する総合観光リーフレットとして「やまぐち観光

ガイドマップ」を作成する。 

山口県観光案内看

板情報発信事業 
山口県観光案内看板情報発信事業 

ウ 平成 24年度の事業内容 

     緊急雇用基金を活用し、県内の体験施設や、観光に配慮した地図情報の更 

新等マップ掲載情報について、調査・確認を行い情報の更新を実施する。 

     また、県内の主要観光施設や道の駅等について「手話対応可」、「介助犬可」、 

「車いす利用可」、「多目的トイレ有」等の観光利用に配慮したバリアフリー 

カテゴリーを調査し、バリアフリーリーフレットを作成する。 

エ 外国語版 

     地理的・歴史的に繋がりが深い山東省及び慶尚南道との交流を基軸に、訪 

日旅行を多く占め、今後とも増加が見込まれる中国・韓国台湾等を主要なタ 

ーゲットとし、訪日旅行の一層の促進を図るため、下記のとおり作成する。 

    ・ 中国語版 ： 8,000部 

    ・ 韓国語版 ： 5,000部 

    ・ 英語版  ： 7,000部 

オ 監査手続 

やまぐち観光ガイドマップの作成について及び施策的経費当初予算見積書

等の関係資料を閲覧して、業務が適正に執行されているか確かめた。 
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カ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 
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６ 商工労働部 交通政策課 

（１）山口宇部空港利用促進対策事業 

ア 業務の目的 

山口宇部空港の更なる利用促進を図るため、山口宇部空港利用促進振興会 

が実施する山口宇部空港の各種利用促進事業と連携して、県内向けＰＲ活動 

を行うとともに、失業者の雇用を図る（山口県緊急雇用創出事業臨時特例基 

金を活用した事業）。 

イ 業務の内容 

（ア）ＰＲスタッフの雇用 

      県内向けＰＲ活動実施に当たり、ＰＲスタッフを 2人以上、新規雇用す 

ること。 

   （イ）企業訪問の実施 

      ＰＲスタッフを中心に、以下を重点対象とした企業訪問活動を実施し、 

山口宇部空港のＰＲ及び利用要請を行う。 

     ａ 重点地域 ： 県中西部地域 

     ｂ 重点訪問 ： 事業所、ホテル・旅館、商業施設、各種学校 

     ｃ 県民向けＰＲ活動の実施 

       県内の商業施設等で、親子が参加できる、飛行機や空港に親しめるイ 

ベントを実施すること。 

     ｄ 山口宇部空港ＰＲキャンペーンの実施 

       ダブルトラック化 10周年などの機会を活用し、山口宇部空港ＰＲキャ 

ンペーンを実施すること。 

     ｅ ノベルティグッズの作製 

       企業訪問や県民向けＰＲ活動に必要な、ＰＲチラシ等のノベルティグ 

  ッズを作製すること。 

ウ 山口県緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用した事業の留意事項 

   （ア）新規雇用する労働者は、東日本大震災等の影響による失業者《青森県、 

岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県及び長野県内 

の災害救助法適用地域に所在する事業所を離職した失業者又は当該地域に 

居住していた求職者(以下、「被災求職者」という。) 若しくは平成 23年 

3月 11日以降に離職した失業者》であること。 

   （イ）新規雇用する予定の労働者の募集に当たっては、公共職業安定所への求
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人申込みのほか、文書による募集、直接募集等においても募集の公開を図

ること。 

   （ウ）労働者を新規雇用する際に、本人に、雇用保険受給資格者証、廃業届、

履歴書、職務経歴書、その他失業者であることを証明できるものの提示を

求めること等により、失業者であるか否かの確認を行うこと。 

（エ） 新規雇用する労働者の雇用期間は 1年以内とし、更新は不可であること。 

ただし、新規雇用する労働者の雇用・就業期間が 6か月以内である場合 

には、1回に限り更新可能であること。なお、新規雇用する労働者が被災 

求職者である場合は、2回以上の更新を可能とすること。また、被災求職 

者を優先的に雇用すること。 

   （オ）求人申込書の「求人条件にかかる特記事項」の欄に、被災緊急雇用対応

事業であり、被災求職者及び平成 23 年 3 月 11 日以降の離職者を対象とし

た求人であること及び被災求職者を優先的に雇用する求人であることを明

記すること。(なお、事業の実施に必要な人数が集まらなかった等、被災求

職者及び平成 23 年 3 月 11 日以降の離職者以外の失業者を募集する場合に

ついては、求人条件を変更すれば差し支えなく、再度の求人申込書の提出

は不要である。) 

   （カ）事業費に占める新規雇用する失業者に向けられる人件費の割合が 2分の 

1以上であること。 

   （キ）事業を実施する場合に必要となり取得する財産は、取得価格又は効用の

増加価格が 50万円未満のものとし、50万円以上の財産の取得は認めない。 

   （ク）委託契約を確定した結果、概算払いにより交付した委託費に残額が生じ

たとき、又は、委託費により発生した収入があるときは、返還すること。 

ウ 監査手続 

   （ア）委託契約書、空港利用促進ＰＲ事業仕様書、緊急雇用創出事業臨時特例 

基金事業計画書、随意契約理由書等を閲覧して、委託契約が定められた手 

順によって行われているか等を確かめた。 

   （イ）平成 24年度山口宇部空港利用促進ＰＲ事業報告書、業務委託検査報告 

書等を閲覧して、その履行状況を確かめた。 

エ 監査結果 

   特に問題点等は見受けられなかった。 
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（２）岩国錦帯橋空港開港ＰＲ事業 

ア 業務の目的 

   （ア）岩国錦帯橋空港利用促進協議会が、首都圏において実施する開港ＰＲ活 

動を支援することにより、利用者の確保を図る。 

   （イ）岩国錦帯橋空港利用促進協議会が行う空港の利用者確保のための取組を 

推進し、空港の発展を通じて、地域の振興を図る。 

イ 業務の内容 

   （ア）首都圏向けＰＲ事業 

      首都圏においては、首都圏からの観光客誘致を図るための旅行会社等へ

のＰＲや首都圏在住者への空港開港のＰＲを実施する。 

   （イ）地元向けＰＲ事業 

      ａ 平成 24 年 12 月 13 日の開港に併せて新たな広報ツール（チラシ、ミ

ニのぼり等）を作成、配布により山口県東部地域及び広島県西部地域に

おける空港開港の認知度向上に取組む。 

      ｂ 岩国錦帯橋利用促進協議会ホームページ更新により、開港前後の利用

者の利便性及び利用者満足度の向上を目指す。 

ウ 岩国錦帯橋空港首都圏ＰＲ事業 事業計画   

 

時 期 内    容 金 額 備  考 

4～3月 羽田空港電照広告 6,615,000  

7～12月 
羽田空港エアポートアドビジ

ョン 
2,142,000 開港まで 

9～12月 
モノレール駅、京急駅ポスタ

ー等掲示 
6,300,000 開港まで 

10月 羽田空港ＰＲイベント 2,898,000  

12月 羽田空港ＰＲイベント 2,045,000 

観光プロモ

ーションｉ

ｎ羽田 

 計 20,000,000  

※ 観光プロモーションｉｎ羽田については、スペース借上げが無償である。 

 

(

(単位：円) 

 

 



- 104 - 

 

エ 監査手続 

     岩国錦帯橋空港利用促進補助金交付要綱、補助金等の交付に係るチェック 

シート、平成 24年度収支決算書及び平成 24年度事業報告書等を閲覧して、 

補助金が適正に交付され、実施されているか等を確かめた。 

オ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（３）岩国錦帯橋空港利用者確保対策事業 

ア 業務の目的 

     岩国錦帯橋空港の駐車場の管理者に対し、岩国錦帯橋空港の駐車場の整備 

費及び維持管理費の一部を補助することにより、航空機利用者の駐車料金の 

無料化を支援し、もって岩国錦帯橋空港の利用促進を図る。 

イ 交付対象経費・交付限度額 

補助金の区分 交付対象経費 補助率 交付限度額 

駐車場整備費補助金 
岩国錦帯橋空港の駐車場

の整備に要する経費 
10⁄10 1億円 

駐車場維持管理費補助

金 

岩国錦帯橋空港の駐車場

の維持管理に要する経費 
10⁄10 3千万円 

ウ 監査手続 

     岩国錦帯橋空港利用者確保対策事業補助金交付要綱、岩国錦帯橋空港利用 

者確保対策事業(駐車場整備費補助金)事業計画書、岩国錦帯橋空港利用者確 

保対策事業(駐車場整備費補助金)に関する協定書及び補助金の交付事務に係 

るチェックシート等を閲覧し、補助金が適切に交付され、事業が実施されて 

いるか等を確かめた。 

エ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（４）岩国錦帯橋空港路線開設支援事業 

ア 業務の目的 

     航空会社に対し、岩国錦帯橋空港に路線を開設するために必要な経費の一 

部を補助することにより、岩国錦帯橋空港の運航体制を確保する。 
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イ 交付対象 

     補助金の交付対象経費、補助率及び交付限度額は、下表に定めるとおりと 

する。 

交付対象経費・補助率・交付限度額 

交 付 対 象 経 費 補助率 交付限度額 

 航空会社が路線を開設するため、新規に事業

所を設置するために要する経費のうち、岩国錦

帯橋空港における固定資産投資額 

1⁄2 1億円 

ウ 交付決定の際の条件 

     知事は、交付の決定をする場合において、航空会社が、正当な理由による

ことなく路線開設後 10 年間以内に路線を休止し又は廃止することにより岩

国錦帯橋空港から撤去するに至ったときは、交付の決定を取り消し、補助金

の返還を命ずる旨の条件を付すものとする。 

エ 補助事業等の変更等に係る承認の申請 

     補助事業等の内容又は経費の配分を変更する場合の申請書は、別記(省略)

様式によらなければならない。 

オ 補助事業等の中止又は廃止に係る承認の申請 

     補助事業等を中止又は廃止する場合の申請書は、別記(省略)様式によらな 

ければならない。 

カ 監査手続 

     岩国錦帯橋空港路線開設支援事業補助金交付要綱、補助金の交付事務に係 

るチェックシート、岩国錦帯橋空港路線開設事業補助金実績報告書等を閲覧 

して、補助金が適切に交付され、実施されているかを確かめた。 

キ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（５）地方バス路線運行維持対策事業 

ア 事業の目的 

     県内において生活交通の主役である乗合バスは、地域住民の身近な公共交 

通機関であり、とりわけ、高齢者や児童・生徒、障害者などの移動手段とし 

て不可欠である。また、県内では多くの市町村で合併が行われたが、合併後 

の市町においては、広域化した行政区域の中で、中心部と周辺となった地域 
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との間における生活交通を確保し、住民の利便性の向上を図ることにより、 

一体感のあるまちづくりを推進することが重要になっている。このため、地 

域住民の日常生活に必要な生活バス路線を維持・確保するためにバス事業者 

及び市町に対し、運行経費を助成することを目的とする。 

イ 事業概要 

区 分 事業主体 負担割合 内     容 

広域的幹線

的路線に対

する助成 

バ ス 事 業

者 

国 1／2 

県 1／2 

輸送人員の減少のため地域住民の生活に必要

なバス路線の維持が困難な路線のうち、広域

的・幹線的なバス路線の運行の維持等を図る

ための助成 

その他広域

路線に対す

る助成 

市町 
県 1／2 

市 1／2 

モータリゼーションの進展や少子高齢化の進

行等による輸送人員の減少のため、地域住民

の生活必要なバス路線の運行の維持等を図る

ための助成 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                 

 

年  度 平成24年度 平成23年度 平成22年度 

決 算 額 496,017 505,086 484,020 

節 

うち負担金補助及び交付金 495,919 505,086 483,952 

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 496,017 505,086 484,020 

エ 本事業による効果 

高齢社会を迎える中で、地域の全ての住民が、安心して日常生活を営むた 

めの生活交通手段が、確保され、住民の移動の自由が保障されることにより 

様々な社会参加など豊かな生活が可能となっている。 

さらに、間接的には、交通渋滞の慢性化や交通事故の増加をはじめ二酸化炭 

素排出量の増加等の抑制に寄与している。 

また、合併市町をはじめとする各地域の一体感のあるまちづくりに貢献して 

いる。 

オ 監査手続 

（ア）山口県バス運行対策費補助金交付要綱、補助金等に係る予算の執行の適 

正化に関する法律（昭和 30年法律第 179号）、山口県補助金等交付規則等 

により交付申請が行われ、山口県バス運行対策費補助金が適正に交付され 

(

(単位：千円) 
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ているかを確かめた。  

（イ）山口県生活バス路線対策事業費補助金交付要綱、山口県補助金等交付規 

則により交付申請が行われ、山口県生活バス路線対策事業費補助金が適正 

に交付されているかを確かめた。 

（ウ）山口県バス運行対策費補助金交付申請書、山口県生活バス路線対策事業 

費補助金交付申請書、補助金等の交付事務に係るチェックシート等により、 

補助金が定められた手順によって算定され、支出されているか等を確かめ 

た。 

（エ）商工労働部交通政策課の「生活交通の活性化に関する指針」（平成 18年 

10月）の内容とその後の状況の推移を検討した。 

（オ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

カ 監査結果 

   （ア）山口県生活バス路線対策事業費補助金の要件として次のように定められ 

ている。 

ａ 複数市町にまたがるもの。ただし、この要件成否の決定は平成 13年 3 

月 31日における市町の状態に応じて決定するものとするが、平成 13年 

4月 1日以降に市町村合併が行われた後の単一市町内を運行するものと 

して新たに補助金を受けようとする系統はこの限りでない。 

ｂ キロ程が 10㎞以上のもの。 

      これらの広域要件や距離要件は、国庫事業の補助金の要件と相違してい 

るので、国庫事業の要件と整合させ、路線の効率化を促進させるよう県と 

して指導する必要がある。（意見） 

   （イ）山口県生活バス路線対策事業費補助金の要件の一つとして、利用者基準 

があり、1日当たりの輸送量が 1～150人のものと定められている。 

この利用者基準では、1日当たりの輸送量が 1人でも助成が受けられる 

ので、この利用者基準の引き上げを行って、利用者の少ない路線の見直し 

を事業者が促進するよう図る必要があると考える。（意見） 

   （ウ）地域全体の負担が最小限に抑えられる「地域主導型の生活交通」体系を 

実現するために、県は平成 18年 10月に「生活交通の活性化に関する指針」 

を作成して、市町に対し、生活交通の課題や具体的な活性化方策を内容と 

する「地域交通活性化計画」の策定を指導している。 

この計画に基づく取組が着実に実行されるよう、国等と連携しながら助 

言・情報提供等を引き続き行っていく必要がある。（意見） 

 

（６）離島航路対策事業 
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ア 事業の目的 

     離島住民にとって唯一の公共交通機関である離島航路の維持安定を図るた 

め、離島航路所在市町を通じて、離島航路事業者の運航経費を助成すること 

を目的とする。 

   なお、離島航路とは、山口県の区域内の本土と離島（山口県の区域内の地 

点をいう。）間又は船舶以外の交通機関によることが著しく不便である地点間 

を連絡する航路をいう。 

イ 事業概要 

事 業 名 市町名 航路事業者 航 路 名 事 業 内 容 

離島航路対策 

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下関市 下関市 

竹崎～六連島 

島民の通勤・通学及び生

活物資の輸送を主な利

用として、竹崎～六連島

間を 1日 4往復運航。 

蓋井島～吉見 

島民の通勤・通園及び生

活物資の輸送を主な利

用として、吉見～蓋井航

路間を 1 日 3往復運航。 

萩 市 萩海運（有） 見島～萩 

島から本土への通勤者

及び通院者を主な利用

者として、見島、大島、

相島と萩間を運航。 

周南市 大津島巡航（株） 大津島～徳山 

島民の通勤・通学及び生

活物資の輸送を主な利

用として、大津島～徳山

間を 1日 7往復運航。 

防府市 （有）野島海運 野島～三田尻 

島民の通勤・通学及び生

活物資の輸送を主な利

用として、野島～三田尻

間を 1日 4往復運航。 

岩国市 岩国柱島海運（株） 岩国～柱島 

島から本土への通勤者

及び通院者を主な利用

者として、柱島～岩国間

を 1日 3 往復運航。 

光 市 牛島海運（有） 牛島～室積 

島民の通院及び生活物

資の輸送を主な利用と

して牛島～室積間を 1
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離島航路対策

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 3往復運航。 

柳井市 平郡航路（有） 平郡～柳井 

島民の通院及び生活物

資の輸送を主な利用と

して平郡～柳井間を 1

日 2往復運航。 

周防大

島町 
周防大島町 

久賀～前島 

島民の通院及び買い物

を主な利用として久賀

～前島間を 1日 3往復運

航。 

情島～伊保田 

島民の本土への通勤者

及び通院者を主な利用

者として、情島～伊保田

間を 1日 5往復運航。 

樽見～日前 

島民の通園・通学及び通

勤・通院を主な利用とし

て、樽見～日前間を 1日

4 往復運航。 

上関町 

上 関 町 八島～上関 

島民の通院及び生活物

資の輸送を主な利用と

して八島～上関間を 1

日 3往復運航。 

上関航運（有） 祝島～柳井 

島民の通院・通学及び生

活物資の輸送を主な利

用として祝島～柳井間

を 1日 3 往復運航。 

田布施

町・平

生町 

熊南総合組合 

馬島～麻里

府・佐合島～

佐賀 

島民の通院及び生活物

資の輸送を主な利用と

して馬島～麻里府・佐合

島～佐賀間を 1日 5往運

航。 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                   

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 332,438 337,749 350,840 

節 

うち負担金補助及び交付金 332,376 337,742 350,834 

うち委託料    

(

(単位：千円) 
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うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 332,438 337,749 350,840 

エ 本事業による効果 

有人離島の航路について、定期航路が確保されており、また、その航路の 

便数は 1日 2便以上が確保され、住民の日常生活に、また、離島地域におけ 

る交流人口の拡大に寄与しており、創意工夫を生かした離島の自立的発展に 

効果があると認められる。 

オ 監査手続 

（ア）山口県離島航路補助金交付要綱、山口県補助金等交付規則等により交付 

申請が行われ、山口県離島航路補助金が適正に交付されているかを確かめ 

た。  

（イ）平成 24年度離島航路補助金の交付決定及び額の確定の起案書、離島航路 

補助金積算資料等を閲覧して、補助金が定められた手順によって算定され、 

支出されているかを確かめた。 

（ウ）地域公共交通確保維持改善事業・事業評価書を閲覧して、内容吟味を行 

った。 

（エ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

カ 監査結果 

   （ア）県内 14の離島航路事業について、その経営状況をみると、平成 23年度 

     決算ベースで、県内全離島航路事業者の合計欠損額は 8億円を超えており、 

厳しい状況が続いており、いずれも、離島航路整備法に基づく離島航路整 

備費補助の対象航路として指定を受け、国、県などからの補助金を活用し 

て、航路の維持・運営がなされている。 

交流人口の拡大への取組を通じた利用者数の増大や事業経費の削減など 

の改善措置について、引き続き、国・県・市町が一体となって継続的に取 

組む必要があると考える。（意見） 

   なお、平成 24年度離島航路補助金は次のとおりである。 

                             

監査後収益 監査後費用 監査後欠損額 国庫補助金額 県補助金 市町負担額 

623,031 1,480,625 857,594 450,270 332,376 74,948 

（イ）山口県離島航路補助金交付要綱の第 4条第 1項第 1号のウの（カ）にお 

いて、補助金額算定上、「特別な配慮」がされている。平成 20 年度以降、 

15％特別補助加算が継続して適用されている。この適用率は固定したもの 

(

(単位：千円) 
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ではなく定期的に見直しを検討する必要がある。（意見） 

 

（７）運輸事業振興助成事業 

ア 事業の目的 

     昭和 51年度の税制改正により軽油引取税が暫定的に引き上げられ、この引 

き上げの影響の大きいバス事業及びトラック事業に対して、公共輸送機関の 

輸送力の確保及び輸送コストの上昇の抑制等を図り、輸送サービスの改善と 

充実に資するものである。平成 22年 5月の事業仕分けで透明性の確保を図る 

ことを指摘され、平成 23年 8月に「運輸事業の振興の助成に関する法律」（平 

成 23年法律第 101号）が法制化された。 

イ 事業概要 

   （ア）補助対象事業 

     ａ 軽油を燃料とする自動車を用いて行われる運輸事業（以下、「特定運輸 

事業」という。）を営む者が行う旅客又は貨物の輸送の安全の確保に関す 

る事業 

     ｂ 特定運輸事業に係るサービスの改善及び向上に関する事業 

     ｃ 特定運輸事業に係る公害の防止、地球温暖化の防止その他の環境の保 

全に関する事業 

     ｄ 特定運輸事業の適正化に関する事業 

     ｅ 特定運輸事業を営む者の共同利用に供する施設の設置又は運営に関す 

る事業 

     ｆ 特定運輸事業を営む者が震災その他の災害に際し必要な物資を運送す

るための体制の整備に関する事業 

     ｇ 特定運輸事業を営む者の経営の安定化に寄与する事業（当該事業に要

する費用に充てるための基金を設けて行われるものに限る。） 

     ｈ 全国を単位とする一般社団法人であって、前各号に掲げる事業を行う

ものに対し、資金の出えんを行う事業（当該一般社団法人が当該出えん 

を行う者を社員とする場合に限る。） 

     ｉ 前各号の他、特定運輸事業の振興に資する事業で知事が特に必要と認 

める事業 

   （イ）補助対象事業者 

     ａ 事業者により構成される県単位の公益法人《一般社団法人山口県トラ 

ック協会（以下、「山口県トラック協会」という。）、公益社団法人山口県 

バス協会（以下、「山口県バス協会」という。）》 

     ｂ バス事業を行う地方公共団体（宇部市交通局、岩国市交通局） 

   （ウ）交付状況                          
(

(単位：千円) 
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交 付 先   平成 24年度   平成 23年度  平成 22年度 

山口県トラック協会 279,728 318,391 309,854 

山口県バス協会 23,244 26,156 25,021 

宇部市交通局 1,698 1,843 1,860 

岩国市交通局 920 1,259 1,547 

合   計 305,590 347,649 338,282 

ウ 決算額の内容及び財源内訳                   

 

年   度 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

決 算 額 305,590 347,649 338,282 

節 

うち負担金補助及び交付

金 305,590 347,649 338,282 

うち委託料    

うち貸付金    

財
源
内
訳 

国庫支出金    

その他    

一般財源 305,590 347,649 338,282 

エ 監査手続 

（ア）山口県運輸事業振興助成補助金交付要綱、山口県補助金等交付規則、運 

輸事業の振興の助成に関する法律等により交付申請が行われ、山口県バス 

運行対策費補助金が適正に交付されているかを確かめた。  

（イ）山口県運輸事業振興助成補助金交付額の算定資料、補助金等の交付事務 

に係るチェックシート等を閲覧して、補助金が定められた手順によって算 

定され、支出されているかを確かめた。 

（ウ）一般行政経費当初予算見積調書、運輸事業振興助成交付金制度の立法化 

に関する資料を閲覧して、内容吟味を行った。 

（エ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

オ 監査結果 

   （ア） 補助対象事業と補助金の交付目的との整合性 

     ａ 山口県トラック協会の事業実績               

 

項   目 金  額 摘    要 

輸送力確保事業 219 ・総合防災訓練 

(

(単位：千円) 

 

 

(

(単位：千円) 
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・高圧ガス保安協会 

・緊急自然対策事業 

安全運行確保事業 39,484 

・運転者適性診断 

・運転記録証明 

・運行・整備管理者講習 

・パトロール車管理費 

・トラックドライバーコンテスト 

・貨物自動車運転者研修 

中小企業対策事業 6,108 

・経営診断の促進 

・コンピュータ運用 

・中小企業改善研修会 

・経営者研修会 

・人材開発育成確保事業 

環境対策事業 636 

・省エネ対策事業 

・環境啓発事業 

・環境対策推進事業 

広報活動事業 27,808 

・テレビ利用 

・ラジオ利用 

・広告 

・「トラックの日」 

・支部広報宣伝費 

・トラック広報 

交付金運営事業 14,179 会議費、人件費 

貨物自動車運送適正

化事業 
42,447 

適正化事業管理費、事故防止対策事業

他 

交付金事業推進事務 502 事務費 

中央出損金 69,932 
公益社団法人全日本トラック協会へ

の出損金 

他会計への繰入金支

出 
65,800 

・基金・助成運用特別会計 

・研修会館特別会計 

・輸送サービス等改善対策特別会計 

近代化基金取得支出 9,474 ・預託による融資枠の確保 

車両運搬具購入支出 3,119 ・パトロール車両 

預託金支出 20 ・リサイクル料の預託 

合  計 279,728  

     ｂ 山口県バス協会の事業実績                 
(

(単位：千円) 
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項  目 金  額 摘    要 

施設整備事業 4,810 
・バス停ほか上屋の新設、立替、補修

他 

輸送サービス改善事

業 
5,322 

・OBCビジョン（バス車内運賃表兼用）

一部作成 

・ダイヤ編成システム、運賃カセット

作成 

・バス時刻表の作成他 

安全運行対策等事業 8,757 

・運転者適性診断受診助成 

・ドライブレコーダー、関連機器等一

部助成他 

環境対策事業 100 ・エコドライブキャンペーン 

貸切バス事業助成事

業 
3,691 

貸切バス事業者への助成 

その他事業費 564 
・ノーマイカーデーPR費 

・事務費他 

合  計 23,244  

ｃ 補助対象事業については、「運輸事業の振興の助成に関する法律」に基 

づく政令により 9つの事業が定められており、県においても同様の内容  

で山口県運輸事業振興助成補助金交付要綱において示されているが、そ 

の内容が抽象的な定めであることから、補助金の交付目的との整合性や  

事業効果を確認することが困難な場合がある。このため、県においては、 

これまでの確認に加えて、必要に応じて補助事業者から対象事業の資料 

を求めるなど、より具体的な使途の確認を行う必要があるものと考える。 

（意見） 

（イ）山口県トラック協会（県の運輸事業振興助成補助金の 91.5％を支給して 

いる。）に対する補助金の 25％が公益社団法人全日本トラック協会（以下、 

「全ト協」という。）に対して、中央出損金として出損されている。 

全ト協は、トラック運送事業の適正な運営、健全な発展の促進、公共の 

福祉に寄与するための事業の実施、事業者の社会的・経済的地位向上、会 

員間の連携・協調の緊密化のために都道府県トラック協会の中央団体とし 

て昭和 23年に設立された。平成 23年 9月 30日に施行された「運輸事業の 

振興の助成に関する法律」に基づく政令によって、山口県トラック協会は、 

中央団体である全ト協に対して、従前同様、運輸事業振興助成補助金のう 

ち 25％を中央出損金として支払を行っている。 
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   このような制度が設けられている理由は、トラック事業やバス事業の諸 

施策の一部は全国的に統一して行う必要があるからとされている。 

   県としても、山口県トラック協会を通じて、全ト協に間接的に補助を行 

っていることとなるのであるから、全ト協の決算書の入手及び事業内容の 

確認を行う必要がある。（意見） 
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７ 商工労働部 労働政策課 

（１）労働教育指導事業 

ア 事業の目的 

     山口県が行う電話または電子メール（以下「メール」という。）による労働 

相談業務（以下「労働相談業務」という。）は、労働者及び事業主等の労働に 

関する様々な問題について、社会保険労務士が助言等を行うことにより、雇 

用管理の改善を促進し、労働者の福祉の向上を図ることを目的とする。 

イ 事業の内容 

     山口県は、競争入札等審査会において、労働相談業務の委託先として選定

する業者（以下「受託者」という。）に以下の業務を委託する。 

   （ア）労働相談員を選任すること。 

   （イ）労働相談業務を行うこと。 

   （ウ）その他この要領に定める事務を行うこと。 

ウ 労働相談の実施方法 

     労働相談員の専任及び指示 

   （ア）受託者は、年度当初、労働相談員名簿を作成し、労働政策課へ提出する。 

   （イ）受託者は、毎月 25日までに、翌月の労働相談員を選任し、労働相談業務 

の実施を指示する。 

   （ウ）受託者は、毎月 25日までに、翌月の労働相談員勤務予定表を労働政策課 

長へ提出する。なお、予定を変更する場合は、事前に労働政策課長へ届出 

すること。 

エ 労働相談員の業務等 

   （ア）勤務場所 

      労働相談員の勤務場所は、選任された相談員の主たる事務所とする。 

   （イ）勤務日及び勤務時間 

項  目 内  容 

勤 務 日 
月曜日から土曜日まで 

（祝日、年末年始を除く） 

勤務時間 9：00～18：00 

オ 事務処理手順 

   （ア）労働相談の受付 

       ａ 労働相談は、電話又はメールにより受け付けるものとする。 

ｂ 電話による相談（以下「電話相談」という。）については、労働ホット 

ライン（労働政策課）の回線にかかってきたものを、当番労働相談員の 

主たる事務所の回線へ転送することにより、当番労働相談員が受け付け 

るものとする。 
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     ｃ メールによる相談（以下「メール相談」という。）については、労働ホ 

ットライン（労働政策課）のアドレスに送信されてきたメールを当番労 

働相談員のアドレスへ転送するか、又はメールの内容をプリントアウト 

したものを、ファックスにより当番労働相談員の主たる事務所へ送信す 

ることにより、当番相談員が受け付けるものとする。 

（イ）労働相談の処理 

     ａ 電話相談については、転送を受けた当番労働相談員が、処理するもの 

とする。 

     ｂ メール相談については、転送を受けた当番労働相談員が、当該労働相 

談に係る回答を作成し、労働政策課に再転送するものとする。相談者に 

対しては、労働政策課から当該回答メールを返信することにより処理す 

るものとする。 

カ その他の業務 

     労働相談員は、その他労働政策課長が指示する事項を処理する。 

キ 監査手続 

     委託契約書、労働相談(労働ホットライン)委託実施要領、勤務実績報告書

及び業務委託検査調書等を閲覧して、委託契約が適切に行われ、その履行が

確実に行われたか等を確認した。 

ク 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（２）労働福祉金融対策費 

ア 事業の目的 

     低利の貸付制度により、企業倒産又は事業不振、縮小等により離職を余儀

なくされた者の生活安定や中小企業勤労者の福祉増進を図ることを目的とす

る。 

イ 事業の内容 

事 業 区 分 

平成 24 年

度 新 規 融

資枠（千円） 

貸 付 要 件 金融機関 

への預託 

（千円） 

備考 
資金使途 

限 度 額 

  （千円） 

貸付期間 

（）うち据置 

県・市町中小企業 

勤労者小口資金 

（中小企業勤労者に

 

350,000 

大学教育

資金 

 

3,000 

10年 

（ 在 学 中 4

年） 

 

 119,431 
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低利資金を貸し付け、

生活の安定を図る。） 

貸付金利 年 1.8％ 

育児・介

護休業資

金 

    1,000 

（一定の場  

 合 1,500） 

10年 

（休業中 1

年） 

冠婚葬祭

療養資金 
   1,000 10年 

災害資金 1,000 10年（1年） 

生活向上

資金 
   1,000 10年 

県・市町離職者緊 

急対策資金 

（離職を余儀なくさ 

れた勤労者に対し低 

利資金を貸し付け、生 

活の安定を図る。） 

貸付金利 年 1.0％ 
300,000 

大学教育

資金    1,500 

10年 

（ 在 学 中 ４

年） 

  117,501 

 

住宅資金

償還金 
     700 

6年 

（別に 1年） 

冠婚葬祭 

療養資金 
    1,000 10年（1年） 

災害資金     1,000 10年（1年） 

一般生活

資金     1,000 10年（1年） 

中小企業勤労者 

賃金支払資金 

（賃金遅払が発生し 

た中小企業勤労者に 

低金利資金を貸し付 

け、生活の安定を図 

る。） 

貸付利率 年 1.8％ 

50,000 －       540 6カ月    18,000 

 

勤労者住宅建設

促進資金 
－ －  1,340,943 

既貸付

金残高

に応じ 

た預託 

勤労者台風災害

住宅緊急対策資

金 

－ －     8,717 

駐留軍関係従業

員生活資金 
－ － 103 
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ウ 監査手続 

金銭消費寄託契約書、山口県・市町中小企業労働者小口資金貸付要綱、山 

口県・市町離職者緊急対策資金貸付要綱等を閲覧して、当該業務が適切に行 

われているか等を確かめた。 

エ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（３）技能五輪・アビリンピック選手育成支援強化事業 

ア 事業の目的 

     若年技能者や技能を志す学生等が、各種技能競技大会などに参加しやすく

することで、自らの技能を向上させる機会を確保するとともに、熟練技能者

等を彼らのもとに派遣して技術指導等を行うことにより、優れた技能の継承

と次世代技能者の育成を促進する。 

イ 事業の内容 

   （ア）技能五輪全国大会等への支援 

      技能五輪全国大会等への参加選手及び入賞者数の維持・増加を図るため、

選手の育成強化や大会派遣について、県独自の取組により支援する。 

     ａ 第 50回技能五輪全国大会 

     ｂ 第 33回全国障害者技能競技大会 

   （イ）熟練技能者等の派遣・指導 

      山口マイスター等のものづくり熟練技能者を学校や訓練機関、企業等の 

申請に応じて派遣し、技能検定対策講座や各種技能競技大会に向けた技術 

指導等を実施する。 

（ウ）交付の対象及び補助金の額 

      補助金の交付対象は、技能五輪全国大会に参加する選手に対して育成強 

化支援事業を行う山口県職業能力開発協会並びに、全国障害者技能競技大 

会(アビリンピック)に参加する選手本人または当該選手の育成強化を行う 

所属企業・団体等とする。 

（エ）補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費に対応する補助金 

  の額 

                                  

経 費 の 区 分 

補助事業に要する

経費 (補助対象経

費) 

補助金の額 

技能五輪全国大会関係経費 7,844,665 7,844,665 

   ①選手育成強化費 3,388,835 3,388,835 

(

(単位：円) 
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   ②大会派遣費 4,455,830 4,455,830 

ウ 監査手続 

   （ア）山口県技能五輪・アビリンピック選手育成強化事業補助金交付要綱、補 

助金の交付事務に係るチェックリスト等を閲覧して、補助金が交付要綱に 

基づき、適正に執行されているかを確かめた。 

（イ） 委託契約書、山口マイスター等派遣事業業務委託仕様書等を閲覧して地 

方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号による随意契約が適正に行われ 

ているかを確かめた。 

エ  監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（４）認定職業訓練促進事業 

ア 事業の目的 

     認定職業訓練の円滑な運営を促進し、労働者の職業能力の開発及び向上を

図る。 

イ 補助率及び補助対象基準 

補助金の額の確定の基準（以下「基準額」という。）は、次の①及び②によ 

り算出した合計額とし、基準額に基づき算定された額と補助対象経費の 3分 

の 2の額を比較して低い方の額を補助金の額とする。 

   （ア）長期間の訓練課程に係る補助対象基準額 

     ａ 長期間の訓練課程に係る補助対象基準額 

区 分 
1訓練科当たりの

補助対象訓練生数 
基  準  額 

ＩＴ以外 

（注 1） 

5人未満 1,578,000円（固定費） 

5人以上 
1,238,000円＋68,000円×当該訓練生数 

（固定費）（1人当たり単価） （注 2） 

（注 1）「ＩＴ以外」とは「ＩＴ対応」の訓練科以外の訓練科であること（以下同じ）。 

（注 2）対象訓練生は出席率 80％以上の者に限る。（以下同じ。） 

区 分 
1訓練科当たりの

補助対象訓練生数 
基  準  額 

ＩＴ対応 

5人未満 1,948,000円(固定費) 

5人以上 
1,608,000円＋68,000円×当該訓練生数 

(固定費) (1人当たり単価) 

     ｂ 専門課程 

       7,662,000 円＋142,000円×当該訓練生数 

        (固定費) （1人当たり単価） 
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     ｃ 上記ａ及びｂについて、共同認定職業訓練実施団体の行う訓練につい 

ては、1認定職業訓練施設につき次の経費を加える。 

      ・ 訓練生募集会費            80,000円 

・ 臨時教務職員の配置のための経費    160,000円 

・ 訓練生の定着促進のための経費     80,000円 

（イ）短期間の訓練課程に係る補助対象基準 

      各訓練課程において定める訓練単位数の 1単位当たりの補助基準に、当 

該訓練生数及び訓練単位数を乗じて得た額。（注 3） 

訓練の種

類 
訓 練 課 程 基  準  額 

普通職業

訓練 

短期

課程 

① 

施行規則別表 4 に係るもの 

ＩＴ以外 52,000円 

ＩＴ対応   64,800円 

② 

施行規則別表 5 に係るもの 

ＩＴ以外   30,000円 

ＩＴ対応   42,400円 

③ 

①及び②以外 

ＩＴ以外    5,760円 

ＩＴ対応    8,860円 

高度職業

訓練 
専門短期課程 

ＩＴ以外    6,220円 

ＩＴ対応    9,560円 

指導員訓

練 
研修課程 

ＩＴ以外    5,760円 

ＩＴ対応    8,860円 

（注 1）上記表中、短期課程のうち③並びに専門短期課程及び研修課程の各訓 

練課程にあっては、訓練単位数の 1単位当たりの補助基準である。また、 

1コースの中で「ＩＴ対応」と「ＩＴ以外」の訓練を実施する場合は、 

それぞれ時間数に応じた訓練単位を併用すること。 

ウ 監査手続 

     山口県認定職業訓練運営事業補助金交付要綱、山口県認定職業訓練施設等

整備事業補助金交付要綱、平成 24 年度職業能力開発校設備整備費等補助金

(認定職業訓練助成事業費)における補助対象経費の算定基準について(厚生

労働省職業能力開発局長)等の関係資料を閲覧し、交付要綱に基づき業務が適 

正に行われているか等を確かめた。 

エ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（５）職業能力開発協会育成費 

ア 事業の目的 

     山口県職業能力開発協会（以下「協会」という。）が、職業能力開発促進法 
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（昭和 44年法律第 64号）第 82条の規定に基づく事業（以下「補助事業」と 

いう。）を円滑に行うことにより、職業能力の開発及び向上の促進を図ること 

を目的とする。 

イ 交付の対象及び補助金の額 

     補助金の交付の対象となる経費は、補助事業の実施に要する経費のうち、 

次の各号に掲げるものの一部とする。 

   （ア）協会の管理に要する経費 

     ａ 職員の給料及び諸手当に要する経費 

     ｂ 協会の維持、管理に要する経費 

   （イ）協会の事業の実施に要する経費 

     ａ 職業訓練振興事業のうち、48時間講習事業、職業能力開発促進大会及 

び職業能力開発推進者経験交流プラザ事業に係る経費であって、国が示 

す補助対象外経費を除く経費 

ｂ 技能競技大会関係事業に係る経費であって、国が示す補助対象外経費 

を除く経費 

     ｃ 技能検定関係事業に係る経費であって、国が示す補助対象外経費を除

く経費 

（ウ）補助金の額は定額とする。 

ウ 平成 24年度技能向上対策費補助金の確定見込額 

   （ア）都道府県技能検定実施事務費 

区   分      金  額 

国の補助金 312,000円 

技能検定実施事務に要した額 1,019,210円 

   （イ）都道府県職業能力開発協会費 

区   分 金  額 備  考 

国の補助 19,161,000円  

県の補助 19,162,000円  

間接補助事業に要した経費か

ら当該事業に係る収入及びそ

の他の収入（会費収入及び寄

付収入を除く）を控除し 2 分

の 1した額 

   19,639,209円 

[イ－（ロ＋ハ＋ニ）]1/2 

（イ） 113,029,495円 

（ロ）   53,021,500円 

（ハ）  20,720,856円 

（ニ）        8,721円    

 

 

間接補助対象経費 

事業収入 

各種積立金取崩収入 

その他収入（預金利息

他） 

   （ウ）技能向上対策費補助金の確定見込額 

確定見込額（上記①＋②）    19,473,000円 



- 123 - 

 

エ 監査手続 

     山口県職業能力開発協会費補助金交付要綱、平成 24年度技能向上対策費補 

助金(都道府県職業能力開発協会費)事業実施計画書、平成 24年度技能向上対 

策費(都道府県技能検定実施事務費・都道府県職業能力開発協会費)補助金の 

内示について（厚生労働省職業能力開発局長）等の資料を閲覧し、交付要綱 

に基づき業務が適正に行われているか等を確かめた。 

オ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（６）運営費及び基本実習費（職業能力開発校設備整備費等補助金） 

ア 事業の目的 

交付の対象となる事業の実施を円滑にし、労働者の職業能力の開発及び向 

上を促進することを目的とする。 

イ 交付の対象 

     この補助金は次の事業を交付の対象とする。 

   （ア）県が行う県立職業能力開発校の建物・機械の整備事業 

   （イ）県が行う県立職業能力開発校の職業訓練指導員に対する研修事業 

   （ウ）以下省略 

ウ 平成 24年度予算化された施設・機械器具整備費 

 
学校名 整 備 内 容 節 当初予算 

国庫補助 

内示額（１/２） 
備  考 

設備 西部校 
地下重油タンク 

改修工事 

委託料 

工事請負費 

   333        0 補助対象外 

10,015    5,007  

 

 

機器 

  

東部校 

ダイアグモニター 備品購入費 334      167  

プレート型リフト 備品購入費   3,685        0 補助対象外 

パソコンシステム 備品購入費   4,860    2,430  

西部校 
電動工具用集塵機 備品購入費    248      124  

防炎暗幕 備品購入費    923      461  

＊ プレート型リフトについては、一才で整備。 

エ 監査手続 

       平成 24年度職業能力開発校設備整備費等補助金(職業能力開発校設備整備 

等事業費)算定基準、平成 24年度職業能力開発設備整備費等補助金実績報告 

書等を閲覧し、事業が適正に行われているか等を確かめた。 

オ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 



- 124 - 

 

（７）子育て女性等の再就職支援事業 

ア 事業の目的 

     就労経験がない又は乏しいこと等により就労が困難となっている児童扶養

手当受給者及び生活保護受給者等に対し、就労経験がない又は乏しいことに 

配慮した職業訓練を実施することにより、これら就職困難者の職業的自立を 

目的とする。 

目的を達成するため、民間教育訓練機関等を活用し、就業に就くための「職 

業訓練」を国の委託を受け実施するものである。 

イ 実施方法 

     山口県では、上記事業を県事業「子育て女性等の再就職支援事業」の中に 

おいて受託している。 

具体的には、子育て女性等の再就職支援事業として、託児付きの職業訓練 

や県内各地域で実施される臨時訓練に母子家庭の母等の定員を別枠で設定し、 

職業訓練を行うことにより、育児や介護等によって離職した女性や母子家庭 

の母等の就職を支援する。 

対象者は子育て等により長期間職に就いていない女性や母子家庭の母等で 

公共職業安定所の受講斡旋のある者である。 

        県 事 業     国 事 業 

子育て女性

等の再就職

支援 

①託児付き職業訓練 

 ・定員 40人（20人×2コース） 
離職者等再就職訓練事業 

②離職者等再就職訓練の定員に 

 母子等枠を上乗せ設定 

 ・定員 48人 

 （1コース当たり 2～4人を設定） 

 

母子家庭の母等の職業的自

立促進事業 

 

ウ 業務の内容 

   （ア）訓練の実施 

   （イ）訓練生の就職支援 

   （ウ）訓練及び就職支援の実施に付随する業務 

   （エ）託児サービスの提供 

エ 訓練期間、訓練実施日及び訓練時間 

   （ア）訓練期間及び訓練実施日 

      訓練期間は、区分ごとに下表のとおりとする。 

      また、訓練は、原則として土曜日、日曜日及び祝日を除く日に設定する

ものとし、標準訓練日数を下表のとおりとする。なお、土曜日、日曜日又

は祝日に訓練を実施する場合は、高等産業技術学校と事前に協議し、その

承諾を受けること。 
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   （イ）訓練時間 

      一日当たりの訓練時間は、5時間を標準とし、標準総訓練時間は下表の 

とおりとする。なお、1単位時間を 45分間以上 60分間未満（休憩時間を 

除く。）で設定し、1単位時間を 1時間として算定しても差し支えない。 

区  分 訓 練 期 間 の 設 定 
標準訓練日

数 

標準総訓

練時間 

託児サービ 

ス付訓練 

（3か月） 

3 か月以内とし、原則として、訓練

終了日は訓練開始日に対応する日

の前日とする。 

60日 300時間 

オ 訓練対象者 

     訓練対象者は、次のいずれにも該当する者であって、山口県立東部高等産 

業技術学校長又は山口県立西部高等産業技術学校長（以下「校長」という。） 

が女性訓練の受講者として適当と認めたもの（以下「訓練生」という。）であ 

ること。 

   （ア）次のいずれかに該当する者であること。 

     ａ 母子家庭の母 

       子の年齢が 20歳未満の母子家庭の母 

     ｂ 長期未就労女性  

       就労経験のない若しくは就労経験に乏しい又は長期（概ね 1年程度以 

上）職に就いていない女性 

     ｃ 訓練期間中に託児サービスを必要とする者 

   （イ）公共職業安定所に求職申込みを行っている者であること。 

   （ウ）公共職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けている者で

あること。 

カ 委託料 

受託業務に要する経費については、厚生労働省が定める受託訓練実施要領 

に基づき、次のとおり女性訓練の業務を受託した事業者（以下「受託者」と 

いう。）へ支払うものとする。 

   （ア）訓練実施経費 

     ａ 訓練生 1人 1月当たりの単価 50,000円（外税）を上限として決定し支 

払うものとする。ただし、1か月当たりの訓練時間が 100時間（1単位時 

間を 1時間とみなす場合は 100単位時間とする。以下同じ。）未満の時は、 

50,000円に当該計画における 1か月の訓練時間を乗じて 100時間で除し 

て得た額（1円未満は切り捨て）を上限単位とする。 

         ｂ 前記ａの 1人 1月当たりの単価は、1人 1月当たり受託金額算定票に 

より算定された 1人 1月当たり受託金額とする。ただし、高等産業技術 
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学校との協議による訓練内容の修正により当該金額により難いときは、 

別途、協議の上、定めるものとする。 

ｃ  訓練生 1人当たりの委託料の額は、1人 1月当たりの単価に訓練月数 

を乗じて得た額とする。ただし、訓練途中に訓練生が退校した場合等の 

当該訓練生の委託料の額は、1か月ごとに算定するものとする。この場 

合において、当該 1か月間に当該者に対して訓練が行われた日数（以下 

「訓練実施日数」という。）が 16日以上又は訓練が行われた時間（以下 

「訓練実施時間」という。）が 96時間以上のいずれにも該当しないとき 

は、当該 1か月の訓練すべき日数を分母に、訓練を行った日数を分子に 

して得た率に、1人 1月当たりの委託料の額を乗じて得た額から 1円未  

満の端数を切り捨てて得た額とし、訓練実施日数が 16日以上若しくは訓 

練時間数が 96時間以上であるときは 1人 1月当たりの委託料の額とする。 

   （イ）託児サービスに係る就学前の児童１人当たりの経費 

     ａ  託児サービスに係る委託料の額は、委託サービスの提供に要する実費 

とし、託児に係る児童 1人 1月当たりの単価に訓練月数を乗じて得た額 

とする。ただし、当該単価は 66,000円（外税）を上限として決定し支払 

うこととする。 

     ｂ  前記ａの託児サービスに係る児童 1人 1月当たりの単価は、1人 1月 

当たり受託金額算定票により算定された 1人 1月当たり受託金額とする。 

ただし、高等産業技術学校との協議による訓練内容又は託児サービス 

の内容の修正により当該額に寄りがたいときは、別途、協議の上、定め 

るものとする。 

     ｃ 訓練途中に訓練生が退校した場合、または、その他の事情により訓練 

受講者が託児サービスの利用を中止した場合の取扱いについては、（ア） 

ｃの例による。 

キ 実施訓練コースの概要 

     実施する訓練の訓練分野及び実施地域、開始時期、定員は下表のとおりと 

する。 

種  別 地  域 訓 練 分 野 定員 開始時期 

託児サービス

付き訓練（3か

月） 

周南又は防府 一般事務又は経理事務 20 5月～9月 

託児サービス

付き訓練（3か

月） 

宇部又は下関 一般事務又は経理事務 20 5月～9月 

   （ア）訓練実施場所 
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訓練実施場所は、コースごとに指定された地域内とし、地域区分は次の 

表のとおりとする。 

地    域 左の地域に属する市町 

 

東部高等産 

業技術学校 

担当地域 

岩国地域 岩国市、和木町 

柳井地域 
柳井市、周防大島町、上関町、田布施町、

平生町 

周南地域 下松市、光市、周南市 

防府地域 防府市 

山口地域 山口市 
 

西部高等産

業技術学校

担当地域 

宇部地域 宇部市 

山陽小野田地域 山陽小野田市 

美祢地域 美祢市 

 下関地域 下関市 

萩・長門地域 萩市、長門市、阿武町 

ク 訓練内容 

   （ア）各訓練分野の訓練内容は、別表「訓練分野一覧表」のとおりであり、「最 

低取得目標資格」の取得を達成でき、「カリキュラム作成上の要件」を満た 

す訓練内容とすること。 

   （イ）訓練内容は、企業の人材ニーズや求職者の訓練ニーズに合致し、常用雇 

用の求人が見込まれる職種に係る訓練とし、次の内容とすること。 

     ａ 訓練職種に係る基礎的な知識の習得 

     ｂ 訓練職種に関する技能等の習得 

     ｃ 実践的な技能・技術や知識の習得 

     ｄ 就職に有利かつ必要な資格取得に必要な知識・技能等の習得 

     ｅ 一般常識等社会人として最低限必要な知識の習得 

   （ウ）訓練内容は、求職者の就職促進に真に資するものとし、次に掲げる職業 

意識の涵養・基礎能力の養成等に資する内容についても配慮すること。 

     ａ 予想される就職先の職種に関する求人若しくは労働の条件又は必要な 

免許、資格若しくは実務経験等、雇用の状況に関する理解の促進に資す 

るもの。 

     ｂ 予想される就職先の職種について、企業が求める人材像の理解の促進 

に資するもの。 

     ｃ 当該訓練の受講意欲の喚起に資するもの。 

     ｄ 職業に必要なビジネスマナーの向上に資するもの。 

ケ 託児サービスの提供 
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   （ア）託児サービスの内容 

     ａ 託児サービスの提供内容 

       訓練時間中及び休憩時間中に、児童福祉法に定める保育所及び一時預 

かり施設においては、児童福祉施設最低基準を満たす保育内容を、認可 

外保育施設においては、認可外保育施設指導監督基準を満たす保育内容 

を提供すること。 

       なお、授乳・補水補助については託児サービス提供内容に含むものと 

するが、食事等の補助については、託児サービス提供機関と校長が協議 

の上、託児サービスの提供内容に含むものとするか否かを決定するもの 

とする。 

     ｂ 託児サービスの提供方法 

次のいずれかの方法により託児サービスを提供すること。 

     （ａ）施設内託児サービス 

        訓練を実施する機関（以下「訓練実施場所」という。）の施設内にお 

いて、受託者自らが又は委託により、託児サービスを提供する。 

     （ｂ）施設外託児サービス 

        訓練実施場所の施設外において、受託者自らが又は委託により、託 

児サービスを提供する。この場合にあっても、原則として訓練生自ら 

が施設外託児サービス提供場所まで児童の送迎を行う必要があること。 

なお、近隣の施設外託児サービスの場所は、訓練実施場所から概ね 

半径 2㎞以内の通所可能な距離にある場所であること。また、訓練実 

施場所の近隣において施設外託児サービスの提供ができない場合、受 

託者は、訓練実施場所に訓練生と施設外託児サービス提供機関との間 

で児童の引き渡しを行う場所を設け、施設外託児サービス提供機関は 

送迎中の安全に配慮のうえ、その場所まで児童の送迎を行う等、必要 

に応じて対応すること。 

コ 訓練分野一覧 

区  分 訓練分野名 最低取得目標資格 カリキュラム作成上の要件 

 

知識等習得 

（6カ月） 

介護職員基

礎 
介護職員基礎研修 

 

情報ＩＴ 

ＩＴパスポート＋コ

ンピュータサービス

技能評価試験（ワー

プロ部門 2 級、表計

算部門 2級） 

 

ＯＡ経理 コンピュータサービ  
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ス技能評価試験（ワ

ープロ部門 2 級、表

計算部門 2 級）＋日

商簿記 2級 

接客サービ

ス 

接客サービスマナー

検定 2 級、サービス

接遇検定 2 級、販売

士 2級のいずれか 

目標資格の習得を達成する訓

練に、接客業の職務に必要とな

る知識・技能を習得する訓練を

付加すること。（付加する訓練

内容の例示：冠婚葬祭知識、パ

ソコン、経理、色彩基礎・応用、

ラッピング、外国語等） 

知識等習得 

（3か月） 

 

・委託訓練活

用型デュアル

システム 

 

・企業魅了体

験プログラム 

 

・子育て女性

等就職支援事

業（託児サー

ビス付） 

 

 

介護実務 
訪問介護員養成研修

（2級課程） 

目標資格の取得を達成する訓

練に、介護の職務に必要となる

知識・技能を習得する訓練を付

加すること。（付加する訓練内

容の例示：パソコン、ガイドヘ

ルパー資格取得等） 

一般事務 

コンピュータサービ

ス技能評価試験（ワ

ープロ部門 3 級、表

計算部門 3級） 

目標資格の取得を達成する訓

練に、一般事務職、営業事務職

等の職務に必要となる知識・技

能を習得する訓練を付加する

こと。（付加する訓練内容の例

示：ワープロ・表計算 2級、デ

ータベース、Ｗｅｂ、パソコン

実践対応能力習得、経理事務基

礎、総務・人事・労務管理等 

医療事務 メディカルクラーク 

目標資格の習得を達成する訓

練に、医療事務の職務に必要と

なる知識・技能を習得する内容

を付加すること。（付加する訓

練内容の例示：ドクターズクラ

ーク、ケアクラーク、パソコン

等） 

経理事務 日商簿記 2級  

サ 監査手続 

平成 24年度母子家庭の母等の職業的自立促進事業委託契約書、母子家庭の 
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母等の職業的自立促進事業委託要綱、離職者等再就職訓練事業委託契約書、 

子育て女性等の再就職支援事業(託児サービス付き訓練)仕様書、子育て女性 

等の再就職支援事業(託児サービス付き訓練)事業計画書等を閲覧し、適正に 

事業（委託取引）が行われているか等を確かめた。 

シ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（８）障害者就業支援事業 

ア 事業の目的 

     障害者就業・生活支援センターに、就業支援担当者と連携しながら、障害 

者雇用の普及啓発を行う「障害者雇用支援員」を配置し、企業訪問等による 

障害者雇用の普及啓発を図る。 

イ 業務の内容 

   （ア）障害者雇用支援員の配置（1人） 

   （イ）障害者雇用支援員の業務内容 

      障害保健福祉圏域内の障害者法定雇用率未達成の民間企業（以下「対象 

企業」という。）に対し、就業支援担当者と連携しながら、次の業務を行 

う。 

     ａ 対象企業への訪問や電話連絡等を通じ、障害者雇用に関する制度、助 

成金等の普及啓発及び雇用上の課題・支援ニーズの把握を行うこと。 

     ｂ 対象企業の課題・支援ニーズに応じて関係機関（公共職業安定所、山 

口高齢・障害者雇用センター等）との連絡調整を行うこと。 

     ｃ その他、障害者雇用の普及啓発に必要なこと。 

ウ 実施場所 

     障害者就業・生活支援センター 

エ 留意事項 

     東日本大震災等の影響による失業者（青森県、岩手県、宮城県、福島県、 

茨城県、栃木県、千葉県、新潟県及び長野県内の災害救助法適用地域に所在 

する事業所を離職した失業者又は当該地域に居住していた求職者（以下「被 

災求職者」という。）若しくは平成 23年 3月 11日以降に離職した失業者。） 

の新規雇用により配置すること。ただし、被災求職者を優先的に雇用するこ 

と。なお、上記の失業者では雇用を充足できず、事業を実施できない場合に 

は、上記以外の失業者（平成 23年 3月 11日よりも前から失業していた者） 

の新規雇用に配置することも差し支えないこと。 

オ 平成 24年度障害者雇用支援員設置事業実施状況 

区       分  件  数  等 
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・対象企業訪問延べ件数（実企業数） 713件（570件） 

・対象企業電話連絡等延べ件数（実企業数） 594件（441社） 

・関係機関（公共職業安定所、山口高齢・障害者雇用支援

センター等］との連絡調整延べ件数） 
244件 

・対象企業における雇用上の課題・支援ニーズの内容等（延

べ件数） 

 

 担当業務の選定に関すること 345件 

周囲とのコミュニケーションに関すること    74件 

職場設備の改善に関すること    29件 

処遇（賃金、労働時間、能力開発、昇進等）に関する

こと 

   77件 

障害者雇用に関する制度や各種助成金に関すること    62件 

その他   380件 

・対象企業における障害者に係る新規求人状況  

 企業数（延べ企業数）    82社 

求人数（延べ人数）    94人 

・対象企業における障害者の新規雇用状況 

 （雇用契約を結んだもの） 

 

 企業数（延べ企業数）    55社 

雇用人数（延べ人数）    59人 

カ 監査手続 

      委託契約書、障害者雇用支援員設置事業仕様書、契約情報(随意契約とした 

理由)、障害者就業支援事業の事業計画書、業務委託検査報告書等を閲覧し、 

地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号による随意契約の妥当性等につ 

いて確かめた。 

キ 監査結果 

契約先の法人について、途中で支援員が退職し新たに支援員を雇用してい

るものがあった。新たな支援員を雇用する 5 日間、支援員がいない状態が生

じていた。契約（契約書、仕様書）上は、その場合の取扱いの明記はなく、 

また、特に減額の検討も行われていなかった。このケースは特に影響はない 

との説明があったが、期間による契約であり、また、途中で支援員の交代が 

ある場合には、業務の効率化にも影響があると考えられる。 

契約上、支援員の交代が必要な場合の対応について定めておく必要がある 

ものと考える。（指摘） 

 

（９）産業人材育成総合支援事業 
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ア 事業の目的 

     厳しい雇用情勢が続く中で、離職者や新卒者の早期就職を支援するため、 

民間教育訓練機関等の機動性を活用した多様な職業訓練を行うことにより、 

本県産業を担う人材の育成を図る。 

イ 事業の内容 

   （ア）離職者等求職者を対象とした職業訓練（委託訓練） 

      厳しい雇用情勢を踏まえ、平成 23年度と同規模の訓練を実施する。未就 

職卒業者の優先枠を確保する。 

      具体的には、108コース 1,880人（未就職卒業者優先枠 80人）の訓練を 

実施する。 

     ａ 知識等習得訓練 

       求人ニーズの高い介護、情報等の分野の訓練を民間教育訓練機関等に 

委託して実施する。                             

コース別 内     容 
職業訓練人

数 

うち未就職卒

業者優先枠 

3か月 

63コース 

介護（ホームヘルパー2級） 

情報（ＯＡ）、医療事務等 

  460人 

  800人 

   25人 

   25人 

6か月 

11コース 

介護（介護職員基礎研修） 

情報（ＩＴ）、ＯＡ経理 

接客サービス 

  100人 

  80人 

   40人 

   10人 

   10人 

   10人 

     ｂ 資格取得訓練 

     安定雇用に向けた資格取得のための訓練を実施する。 

コース別 内    容 職業訓練人数 

2か年 

10コース 

介護福祉士 

保育士 

      80人 

      30人 

     ｃ デュアルシステム訓練 

     学科と実技、企業実習を組合せた訓練を実施する。 

区  分 コース別 内    容 職業訓練人数 

委託訓練活用

型デュアルシ

ステム訓練 

4か月 

22コース 

 

情報（ＯＡ）、経理事務等 250人 

企業魅力体験 

プログラム 

4か月 

2コース 

情報（ＯＡ） 

※若年離転職者等を対象に、

職場体験やオーディション

を組み込んで実施。 

40人 

   （イ）在職者を対象とした職業訓練（オーダーメイド型在職者訓練） 
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中小企業組合等からの要望に応じた職業訓練を高等産業技術学校で実

施する。 

コース別 内     容 職業訓練人数 

13コース 

※要望に応じた分野 

  電気工事、機械加工、溶接、木工技術 

  鉄筋組立等 

 

155人 

ウ 監査手続 

   （ア）山口県業務委託プロポーザル方式実施要領、山口県業務委託プロポーザ 

ル方式実施要領の運用について、平成 24年度委託訓練の業務委託に係る 

プロポーザル説明書及び平成 24年度委託訓練第 1回プロポーザル審査結果 

及び未就職者優先枠の設定等の資料を閲覧し、業務委託手続の妥当性を検 

討した。 

   （イ）委託訓練実施要領、委託訓練(保育士養成科)仕様書」等を閲覧し、地方 

自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号による随意契約の妥当性を検討し 

た。 

エ 監査結果 

知識等習得訓練、デュアルシステム訓練は、過去を踏襲して毎年度公募型 

プロポーザル方式を採用しているが、「山口県業務委託プロポーザル方式実施 

要領の運用について」では「プロポーザル方式を実施する場合は、プロポー 

ザル方式によることとした具体的な理由を明記しておくこと。」とされている。 

毎年度検討を行って理由を明確にした文書を残す必要がある。（意見） 

    

（１０）若者就職支援センター管理運営費 

ア 若者就職支援センターを中心として、関係機関との連携による相談から職 

業紹介までの一連の就職支援サービスをワンストップで提供するなど、若者 

の雇用対策を総合的に推進し、若年人材の確保と県内定着の促進を図る。 

イ  事業の内容 

    （ア）キャリアカウンセリング及び各種セミナーの実施 

      ａ センターでのキャリアカウンセリング・各種セミナーの実施 

      ｂ 県民局でのキャリアカウンセリングの実施 

      ｃ ブランチ校等県内大学等へのキャリアカウンセラーの派遣 

ｄ 各種関連イベントでの出張カウンセリングの実施 

      ｅ 若年離職者を対象とした正社員化プログラムの実施 

    （イ）若者就職支援センターホームページ及び就職支援システムの運営等 

      ａ センターホームページによる求人・イベント情報の提供、Ｕターン就 

職支援 
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      ｂ 「ＹＹジョブサロンＰＲＥＳＳ」等、センター就職支援情報誌の発行 

    （ウ）センター利便性の向上 

      ａ 第 2・4日曜日を臨時開館し、サンデーカウンセリング等を実施 

      ｂ 就職関連図書の無料貸出し、就職関連ＤＶＤの視聴サービスを提供 

      ｃ カウンセリング等の待ち時間に子供と遊べるコーナーの設置 

    （エ）Ｕターンの促進 

      ａ Ｕターン相談窓口の設置（山口、東京、大阪）及び無料職業紹介の実 

       施 

      ｂ Ｕターン就職フェアの開催（山口、長門） 

    （オ）新規学卒者への就労相談カードの配布 

就労等に関する悩みの相談窓口等を記載した就労相談カードを作成し、 

高卒・大卒等就職予定者に対して，卒業時に配布。 

ウ 平成 24年度収支報告書 

[収入の部] 

                                  

区    分 予算額① 決算額② 差異（①－②） 備 考 

指定管理料 145,337,000 145,337,000 0     

前年度までの内部留保金  39,278,883  39,278,883 0      

合   計 184,615,883 184,615,883 0       

    [支出の部] 

                               

科   目 予算額 ① 決算額 ② 差異（①－②） 備 考 

給料手当 77,104,000 67,245,183 9,858,817  

広報費     3,900,000 4,250,518 △350,518  

会場使用料     1,300,000  878,220 421,780  

修繕費       420,000 1,291,847 △871,847  

光熱水費     1,812,000 1,798,822 13,178  

委託費 15,950,952 14,989,102 961,850  

賃借料 358,800 354,221 4,579  

旅費交通費 4,400,000 3,988,708 411,292  

通信運搬費 3,340,000 4,145,773 △805,773  

消耗品費 1,989,000 2,225,471 △236,471  

印刷製本費 3,020,000 3,405,640 △385,640  

諸謝金 2,808,000 3,079,650 △271,650  

負担金支出 3,600 3,600 0  

(

(単位：円) 

 

 

(

(単位：円) 
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その他支出 630,129 1,341,533 △711,404  

事務管理費 32,622,552 30,391,285 2,231,267  

計 149,659,033 139,389,573 10,269,460  

消費税 6,920,809 6,920,809 0  

合   計 156,579,842 146,310,382 10,269,460  

エ 平成 24年度支出内訳 

 

科 目 

個 別 事 業 等 内 訳（単位：円） 

人件費・維持

管理費 

カウンセリン

グ等の実施 

Ｕターン職

業紹介 

ＨＰ管理・運

営と広報 
計 

給料手当 67,245,183    67,245,183 

広報費    4,250,518 4,250,518 

会場使用料    658,220  220,000  878,220 

修繕費  1,291,847    1,291,847 

光熱水費  1,798,822    1,798,822 

委託料   999,600  4,990,010  8,999,492 14,989,102 

賃借料 354,221    354,221 

旅費交通費 2.841,281 829,292 318,135  3,988,708 

通信運搬費 4,017,807  127,966  4,145,773 

消耗品費 2,225,471    2,225,471 

印刷製本費  698,800 554,540 2,152,300 3,405,640 

諸謝金 71,201 3,008,449   3,079,650 

負担金支出 3,600    3,600 

その他支出 1,341,533    1,341,533 

事務管理費 30,391,285    30,391,285 

  計 112,581,851 10,184,771 1,220,641 15,402,310 139,389,573 

消費税     6,920,809 

支出額合計     146,310,382 

オ 監査手続 

山口県若者就職支援センターの管理に関する包括協定書、山口県若者就職 

支援センター年度別事業計画書(平成 24年度)、平成 24年度山口県若者就職 

支援センターの管理に関する業務成果報告書等を閲覧し、管理運営費支出の 

妥当性を確認した。 

カ 監査の結果 

年度別事業計画書は前年度の 10月末までに提出することになっている（包 

括協定書第 15条第 1項）が、平成 24年度分は平成 24年 3月 22日に提出さ 



- 136 - 

 

れており、包括協定の遵守がなされていない。（指摘） 

 

（１１）若者就職再チャレンジ・サポート事業 

ア 事業の目的 

高校及び大学等の未就職卒業者を対象に、ＯＦＦ―ＪＴ（社会人基礎力、 

ビジネススキルアップ研修会）及びＯＪＴ（企業における職場体験）による 

能力開発を実施するなど、地域若年人材の育成・早期正社員化を支援する。 

イ 業務の内容 

   （ア）能力開発研修の実施 

     未就職卒業者を 6か月間雇用し、以下のとおり、県内企業等での職場体 

験研修や座学による実践研修等の能力開発を実施すること。 

     ａ 対象者 

       高校・大学等の今春 3月の新規卒業者及び平成 22年 3月以降の卒業者 

（未就職卒業者又は、失業者であること。） 

     ｂ 定員等 

（ａ） 今春 3月の高校新規卒業者及び平成 22年 3月以降の卒業者 20名程 

     度 

（ｂ） 今春 3月の大学等新規卒業者及び平成 22年 3月以降の大学等卒業 

者 40名程度 

      ｃ  研修環境 

     （ａ）実施体制 

       ・各クラスに、専任の研修の指導を担当する者（チューター）1名を 

       配置する。 

       ・チューターはキャリアカウンセラー有資格者、若しくは取得予定者 

又は就職支援・教育関係従事者であって研修の適切な指導が可能であ 

ること。 

       ・多様な課題を抱える研修生に対応するため、毎週定期的にチュータ 

ーの業務を支援する有資格者の専門カウンセラーを配置すること。 

       ・研修を実施するに当たり、適切な指導のために必要な人員を配置す 

ること。 

     （ｂ）施設設備 

        研修に使用する施設設備は、職業能力開発促進法第 11条の規定に基 

づき、研修を適切に行われることが認められるものを確保し、次の条 

件を満たすこと。 

・研修に使用する教室は、研修生 1名当たり、1.65 ㎡以上であるこ 

と  
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・使用許諾契約に基づき、ソフトウェアが適正に使用できること。 

       ・研修生 1名につき 1台のパソコンが使用できること。 

      (ｃ) 安全管理 

研修を実施するに当たり、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号） 

に基づき、研修実施中の研修生の安全衛生について、十分配慮するこ 

と。 

     （ｄ）禁止事項 

        次に掲げる事項を禁止する。 

       ・研修生以外の者が、当該研修を受講すること。 

       ・研修生を当該研修以外に関係のない作業に従事させること。 

ウ 監査手続 

       委託契約書、平成 24年度若者就職再チャレンジ・サポート事業実施仕様書、 

委託業務共同事業協定書、若者再就職チャレンジ・サポート事業に係る成果 

報告書、業務委託検査調書等を閲覧し、業務実施の妥当性を確かめた。 

エ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（１２－１）若者就職支援センター機能強化事業（高校生県内就職支援強化事業） 

ア 業務の目的 

     平成 24年 3月の高校新卒予定者の県内就職希望者の 1月末の就職内定率は、 

88.3％、未内定者も 314人と、依然として、大変厳しい状況が続いている。 

     このため、高校教育課が所管する「高校生緊急就職対策プロジェクトチー 

ム」の支援要請に応じ、若者就職支援センター内に設置された「高校生就職 

支援チーム」による取組を一層強化することが目的である。 

イ 業務の内容 

   （ア）高校生就職支援チームの設置 

      若者就職支援センター内に、副センター長をチームリーダーとする「高 

校生就職支援チーム」（以下「支援チーム」という。）を設置すること。 

   （イ）実務担当者会議の開催 

     ａ 具体的支援内容について、関係機関で構成する「実務担当者会議」を 

原則、毎月第 2月曜日に開催し、協議・決定すること。 

     ｂ 毎月の実施報告書を、「実務担当者会議」に提出し、実施状況を報告す 

ること。 

   （ウ） 県内高校への支援内容の周知及び利用促進等 

     ａ 支援チームにおいて、ハローワークのジョブサポーター等と連携し、 

      県内高校に対する支援内容の周知及び利用促進に努めること。 
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     ｂ 県内高校と調整し、月別の事業計画を策定の上、「実務担当者会議」に

提出すること。 

   （エ）高校生就職支援チームの支援内容 

      県内高等学校と調整のうえ、キャリアカウンセラー及び企業講師を派遣 

すること。 

      年度前半（就職選考開始前）の取組として、高校が実施する保護者・生 

徒に対する就職ガイダンスにおける企業や業種理解のためのセミナー・個 

別指導等、ミスマッチの解消のための取組を実施すること。 

      年度後半（就職選考開始後）の取組としては、実践的な就職力向上のた 

めの個別面接指導や企業合同就職フェアの開催等、マッチングの強化のた 

めの取組を実施すること。 

     ａ キャリアカウンセラー及び企業講師の派遣 

       キャリアカウンセラー及び派遣の内容は、以下のとおり。 

       なお、派遣先における具体的な支援内容・方法については、専任コー 

ディネーターが派遣先の学校長が指定する担当職員と調整すること。 

区   分 回 数 支 援 内 容 

キャリアカウン

セラーの派遣 

月 10校 

程 度 

○キャリアカウンセリング（個別指導） 

○面接指導等に係るセミナーの開催 

○企業情報の提供 

○センター事業及び登録の案内 

企業講師の派遣 
20回 

程 度 

○講義 

 ・採用者側からのアドバイス 

 ・業界及び会社情報の提供 

     ｂ 県内企業との出会いの場 

       高校末内定者の県内企業とのマッチングを強化するため、教育機関等 

関係機関と連携し、山口県若年者地域連携推進協議会が主催する下記の 

「ふるさと山口企業合同就職フェア」に併せて、高校生を対象とした企 

業合同就職フェアを開催すること。 

区   分 時 期 業 務 内 容 

 

12月フェア 

 

12月中旬 

○関係機関との連携・事前調整 

○参加企業等募集・取りまとめ 

○学事文書課・高校教育課との調整 

○パンフレット・ポスター・チラシの作成・

配布 

○会場準備・運営 

○事業報告書の作成 
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2月フェア 

 

2月上旬 

○関係機関との連携・事前調整 

○参加企業等募集・取りまとめ 

○学事文書課・高校教育課との調整 

○パンフレット・ポスター・チラシの作成・

配布 

○会場準備・運営 

○事業報告書の作成 

 

（１２－２）若者就職支援センター機能強化事業（中小企業人材確保支援事業） 

ア 事業の目的 

     山口県の平成 23年の有効求人倍率（年平均）は、0.73倍と前年を 0.12ポ 

イント上回ったが、昨年に引き続き 1.0倍を下回っており、平成 24年 1月の 

完全失業率も、4.6％と依然として厳しい雇用情勢が続いている。また、平成 

24年 3月の大学卒業予定者の 1月末の就職内定率も 72.4％と前年度同月数値 

を下回るなど、若者の雇用情勢も一層の深刻化が懸念されている。一方、地 

域経済の担い手である中小企業は、雇用の主要な受け皿として意欲のある若 

い人材を求めており、若者と中小企業とのミスマッチが課題となっている。 

このため、ハローワークに求人票を提出していない「潜在的企業求人」の 

掘り起こしや若年離職者と中小企業とのマッチングの促進等、今後、増加が 

懸念される若年離職者やフリーター等の非正規労働者を早期再就職や正規雇 

用に結び付けるための対策を実施する。 

また、県内の中小企業は県全体の 8割以上の労働者を雇用しているが、人 

材確保の経験やノウハウの不足、さらには若者の大企業志向等により、若年 

人材を確保することが困難な状況にあることから、中小企業の人材確保定着 

支援策を実施する。 

併せて、大規模な事業撤退等に伴う雇用調整に対応するため、県内各地域 

において、キャリアカウンセラーによる従業員等への支援を行う。 

イ 業務の内容 

   （ア）求人情報の発掘 

     ａ 戸別訪問による求人情報等の収集 

       求人開拓員を県下７地域に配置し、中小企業を訪問の上、求人情報（新 

卒者、一般求職者及びＵターン求職者向けの求人）を収集し、訪問日の 

翌朝午前 8時 30分までに若者就職支援センターへ報告すること。 

なお、求人希望がある企業には、事業所を管轄するハローワークへの 

求人票提出を勧奨し、必要に応じて求人企業の情報を同ハローワークへ 

報告すること。 
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また、「キラリ ! やまぐち企業ナビ」への掲載社数を 200社以上とし、 

掲載企業の魅力情報を充実させることができるよう、訪問の際には、企 

業の魅力に関する情報を収集し、若者就職支援センターへ報告すること。 

     ｂ 人材確保に資する情報の提供 

       若者就職支援センター実施の就職フェア等、各種人材確保関連情報、 

センター登録者の人材情報など、人材確保関連情報を中小企業へ提供す 

ること。 

なお、若年離職者やフリーター等を対象としたジョブ・フェア及び職 

場体験や就業体験の受け入れ企業の発掘も訪問時に併せて行うこと。 

     ｃ 中小企業労働相談員との連携 

       各県民局に配置されている中小企業労働相談員と情報交換及び連携を 

行い、効率的かつ効果的な企業訪問を行うこと。 

     ｄ 経済団体等との連携 

       商工会議所や経営者協会等の経済団体と情報交換及び連携を行い、効 

率的かつ効果的な企業訪問を行うこと。 

   （イ）若年離職者等と中小企業とのマッチングの促進 

      今後も増加が見込まれる若年離職者等を早期に正規雇用（正社員化）に 

結び付けることを目的として、若年人材の確保に意欲のある企業（若者ジ 

ョブサポーター）による協力体制の整備や就職フェアの開催等により若年 

離職者等と中小企業との出会いの場を創出する。 

     ａ 若者ジョブサポーターによる協力体制の整備 

     （ａ）各経済団体や日本青年会議所等の協力を得て、職場体験・就業体験 

の受入れや就職フェア参加等に協力する企業を「若者ジョブサポータ 

ー」として登録し、登録台帳を作成して管理すること。 

     （ｂ）ジョブサポーター募集チラシを作成し、県と連携して募集活動を行 

うこと。 

     （ｃ）求人開拓員の戸別訪問等により、「若者ジョブサポーター」への登録 

を促進すること。 

     ｂ ジョブ・フェアの開催 

     （ａ）県内 7地域において、若年離職者等を対象とした就職フェアを年 3 

回程度開催すること。 

（ｂ）企業の応募状況等により、1地域での開催が難しい場合には、複数 

の地域で合同開催するなど、求人・求職の双方にとって利便性の高い 

フェアとなるよう、必要に応じて県と協議して実施すること。 

     （ｃ）フェア配布用資料として、参加企業ガイドブックを作成すること。 

     （ｄ）フェアＰＲ用チラシを作成し、事業の積極的ＰＲを行うこと。 
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（ウ）工業高校生の地元中小企業の理解促進のための取組 

      山口県では、近年、少子・高齢化を背景に人口減少が続いており、今後、 

就業人口の減少が懸念されている。特に、工業高校生の約 3割が県外へ就 

職するなど、若者の県外への流出が続いており、次代のものづくり産業を 

支える労働力の確保や技能・技術の継承を図るため、県内就業を進める取 

組が必要となっている。 

このため、若者就職支援センターの機能を活用して、県内全域で、中小 

企業の認知度の向上や中小企業と工業科を設置する高校（以下「工業科高 

校」という。）とのネットワーク拡大を図ることにより、工業科高校生の中 

小企業への理解を深め、県内就職を促進する。 

     ａ  中小企業の認知度向上の取組 

     （ａ） 求人開拓員は、製造業を営む企業を訪問し、求人情報の収集のほか、 

工業科高校生の中小企業への理解を促進する取組への協力を依頼し、 

企業の魅力情報を併せて収集する。 

     （ｂ）（ａ）により協力が得られた企業の魅力情報を「ものづくり企業バン 

ク」として取りまとめ、企業の了解の上、8月末までに 50社程度、年 

間を通じて 100社程度を若者就職支援センターのホームページ上で公 

開し、広く周知する。なお、「ものづくり企業バンク」を若者就職支援 

センターのホームページ上で公開する際には、企業の所在地別に検索 

できるよう配慮する。 

     ｂ 中小企業と学校とのネットワーク拡大の取組 

     （ａ）求人開拓員は、「ものづくり企業バンク」の情報を工業科高校へ提供 

するとともに、工業科高校生の中小企業への理解を深め、県内就職を 

促進するため、企業と学校とが相互に理解・連携することの必要性に 

ついて啓発を行う。 

     （ｂ）工業科高校が、「ものづくり企業バンク」を活用して、企業見学等に 

より地元中小企業の理解を促進するための取組を行う場合は、工業科 

高校と企業との相互の連携が円滑に進むよう支援する。 

     （ｃ）人材確保の意欲や高校への協力意向があるにもかかわらず、人材不 

足やノウハウ不足等により見学等の受入れができない企業については、 

他企業の受入れ事例を紹介するなどにより、受入れが可能となるよう 

支援する。 

   （エ）中小企業相談等の実施 

     ａ 若者就職支援センター及び県内 6か所の県民局において相談窓口を設 

置し、人材の採用・定着・育成に関する様々な課題について、中小企業 

の経営者や人事担当者等の相談に応じるとともに、企業が求める人材情 
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報の収集を行う。 

     ｂ 相談者に対して、「若者ジョブサポーター」への登録、ジョブ・フェア 

への参加及び職場体験や就業体験の受入を促すとともに、相談者から収 

集した人材情報の若者就職支援センター事業への有効活用に努める。 

     ｃ チラシの配布等、商工会議所・商工会、市町、ハローワーク等の関係 

機関との連携により、事業ＰＲを行う。 

   （オ）中小企業支援セミナーの実施 

セミナー名 開催目的等 年間開催回数 受講人数 

中小企業人材

確保支援セミ

ナー 

・人材の採用手法・定

着・育成に関するセミ

ナー 

・企業の魅力発信手法等 

各県民局単位

で 2回程度 

各回 

20社程度 

   （カ）中小企業等向け「キャリア相談サービス」の実施 

開催目的等 年間開催回数 受講人数 

従業員の職場定着や仕事へのモチベー

ションアップ等を図るために、キャリア

カウンセラーが希望する企業に出向き

従業員と個別のキャリア相談を行う。 

企業からの希

望に応じて随

時 

各回 

5人程度 

   （キ）その他 

      若者就職支援センター管理業務、高校生県内就職支援強化事業、雇用の 

セーフティーネット強化事業及び国等の関連事業との連携・調整により、 

事業の相乗効果の発揮に努めること。 

ウ （１２－１）及び（１２－２）の監査手続 

   （ア）委託契約書(企業相談等実施業務)、平成 24年度企業相談等実施業務(中 

小企業人材確保支援事業)委託仕様書及び平成 24年度企業相談等実施業務 

(中小企業人材確保支援事業)に係る成果報告書等を閲覧し、委託業務が適 

正に行われているかを確かめた。 

   （イ）委託契約書(平成 24年度求人開拓等実施業務)、平成 24年度求人開拓等 

実施業務(中小企業人材確保支援事業)委託仕様書及び平成 24年度求人開 

拓等実施業務(中小企業人材確保支援事業)に係る成果報告書等を閲覧し、 

委託業務が適正に行われているかを確かめた。 

   （ウ）委託契約書(平成 24年度高校生県内就職支援強化事業実施業務)、平成 

24年度高校生県内就職支援強化事業実施業務委託仕様書及び平成 24年度 

高校生県内就職支援強化事業に係る成果報告書等を閲覧し、委託業務が適 

正に行われているかを確かめた。 

エ （１２－１）及び（１２－２）の監査結果 
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   （ア）管理費について予定価格では、事業費の 5％以内の設定となっているの 

に対し、見積書は事業費の 15％の設定となっている。 

トータルで予定価格を越えなければ妥当としているが、予定価格を 5％ 

以内で設定しており、15％が妥当か否か改めて検証する必要があるものと 

考える。（意見） 

   （イ） 管理費の支出実績が見積書と比較してａ、ｂ、ｃともに増加しているが、 

増加理由は把握していない。 

金額及び事業費に対する割合が増加した理由を把握する必要があるもの 

と考える。（意見） 

     ａ 求人開拓 

       予定価格：事業費 28,817,200円 管理費 1,361,901円（ 4.7％） 

       見積書 ：事業費 26,240,000円 管理費 3,936,000円（15.0％） 

       支出実績：事業費 24,027,901円 管理費 6,148,099円（25.6％） 

     ｂ 企業相談 

       予定価格：事業費 16,588,000円 管理費   829,400円（05.0％） 

       見積書 ：事業費 15,144,000円 管理費 2,271,600円（15.0％） 

       支出実績：事業費 14,546,808円 管理費 2,868,792円（19.7％） 

     ｃ 高校生 

       予定価格：事業費 15,858,000円 管理費   752.900円（04.7％） 

       見積書 ：事業費 14,444,000円 管理費 2,166,600円（15.0％） 

       支出実績：事業費 12,099,204円 管理費 4,511,396円（37.3％） 

   （ウ）完了検査結果についての伺書に決裁日付の記入されていないものがあっ 

たので、記入漏れの無いよう業務を行う必要がある。（指摘） 

 

（１３）雇用のセーフティーネット強化事業 

ア 事業の目的 

     有効求人倍率が 3年以上 1倍を下回るなど、依然として厳しい雇用情勢が 

続くなか、周南、下関、宇部地域等の相次ぐ大規模な事業所撤退に対応し、 

若者をはじめとした離職者の県外流出を防止する観点から、若者就職支援セ 

ンターの機能を最大限に活用した再就職支援を実施することが目的である。 

イ 事業の内容 

   （ア）キャリアカウンセラーの企業・関係市町の相談窓口への派遣 

     ａ 企業の再就職支援窓口及び関係市町の相談窓口と事前の日程調整上、 

キャリアカウンセラーを派遣し、個別カウンセリング等、再就職支援を 

実施すること。 

     ｂ 事業ＰＲ用チラシを作成し、所管のハローワークや企業の再就職支援 
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窓口、関係市町の相談窓口と連携し、積極的ＰＲを行うこと。 

     ｃ 企業の再就職支援窓口 

      ・ シルトロニック・ジャパン（株）光工場 再就職支援グループ 

      ・ （株）エム・シー・エス下関工場 総務部  

      ・ ルネサスセミコンダクタ九州・山口（株） 人事総務部 

      ・ （株）ルネサス柳井セミコンダクタ 業務部 

     ｄ 関係市町の相談窓口 

      ・ 光市商工観光課     ・ 田布施町経済課 

      ・ 周南市商工政策課    ・ 平生町経済課 

      ・ 下松市産業観光課    ・ 柳井市商工観光課 

      ・ 下関市商工振興課    ・ 宇部市商業振興課 

      ・ 山陽小野田市商工観光課 ・ 美祢市商工労働課 

      ・ 山口市商工振興課   

（イ）戸別訪問による求人情報の収集等 

     ａ 中小企業人材確保支援事業で配置する 7名の求人開拓員に加え、専任 

の求人開拓員を 1名（10月 9日からは 2名）配置し、事前に所管のハロ 

ーワークと調整の上、県内企業を訪問し、求人情報（一般求職者向けの 

求人）の情報収集を行うとともに、訪問企業に対し、5月、7月、11月、 

2月に開催する離職者就職フェア（ジョブ・フェア）への参加を促進す 

ること。 

     ｂ 上記ａに併せて、求人希望がある企業には、事業所を管轄するハロー 

ワークへの求人票提出を勧奨するとともに、求人企業の情報を当該ハロ 

ーワークに報告すること。 

     ｃ 各県民局に配置されている中小企業労働相談員及び商工会議所や経営 

者協会等の経済団体と情報交換及び連携を行い、効率的かつ効果的な企 

業訪問を行うこと。 

     ｄ 離職者就職フェア（ジョブ・フェア）の追加・前倒し開催 

       7月、11月、2月に中小企業人材確保支援事業で実施する離職者就職 

フェア（ジョブ・フェア）に加え、5月及び 11月に追加・前倒し開催を 

実施すること。 

     ｅ 実施内容 

     （ａ）光市、周南市、下関市の３会場及び宇部市、柳井市の 2会場におい 

て、開催すること。 

（ｂ）参加企業の募集において、計画規模は、概ね 40 社程度とすること。 

     （ｃ）福祉・介護及び農林水産分野への就業促進及び関係市町の離職者支 

援等に係る情報提供を行うため、関係機関と連携し、相談ブースを設 
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置すること。 

     （ｄ）フェアＰＲ用チラシを作成し、所管のハローワークや企業の再就職 

支援相談窓口、関係市町の相談窓口と連携し、積極的ＰＲを行うこと。 

（ｅ）フェア配布用資料として、参加企業等ガイドブックを作成すること。 

ウ 監査手続 

     委託契約書、平成 24年度求人開拓及びキャリアカウンセリング等実施業務 

(雇用のセーフティーネット強化事業)委託仕様書、成果報告書、業務委託検 

査調書及び緊急雇用創出事業実施要領等を閲覧し、業務が適正に行われてい 

るかを確かめるとともに、地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号によ 

る随意契約の妥当性について確かめた。 

エ 監査結果 

   （ア）予算とほぼ同額の予定価格が作成されていた。仕様書上、必要日数等が 

明確に記載されていないなかで、必要人員が増加して計算されている。仕 

様書に県の予算限度額 10,320千円が明示されているが、この計算過程が不 

明確である。また、仕様書上、必要日数は明確にせずに、口頭で必要日数 

を伝えてあるとのことであった。労働局との調整上、必要日数が変更にな 

ることも考えられるため、仕様書上明確に記載すると、臨機応変に対応で 

きないため、このように行っているとのことであった。 

しかし、当該業務の予定価格算出については、日数等を積算の根拠とし 

ており、委託業務の効果が出る日数を予定価格算出に用いているのである 

から、業務の日数等を仕様書上明記する必要があるものと考える。（指摘） 

さらに、業務内容からしても「求人開拓」、「カウンセラー派遣」及び「ジ 

ョブ・フェアの開催」等であることから、概ね人員の稼働日数が業務内容 

に直結するものと考えられる。また、柔軟な対応を行う必要がある場合に 

は、変更契約にてその目的を達成することが可能と考える。（意見） 

   （イ）仕様書に県の予算限度額 10,320千円が明示されていることについては、 

     業務委託契約前の見積徴収時に先方に渡した仕様書には金額情報をブラン 

     クにしたものを渡したとの回答であった。ただし、県に保管されている仕 

     様書においては、当該業務の予算限度額をブランクにした仕様書は保管し 

     ていないとのことであった。 （指摘） 

随意契約において、どのような仕様書を基に見積書を徴収したのか不明 

確であることは望ましくないため、文書管理を徹底する必要があるものと 

考える。（意見） 

   （ウ）実績報告によれば、当初仕様書に記載されている業務が行われているた 

め、行政目的は達成されているものと判断できる。しかし、仕様書には業 

務量の記載がないため、業務量が行政目的に適合したものとなっているか 
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不明であるので、この点からも再検討する必要があるものと考える。（意見） 

 

（１４）自立・就労総合サポート事業 

ア 事業の目的 

     社会的包摂推進の観点から、社会的排除リスクの高い者への包括的支援を 

行うため、生活や就労に問題を抱え、本人の力だけでは社会的自立が困難な 

求職者等に対し、制度横断的かつ継続的支援を行う「パーソナル・サポート・ 

サービス」を実施する。 

イ 事業の内容 

     パーソナル・サポート・サービスの拠点となるセンターを県内 3か所に設 

置し、パーソナル・サポート・サービスの担い手となるパーソナル・サポー 

ター等を配置して、以下の業務を全県で実施する。 

   （ア）相談窓口の設置 

      県内 3か所のセンターにおいて、相談窓口を設置し、面談及びフリーダ 

イヤルによる相談を実施すること。 

   （イ）出張相談の実施 

      来所が困難な者、緊急の支援が必要な者等に対する出張相談や関係支援 

機関への紹介を行うこと。 

（ウ）登録者に対する支援 

     ａ 本人の承諾に基づき、就労等社会的自立に向けて継続支援が必要な者 

を登録し、定期的な面談等により生活及び就労等に関する個々の問題点 

を把握し、専門家（臨床心理士、精神科医、弁護士等）や関係機関の意 

見も踏まえながら、個々の状況に応じた支援計画を策定すること。 

     ｂ 支援計画に沿って、以下の関係機関等に係る制度横断的かつ継続的な 

サービスの調整・調達・開拓等のコーディネートや就労等社会的自立に 

向けたフォローアップを実施すること。 

・  公共職業安定所（職業相談・職業紹介、職業訓練の受講斡旋、求職 

者支援制度、求職者支援資金融資等） 

・  山口県労福協が行っている就労・就業支援事業 

・  山口県内の地方公共団体《住まい対策事業（住宅手当緊急特別措置 

事業、ホームレス対策事業、生活保護受給者就労支援事業）、公営住宅 

等》 

      ・ 社会福祉協議会（生活福祉資金貸付事業（総合支援資金貸付）、生活 

福祉資金相談体制整備事業、臨時特例つなぎ資金貸付事業） 

      ・ 法テラス、弁護士会、司法書士会、中国労働金庫（多重債務問題に 

       係る相談等） 
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      ・ 保健所、精神保健福祉センター（精神保健相談等）、臨床心理士 

      ・ 社会福祉士会、福祉事務所、民生委員、児童相談所、山口県男女共 

同参画相談センター 

      ・ 山口県若者就職支援センター 

      ・ 地域若者サポートステーション（下関、宇部、周南） 

      ・ 労働相談、連合山口、なんでも相談・非正規労働センター 

      ・ その他支援対象者が、安定的に自立生活を営むことの実現につなが 

る措置・サービスを提供できるＮＰＯ法人、ボランティア団体、社会 

福祉法人、企業、公益法人、行政機関等 

   （エ）広報・地域相談会等 

     ａ ホームページの内容を充実させるとともに、新聞、ＣＡＴＶ、行政機 

関誌等の広報媒体を活用し、支援対象者への事業内容の周知を図ること。 

     ｂ 事業ＰＲを図るため、県内の各地域において、地域相談会を実施する 

こと。 

   （オ）生活逼迫状態者への緊急避難対応 

      ホームレス状態にある者等生活逼迫状態者について、関係の支援団体と 

連携し、社会的自立に向けた必要な支援につなげること。 

   （カ）その他支援対象者が就労して安定的に自立生活を営むことの実現につな 

がる附帯的支援 

     ａ 面接等における社会人マナー等基本的スキル取得のための講習会を実 

施すること。 

     ｂ 就労に向けたステップとしての職場体験実習等を実施すること。 

   （キ）パーソナル・サポーター等養成事業 

      各分野にわたる横断的かつ総合的な生活・就労就業支援に向けたコーデ 

ィネーターの養成を行うこと。 

   （ク）パーソナル・サポート・サービス ネットワークの強化 

      これまでに構築したパーソナル・サポート・サービスの関係機関とのネ 

ットワークに加え、精神的・身体的に問題を抱える相談者の増加や高校中 

退者等の若年者及びその保護者等からの相談に対応するため、地域におけ 

る既存のシステムや社会的資源を活用し、さらなるネットワークの強化を 

図ること。 

ウ 事業の実施方法 

   （ア）実施箇所 

      県内 3か所（山口市、周南市、下関市）を拠点とし、全県で実施 

   （イ）支援対象者 

      次のいずれにも該当する者。 
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     ａ 就労して安定的な自立生活を営むことを望みながら、失業状態にある 

か不安定就労に従事している者及び稼働年齢にない者、稼動能力を有し 

ない者も含め、生活、就労等に関する問題を抱え、社会的自立の意思が 

ありながらも、本人の力だけでは自立が困難な者。 

     ｂ 住居喪失、生活困窮、多重債務、心の健康問題、ＤＶ被害、日常生活・ 

社会生活・職業生活への不適応などの問題を抱えており、就労を実現す 

るためにそれらの問題の解決を必要としていると考えられる者。 

     ｃ ｂの問題を解決するための措置・サービスを適切に選択し利用するこ 

とが、本人のみの力では困難であり、当事者の支援ニーズに合わせた制 

度横断的かつ継続的な支援を必要と考えられる者。 

   （ウ）人員配置 

      以下の人員を配置すること。なお、個々のパーソナル・サポーター等と 

の労働関係（雇用関係、請負関係）については、関係法令を遵守しつつ明 

確にすること。 

     ａ センター長（1名） 

       就労・福祉等の専門分野で５年以上の経験を有する者が、国、県等行 

政機関、関係機関との調整、センターの運営管理、地域社会資源の開発、 

地域のネットワークの構築等を行う。 

     ｂ チーフ・パーソナル・サポーター（1名） 

       就労・福祉等の専門分野で 5年以上の経験を有する者が、スーパービ 

ジョンの策定、困難事例への対応、地域社会資源の開発、地域のネット 

ワークの構築等を行う。 

     ｃ パーソナル・サポーター（6名） 

       各専門分野（福祉、就労、精神保健等）において 5年程度の経験を有 

する者が、支援者の状態に応じた支援のコーディネート、支援計画の策 

定等を行う。 

     ｄ アシスタント・パーソナル・サポーター（9名） 

       各専門分野（福祉、就労、精神保健等）において経験を有する者が、 

個別的、継続的支援を伴走型で行う。 

     ｅ 事務員 

       個人情報のデータ管理等、パーソナル・サポートセンターの事務を行 

う。 

エ 監査手続 

     委託契約書、平成 24年度自立・就労総合サポート事業実施業務仕様書、成 

果報告書及び業務委託検査調書等を閲覧し、業務が適正に行われていること 

を確かめるとともに、地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号による随 
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意契約の妥当性について確かめた。 

オ 監査結果 

     業務の実施に際して、手順を踏んだ契約が行われており、随意契約に合理 

性があるものと判断した。ただし、仕様書 4記載の「年間の実施計画書を作 

成し、平成 24年 3月 22日までに、県に提出すること。」について、計画書は 

受け取っているものの、日付の記載がないために仕様書どおりの期限に履行 

されたかどうか不明である。また、仕様書 4「月ごとの実施状況に係る報告書 

を提出し、実施月の翌月 10日までに県に提出する」についても同様に、日付 

の記載がないため、仕様書どおりの期限に履行が為されているかどうか不明 

である。これらについては、日付が明確になるよう、書式を設定する等検討 

する必要があるものと考える。（指摘） 

また、それぞれの業務に従事する職員についても、経験年数等が設定され 

ている。これについては、書面への詳細な記載がない者については口頭で確 

認をし要件をクリアしているとのことであるが、仕様書に記載どおりの状況 

であることを文書によって確認することが必要と考える。（意見） 

 

（１５）山口県緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 

ア 基金の概要等 

   （ア）目的 

      国の創設した緊急雇用創出事業臨時特例交付金を原資に、県において、 

新たに基金を造成し、それを財源として、県及び市町において、離職を余 

儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、雇用・就業 

機会を創出・提供し、その生活の安定を図ることを目的とする。 

   （イ）実施期間 

      基金造成から平成 25年度末（一部は平成 26年度末） 

   （ウ）基金総額 

      5,338,334千円（うち厚生課分 731,940千円） 

   （エ）事業実施主体 

県及び市町 

   （オ）県と市町の配分割合 

      広域的、横断的な事業を行う県と、地域性の高い事業を行う市町が、応 

分の役割を果たす観点から、県・市町に均等に配分することを基本として 

いる。なお、市町については、県の補助事業として実施する。 

   （カ）主な事業要件 

     ａ 新規事業であること（既存事業の振替でないこと。）。 

     ｂ 建設・土木事業でないこと。 
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     ｃ 事業費に占める新規雇用者の人件費割合が 2分の 1以上であること。 

       国の創設した緊急雇用創出事業臨時特例交付金を原資に、県において、

新たに基金を造成し、それを財源として、県及び市町において、離職を 

余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、次の雇 

用までの短期の雇用・就業機会を創出・提供し、その生活の安定を図る。 

イ 今回の運用 

   （ア）運用金額 

     １年定期  3,082,606,695円 

     １月定期  2,255,727,000円  ※平成 24年度実施事業分 

   （イ）運用先について 

     ａ 運用金融機関 

       山口銀行県庁内支店 

       西京銀行県庁支店 

       中国労働金庫山口支店 

       山口県信用農業協同組合連合会県庁内支店 

       山口県漁業協同組合本店 

     ｂ 運用先金融機関選定理由 

       基金の運用については、ペイオフを避けるため、預託先金融機関が持 

つ県への債務額以内（相殺枠）とすることとされているが、金融機関の 

選定については、財政課が相殺枠を考慮して全体を調整の上選定してい 

る。また、金融機関ごとの預託額は、これまでの預託額の割合を維持す 

るように設定している。 

ウ 監査手続 

     山口県緊急雇用創出事業臨時特例基金及びその運用について並びに緊急雇

用創出事業臨時特例基金事業等の関係資料を閲覧し、事務が適正に処理され

ているかを確認した。 

エ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（１６）山口県緊急雇用創出事業臨時特例基金補助事業 

ア 事業の目的 

     国の交付金を原資に、県において緊急雇用創出事業臨時特例基金を造成し、

これを財源として、離職を余儀なくされた失業者等に対して、今後成長が期 

待される分野での雇用・就業機会を創出するするとともに、正規就業につな 

げる人材育成などを実施する。 

イ 事業の内容 
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     補助事業は、県から交付された補助金を活用して、市町が、失業者に対す 

る短期の雇用・就業機会の創出・提供及び人材育成を図るために行う次の事 

業とする。なお、補助事業には、次の事業に係る周知及び広報並びに事業の 

運営を含むものとする。 

   （ア）民間企業、シルバー人材センター、特定非営利活動促進法（平成 10年法 

律第 7号）に基づく特定非営利活動法人（以下「ＮＰＯ法人」という。）、 

その他の法人又は法人以外の団体等に対する委託により行う次のいずれか 

の事業（以下「委託事業」という。）。 

     ａ 失業者に対する短期の雇用・就業機会を創出・提供する事業であって、 

重点分野（介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、地域社会 

雇用及びこれらの成長分野を支える基盤としての教育・研究の分野並び 

に県において設定する 4分野（くらしの安心・安全基盤の強化、次代を 

担う子供たちの育成、多様な人が活躍できる基盤づくり、多様な交流と 

新たな活力の創造）の分野をいう。以下同じ。）に係るもの（以下「重点 

分野雇用創出事業」という。） 

     ｂ 失業者に対する短期の雇用機会を提供した上で、地域のニーズに応じ 

た人材育成を行う事業（以下「地域人材育成事業」という。） 

     ｃ 東日本大震災等の影響による失業者（青森県、岩手県、宮城県、福島 

県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県及び長野県内の災害救助法適用地 

域に所在する事業所を離職した失業者又は当該地域に居住していた求職 

者（以下「被災求職者」という。）若しくは平成 23年 3月 11日以降に離 

職した失業者。以下同じ。）に対する短期の雇用・就業機会を創出・提供 

し、又は短期の雇用機会を提供した上で地域のニーズに応じた人材育成 

を行う次の事業（以下「震災等緊急雇用対応事業」という。）。 

     （ａ）大規模な事業撤退等により大量の離職者の発生が見込まれる市町で 

実施され、県において、規模を拡大して実施する必要があると認める 

事業（以下「雇用のセーフティネット強化事業分」という。）。 

     （ｂ）上記（ａ）以外の事業（以下「通常実施分」という。）。 

   （イ）失業者に対する短期の雇用・就業機会の創出・提供及び人材育成のため 

に、自ら実施する（ア）ａからｃまでのいずれかの事業（以下「直接実施 

事業」という。）。 

ウ 委託事業 

 補助事業の対象となる委託事業 

   （ア）重点分野雇用創出事業 

     ａ 市町が企画した新たな事業であること（既存事業（実質的にそのよう 

に判断されるものを含む。）の振替でないこと。）。 
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     ｂ 重点分野に該当する事業であること（ただし、未就職卒業者を対象と 

する事業である場合はこの限りでない。）。 

     ｃ 建設・土木事業でないこと。 

     ｄ 雇用・就業機会を創出する効果が高い事業であること。 

     ｅ 地域内にニーズがあり、離職した非正規労働者、中高年齢者、未就職 

卒業者等の失業者の次の雇用までの短期の雇用・就業機会にふさわしい 

事業であること。 

   （イ）地域人材育成事業 

     ａ 市町が企画した新たな事業であること（既存事業（実質的にそのよう 

に判断されるものを含む。）の振替でないこと。）。 

     ｂ 重点分野に該当する事業であること（ただし、未就職卒業者を対象と 

する事業である場合はこの限りでない。）。 

     ｃ 建設・土木事業でないこと。 

     ｄ 離職した非正規労働者、中高年齢者、未就職卒業者等の失業者を新た 

に雇用した上で、当該労働者に対し、地域の企業等で就職するために必 

要な知識・技術を習得させるための人材育成を行う事業であること。 

     ｅ 事業実施主体は、新たに雇用した失業者に対し、職場での実務経験を 

積むＯＪＴや職場外で講義等の研修を受講するＯＦＦ―ＪＴなどの方法 

の組み合わせによる人材育成計画を策定し、これに基づき人材育成を行 

うものであること。 

   （ウ）震災等緊急雇用対応事業 

     ａ 市町が企画した新たな事業であること（既存事業（実質的にそのよう 

に判断されるものを含む。）の振替でないこと。）。 

     ｂ 建設・土木事業でないこと。 

     ｃ 東日本大震災等の影響による失業者の次の雇用までの短期の雇用・就 

業機会にふさわしい事業、又は、東日本大震災等の影響による失業者を 

雇用した上で、地域の企業等で就業するために必要な知識・技術を習得 

させるための人材育成を行う事業であること。 

エ 監査手続 

     山口県緊急雇用創出事業臨時特例基金の運用方針について、緊急雇用創出

事業臨時特例基金関連事業、緊急雇用創出事業実施要領、山口県緊急雇用創

出事業臨時特例基金補助金交付要綱及び山口県緊急雇用創出事業臨時特例基

金補助事業実績概要等の関係資料を閲覧し、業務が適正に行われているか等

を確かめた。 

オ 監査結果 

特に問題点等は見受けられなかった。
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 ８ 商工労働部 出先機関 

（１）山口県大阪事務所 

ア 大阪事務所運営費（清掃業務） 

（ア）業務の目的 

      次に掲げる業務の委託事業 

      ａ 事業内容 山口県大阪事務所清掃業務 

      ｂ 実施場所 大阪市北区梅田 2－4－13 阪神産経桜橋ビル 2階 

             山口県大阪事務所 

（イ）業務内容 

区  分 業  務 周  期 内   容 

日常業務 

事務室床面

の掃除機掛

け 

週 1 回土

曜日 

・阪神産経桜橋ビル監理員の立会の

もと作業を行うこと。 

・真空掃除機で丁寧に吸塵すること。 

ゴミの搬出

作業 

毎日 1回 

※閉所日

を除く 

・事務所から阪神産経桜橋ビル指定

の集積場所まで運搬すること。 

事務所入口

部分のフロ

アーマット

清掃、ガラ

ス部分拭き 

毎日 1回 

※閉所日

を除く 

・フロアーマットは真空掃除機で丁

寧に吸塵すること。 

・ガラス両面は汚れの目立つ部分を

タオルで水拭き又はカラ拭きをする

こと。 

定期清掃 

事務室床面

のカーペッ

トのシャン

プー 

年 2回 

4 月、10

月 

・カーペット床前面を洗浄し、丁寧

に汚れを除去すること。 

※定期清掃に当たっては、事前に日程調整を行うこと。 

※清掃にあたっては「阪神産経桜橋ビル」の管理方法に寄ること。 

ａ 清掃対象面積計算表 

箇所名 計 

事務室 134.76㎡ 

合 計 134.76㎡ 
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ｂ 清掃作業項目及び周期一覧 

       [日常清掃] 

箇 所 名 床仕上げ 清掃区分 基 準 周 期 作 業 内 容 

事 務 室 繊 維 床 床清掃 1／日 1／週 防塵（毎週土曜日） 

事 務 室 

入口 

繊 維 床 床 以 外 の

清掃 

1／日 1／日 フロアーマット清掃 

ガラス部分拭き 

ごみ搬出作業 1／日 1／日 集積場へ運搬 

       [定期清掃] 

箇 所 名 床仕上げ 基 準 周 期 作 業 内 容 

事 務 室 繊 維 床  1/月 2/年 洗浄（全面クリーニング） 

      ※ 1年＝52週＝245日で計算 

（ウ）監査手続 

委託契約書及び山口県大阪事務所清掃業務仕様書に基づき、作業報告書、 

大阪事務所事務室清掃業務検査リスト等を閲覧して、その履行状況を確認 

した。 

（エ）監査結果 

      山口県大阪事務所が委託している事務所清掃業務については、特に問 

     題点等は見受けられなかった。 

イ 大阪事務所運営費（負担金補助及び交付金） 

（ア）平成 24年度負担金補助及び交付金支出一覧 

支 払 日 相 手 方   内容 金額（円） 目的 

H24. 4.23 
名古屋商工会議

所 
会費 20,000 

・会員の情報収集 

・会主催の商談会参加 

H24. 4.25 京都商工会議所 会費 21,600 ・会員の情報収集 

H24. 4.25 大阪商工会議所 会費 30,000 

・会員の情報収集 

・会主催の商談会参加 

・イベント情報の収集 

H24. 5. 2 神戸商工会議所 会費 10,000 

・会員の情報収集 

・会主催のイベント参

加 

H24. 9.13 在阪府県協議会 会費 100,000 
・協議会主催のイベン 

ト参加、他県の情報収集 
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H24. 4.14 
在阪中四国県事

務所協議会 
負担金 80,000 

・観光及び物産流通の

振興 

・協議会主催のイベン

ト参加、研修会、他県

の情報収集 

H24.11.26 （資金前途） 

電子線セミ

ナー２０１

２参加料 

3,000 

・折衝企業主催のセミ 

ナー参加による業界情 

報収集 

（イ）監査手続 

平成 24年度負担金補助及び交付金支出一覧等を閲覧して、その支出状況 

  の確認を行った。 

（ウ）監査結果 

      特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（２）山口県計量検定所 

ア 検定検査取締事業の目的 

     特定計量器の検定、基準器の検査、事業所（者）の立入検査、量販店の商 

品量目検査等の取締りや指導を行い、計量の適正化を図る。 

      なお、特定計量器の定期検査及び計量証明検査は、平成 17年度から県指定

検査機関に業務委託している。 

イ 委託業務の内容 

（ア）計量法（以下「法」という。）第 20 条第 1 項に基づき知事が指定した

指定定期検査機関として行う定期検査業務及びこれに付随する業務 

（イ）法第 117条第 1項に基づき知事が指定した指定計量証明検査機関として 

行う計量証明検査業務及びこれに付随する業務 

（ウ）検査の実施対象区域 

   県内（下関市を除く。）を東部と西部に分けて、1年おきに交互に実施。

平成 24年度は、西部地域（次の 6市 1町）において実施。 

宇部市、山口市、萩市、長門市、美祢市、山陽小野田市,阿武町 

ウ 計量に関する指導、啓発 

     計量に関する正しい知識の普及や各種特定計量器・パネル等の展示を通じ 
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て、その役割・しくみを再認識させるため、計量記念日（11月 1日）に普及

啓発行事を実施する。 

・特定計量器 

取引や証明における計量に使用されるもの、又は生活の用に使われている

計量器のうち政令で定めるもの。 

・基準器 

検定・定期検査その他計量器の検査に用いる基準となる計量器であって，

基準器検査に合格し、有効期間内にあるもの。 

・商品量目検査 

主として食料品を質量、体積等で計量・販売する事業者に対して、その内

容量を政令で定める誤差（量目公差）内とすることを遵守させるための検

査。 

エ 監査手続 

（ア）委託契約書、業務委託仕様書等を閲覧して、適切に業務が行われている 

か等を確認した。 

（イ）業務委託検査報告書、業務委託検査調書等を閲覧して、その履行状況を 

確認した。 

オ 監査結果 

   （ア）委託料は、全額前払となっているが、これは会計規則第 68条第 2号に基

づく特例的支出とされている。前払とすべき根拠が明確ではなく、原則ど 

おり一部のみ前払を行い、残りは中間時及び完了時に支払を行うことが望 

まれる。 （意見） 

（イ）予定価格の算定根拠が明確となっていない。平成 17年度当初は積算して 

算出しているはずであるが、その後、積算は行っていないとのことである。 

毎年度、実際の業務内容により予定価格を積算する必要がある。（指摘） 

 

（３）山口県国際総合センター（指定管理） 

ア 概要 

   （ア）施設の概要 

山口県国際総合センター（以下「国際総合センター」という。）は、山口 

県が所有する観光施設としてのタワーや展示見本市会場等のコンベンショ 

ン施設に加え、一般財団法人山口県国際総合センターが共同設置者として 
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区分所有するテナントビルとの多目的複合施設として建設され、平成 8年 

7月に「本県の国際交流を促進するとともに、産業及び貿易の振興を図る 

施設」として設置された。 

   （イ）所在地 

      下関市豊前田町 3丁目 3番 1号 

   （ウ）設置目的 

      国際交流を促進するとともに、産業及び貿易の振興を図る。 

   （エ）施設内容 

      海峡ゆめタワー、展示見本市会場、イベントホール、国際会議場、海峡

ホール、801大会議室、その他会議室等。 

   （オ）施設の管理形態の推移 

期   間 管理形態 指定管理者の名称 

平成 8年 7月～18年 3月 直営  

平成 18年 4月～28年 3月 指定管理 一般財団法人山口県国際総合センター 

   （カ）施設の稼働率及び入場者数の推移 

      年度 

区分 

平成 20 年

度 

平成 21 年

度 

平成 22 年

度 

平成 23 年

度 

平成 24 年

度 

コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
（
稼
働
率
） 

見本市会場 43.0 43.6 57.8 43.2 36.0 

イベントホール 35.8 37.4 34.2 33.4 33.8 

国際会議場 44.7 43.0 38.1 40.4 37.4 

海峡ホール 43.3 38.3 35.9 40.4 40.5 

会議室（801） 80.2 72.9 73.2 73.5 76.0 

平均稼働率 65.4 62.3 64.0 62.6 60.6 

タ
ワ
ー
（
人
） 

 112,995 116,793 118,935 106,118 105,709 

   （キ）指定管理料の推移 

年 度 金額（千円） 内      訳 

平成 20年度 238,082 指定管理料 

平成 21年度 237,093 指定管理料 

平成 22年度 234,627 指定管理料 

平成 23年度 226,705 指定管理料 

平成 24年度 222,148 指定管理料 

イ 監査手続 

   （ア）山口県国際総合センターの管理に関する包括協定書、平成 24年度山口県 
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国際総合センターの管理に関する協定書及び利用者満足度調査報告書等の 

閲覧及び担当者へのヒヤリングを実施した。 

   （イ）事業報告書、収支計算書及び建物等総合維持管理報告書等の閲覧及び内 

容の吟味を実施した。 

   （ウ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその

後の措置状況の確認を行った。 

ウ 監査結果 

   （ア）コンベンション施設については、コンベンションの開催規模縮小や大規 

模イベントの減少に伴い、見本市市場、イベントホールや国際会議場等の 

稼働率の減少が続いている。 

      また、海峡ゆめタワーについても、東日本大震災等の影響により、入場 

者数が前年度を下回っている。利用者満足度調査報告書による調査結果は、 

概ね良好であるので、利用促進や更なる誘客に向けた取組が必要である。 

現在、利用者のニーズ等の詳細分析や各種機関への営業活動を展開して 

おり、これをコンベンション施設の稼働率の上昇及び海峡ゆめタワーの入 

場者数の増加に繋げる必要がある。（意見） 

   （イ）タワー利用料、会場使用料及び駐車場利用料等の現金については、平成 

20年 9月から現金実査調書に上司の検印欄を設けて、確認した証跡を残す 

よう措置を取っているとのことであるが、その事実を確認することはでき 

なかった。 

これらの現金を確認した記録を残す必要があるものと考える。（指摘） 

   （ウ）平成 20年 9月から予約管理システムのパスワードを定期的に変更するこ 

ととしているが、システム変更時や担当者変更時にパスワードの変更で運 

用しており、定期的な変更するルールとはなっていない。 

明確化したルールの策定が必要と考える。（指摘） 

 

（４）山口県立東部高等産業技術学校 

ア 概要 

   （ア）設置 

      山口県立東部高等産業技術学校は、職業能力開発促進法（昭和44年法律第 

64号）、山口県立職業能力開発校条例（昭和54年山口県条例第3号）により、 

職業に必要な労働者の能力の開発と向上を促進し、もって職業の安定と労働 

者の地位の向上を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与することを目的 

として設置運営されている。 

   （イ）所在地 

      山口県周南市瀬戸見町 15番１号 
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   （ウ）沿革 

      昭和 44年 10月 職業訓練法の改正により、大島・柳井・徳山の職業訓 

練所をそれぞれ山口県立専修職業訓練校大島・柳井・徳

山技能専門校と改称 

        昭和 50年 04月 山口県立専修職業訓練校大島・柳井・徳山技能専門校 

を統合し、山口県立東部高等職業訓練校を開設 

平成 2年 04月 校名を「山口県立東部高等産業技術学校」に改称 

   （エ）組織（平成 25年 4月 1日） 

 

 

 

 

（オ）職員の配置状況（平成 25年 4月 1日） 

 

区     分 
正規職員 

 内職業訓練指導員 

非常勤嘱

託員等 

臨 時 職

員等 
合 計 

管
理
部 

校長 1 0   1 

管理部長 1 0   1 

主査、主任主事、主事 3 0 5 6 14 

小 計 5 0 5 6 16 

訓
練
部 

訓練部長 1 1   1 

副部長（能力開発担当） 1 1   1 

企画・就職支援 2 1 8 4 14 

機械加工科 1(1) 1(1) 3  4 

自動車整備科 2 2 2  4 

主任主事

管理部長 主査

主事

主任

　校長 （企画・就職支援担当）

機械加工科 （普通課程2年）

自動車整備科 （普通課程2年）

設備システム科 （普通課程2年）

訓練部長 副部長 メカニカルデザイン科 （普通課程1年）

エクステリア・造園科 （短期課程1年）

溶接科 （短期課程1年）



- 160 - 

 

設備システム科 2 2 2  4 

メカニカルデザイン科 1 1 1  2 

エクステリア・造園科 1 1 1  2 

溶接科 1 1 1  2 

小 計 12 11 18 4 34 

合  計 17 11 23 10 50 

※( )は、訓練部副部長の兼務（外数） 

（カ）主要施設の状況 

 

種 別 区 分   面積（㎡） 種 別 区 分   面積（㎡） 

土
地 

県
有 

学校敷 27,435.15 

建
物 

県
有 

校舎建 7,387.76 

  車庫建 296.86 

  雑屋建 56.61 

借
用 

学校敷  倉庫建 58.26 

  寄宿舎建 2,310.46 

  校舎建 1,765.27 

  実習棟建 291.60 

合  計 27,435.15 合  計 12,166.82 

（キ）過去の収支状況の推移 

                                 

年度 

項目 
平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

収 入      

 使用料 133 348 6,424 9,795 9,508 

財産売払収入 46 36 31 19 21 

預金利子      

雑入 10,347 8,380 6,304 5,791 6,681 

小  計 10,527 8,764 12,759 15,605 16,210 

当校以外の調定分 99,894 234,103 225,922 241,553 258,301 

収入合計 110,421 242,867 238,681 257,681 274,511 

支 出      

 報酬 36,824 39,362 42,483 43,555 43,885 

共済費 4,129 4,259 4,844 4,936 4,822 

賃金 8,659 8,043 10,305 10,062 10,064 

報償費 14,609 26,862 34,478 43,972 43,717 

(

(単位：千円) 
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旅費 1,298 1,187 1,121 1,527 1,183 

需用費 21,985 19,198 19,571 19,618 20,305 

 一般需要費 21,967 19,195 19,569 19,615 20,302 

 食糧費 18 3 3 3 3 

役務費 2,732 2,817 3,411 3,036 2,971 

委託料 51,956 103,042 140,884 123,211 141,747 

使用料及び賃借料 345 220 213 792 326 

工事請負費  604    

原材料費 5,185 5,829 5,624 6,000 5,719 

備品購入費 6,289 73,375 599 4,408 8,047 

負担金補助及び交付金 86 203 175 526 223 

補償補填及び賠償金  24 203  45 

小  計 154,097 285,025 263,913 261,645 283,053 

当校以外の予算執行分  0 0 1,938 0 

正規職員人件費 153,863 135,212 134,377 136,415 137,775 

支出合計 307,960 420,237 398,290 399,998 420,828 

収支差額 △197,539 △177,370 △159,609 △142,840 △146,317 

 ※収支差額のマイナス金額は、県の財政負担額である。 

イ 監査手続  

   （ア）計算書類、固定資産台帳等の財務関係書類を閲覧、吟味するとともに、 

財務状況について担当者に質問を行った。 

（イ）現地視察を行い、固定資産の管理運営状況を確認した。 

（ウ）委託業務の手続について質問し、関係書類と照合した。 

（エ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

ウ 監査結果 

   （ア）寄宿棟全面打診調査業務において、旧男子寮と桜風寮それぞれ別契約を 

行っていた。 

業務内容、実施時期、指名業者、落札業者等は一緒であり、一つの契約 

とすることの検討が必要であったと考える。（意見） 

また、旧男子寮（昭和 52年築）は、建物に十分な耐震性がないため、平 

成 20年度以降は入居募集をしていないが、外壁全面打診調査報告書によれ 

ば、至急補修を行うべき個所があるとの記載がある。 

      一方、桜風寮（昭和 57年築）は、現在、寮として使用しており、外壁全 

面打診調査報告書には、同じく至急補修を行うべき個所があるとの記載が 

ある。 
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現在、補修の具体的な計画はない。 

旧男子寮及び桜風寮のこれからの有効利用等を検討して、補修について 

は県全体で優先順位をつけ順次対応する必要がある。（意見） 

（イ）産業人材育成総合支援事業の委託契約において、中途退校者が出た場合 

に委託訓練変更契約を締結していない。一方、山口県立西部高等産業技術 

学校では、その都度変更契約を行っている。必要な手続か否かの検討を行 

い、両校で統一することが望ましい。（意見） 

産業人材育成総合支援事業の医療クラーク科の委託契約において、平成 

24年 3月 5日起案の業務執行伺の予算額、予定価格が鉛筆にて書き換えが 

行われていた。 

これは、決裁後受け入れ可能人数が 20人から 24人に増加したためであ 

る。 

      本来の手続として、再度執行伺を作成し、決裁を取る必要があったもの 

と考える。（指摘） 

現在は、受け入れ可能人数がはっきりした段階で執行伺を取るよう運用 

しているとのことである。 

また、産業人材育成総合支援事業の介護職員基礎研修科及び医療クラー 

ク科の執行伺や決裁書類の決裁年月日が空欄のものが散見された。 

決裁年月日の記載を徹底すべきと考える。（指摘） 

 

（５）山口県立西部高等産業技術学校 

ア 概要 

   （ア）設置 

      山口県立西部高等産業技術学校は、職業能力開発促進法（昭和44年法律第 

64号）、山口県立職業能力開発校条例（昭和54年山口県条例第3号）により、 

職業に必要な労働者の能力の開発と向上を促進し、もって職業の安定と労働 

者の地位の向上を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与することを目的 

として設置運営されている。 

   （イ）所在地 

      山口県下関市千鳥ヶ丘町 21番 3号 

   （ウ）沿革 

      山口県立西部高等産業技術学校は、山口県立職業能力開発校条例に基づ 

き、宇部、豊北の両職業訓練校を統合し、昭和 55年 4月 1日に山口県立西 

部高等職業訓練校として設置され、平成 2年 4月 1日に山口県立西部高等 

産業技術学校に改称された。 
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（エ）組織 

 

 

（オ）職員の配置状況（平成 25年 4月 1日） 

区  分 
正規職員 

 内職業訓練指導員 

非常勤嘱

託員等 

臨 時 職

員等 
合 計 

管
理
部 

校長 1 0   1 

管理部長 1 0   1 

主査、主任、主任主事 3 0 3 2 8 

小計 5 0 3 2 10 

訓
練
部 

訓練部長 1 1   1 

能力開発担当（主査） 1 1   1 

企画・就職支援 2  11 4 17 

自動車整備科 2 2 2  4 

インテリア木工科 1 1 1  2 

木造建築科 2 2 2  4 

左官・タイル施工科 1 1 1  2 

電気工事・設備科 1 1 2  3 

エクステリア・造園科 （1） （1） 2  2（1） 

建築設備科 1 1 1  2 

小 計 12（1） 10（1） 22 4 38（1） 

合  計 17（1） 10（1） 25 6 48（1） 

 

（カ）主要施設の状況 

種 別 区  分 面積（㎡） 種 別 区  分 面積（㎡） 

主任

管理部長 主査

主任主事

主査

　校長 主任
（企画・臨時訓練担当）

自動車整備科 （普通課程2年）

インテリア木工科 （普通課程1年）

木造建築科 （普通課程2年）

訓練部長 主査 左官・タイル施工科 （短期課程1年）

電気工事・設備科 （短期課程1年）

エクステリア・造園科 （短期課程1年）

建築設備科 （短期課程1年）

（企画・就職支援担当）

（能力開発担当）
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土
地 

敷地 35,237 

建
物 

本館棟 3,253 

  実習棟Ａ 1,439 

  実習棟Ｂ 2,503 

  
エクステリア・造園科実

習棟 
 180 

  在職者訓練棟  581 

  
旧女性就業センター

棟 
 795 

  総合実習棟  317 

  屋外実習棟等  106 

  車庫・倉庫  688 

  体育館  995 

  寄宿舎棟 1,414 

合計 35,237 合計 12,270 

（キ）過去の収支状況の推移 

                                 

       年度 

項目 
平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

収 入      

 使用料 170 403 4,713 6,886 5,841 

財産売払収入 1,966 853 1,211 24 28 

預金利子      

雑入 7,044 6,029 5,331 4,491 4,386 

小計 9,180 7,285 11,255 11,401 10,254 

当校以外の調定分 103,732 178,893 253,593 263,394 253,678 

収入合計 112,192 186,178 264,848 274,795 263,932 

支 出      

 報酬 42,520 43,119 46,416 42,570 45,169 

共済費 5,733 5,029 5,458 5,054 5,709 

賃金 9,245 8,017 10,593 10,600 10,793 

報償費 19,711 29,200 47,291 49,932 47,361 

旅費 2,114 1,639 1,826 1,173 1,419 

需用費 16,520 14,578 16,162 15,866 14,896 

 一般需要費 16,502 14,574 16,158 15,863 14,893 

 食糧費 18 4 4 3 3 

(

(単位：千円) 
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役務費 2,726 2,580 2,969 3,064 3,012 

委託料 51,164 76,230 142,061 136,192 133,175 

使用料及び賃借

料 
282 141 193 583 605 

工事請負費 700     

原材料費 7,647 6,335 7,179 5,412 5,539 

備品購入費 2,217 30,108 343 1,982 1,063 

負担金補助及び

交付金 
109 104 151 73 81 

補償補填及び賠

償金 

 
98    

小 計 160,686 217,177 280,644 272,502 268,822 

当校以外の予算執行分 0 0 0 8,122 6,411 

正規職員人件費 160,893 154,460 151,552 138,711 129,609 

支出合計 321,579 371,637 432,196 419,335 404,842 

収支差額 △208,667 △185,459 △167,348 △144,540 △140,910 

※収支差額のマイナス金額は、県の財政負担額である。 

イ 監査手続  

   （ア）計算書類、固定資産台帳等の財務関係書類を閲覧、吟味するとともに、 

財務状況について担当者に質問を行った。 

     （イ）現地視察を行い、固定資産の管理運営状況を確認した。 

（ウ）委託契約書及び積算資料等の関係資料を閲覧するとともに、担当者に質 

問を行った。 

（エ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

ウ 監査結果 

   （ア）委託契約の執行に際して、山口県立東部高等産業技術学校では執行伺に 

て事業の執行の承認を得たうえで、業務が開始されているが、山口県立西 

部高等産業技術学校ではこの業務執行伺を省略して、委託契約の締結伺い 

で実施している。 

両校での業務手続を統一する必要がある。（指摘） 

（イ）平成 25年度において暗幕の取得を行っている。暗幕は視聴覚教室用及 

び体育館用の二式を購入しているが、登録確認リスト（行政財産を登録す 

るシステム）では一式として登録されている。物理的に異なる場所に設置 

される備品については、管理面から各々登録して管理する必要がある。（指 

摘） 
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   （ウ）医療事務科の訓練委託業務の中で、毎月、「訓練出席状況報告」が委託先

から提出されている。また、訓練終了後には、委託先から「就職状況報告

一覧表」及び「就職状況報告書」が提出され、内容の検査が行われ適切に

処理されていた。しかし、就職の決まった訓練生について、訓練終了後、

就職の決まった旨の「就職状況報告書」のない者が 1 名あった。最終的に

は、巡回就職支援指導員により確認が行われているが、「就職状況報告書」

は確実に入手する必要がある。また、同様な事例が、介護職員基礎研修科

の訓練委託業務の中においてもあり、「就職状況報告書」を適切に入手・保

管する必要がある。（意見） 

   （エ）ビジネスコミュニケーション科の訓練委託業務の中において、訓練生が 

中途退学した場合には、委託訓練契約に基づき、3回変更契約が締結され 

ている。委託期間が 6か月の間に、3度の変更契約となっている。委託金 

額は定められた計算式により確定することから、変更契約することが必要 

か否かを検討することが望ましい。（意見） 

      また、委託訓練の成果報告書として、「訓練実施状況報告書」を毎月受け 

ているが、訓練期間累計の報告書は受けていないので、訓練期間累計の報 

告書を受けるのが望ましい。（意見） 

 

（６）山口県若者就職支援センター（指定管理） 

ア 施設の概要 

   （ア）設置年月日 

      平成 16年 4月 1日 

   （イ）所在地 

      山口市小郡高砂町 1番 20号 

   （ウ）設置目的 

      県内における若者の就職を支援するとともに、県内における就職の機会 

の創出を図る。 

   （エ）業務内容 

     ａ 若者の就職に関する情報及び資料の収集及び提供に関すること。 

     ｂ 若者の就職に関する相談及び助言に関すること。 

     ｃ 県外に居住する者の県内における就職及び県内における企業の立地の

促進を図るための職業紹介事業に関すること。 

     ｄ 上記のほか、県内における就職を支援するために必要な業務に関する 

こと。 

     ｅ 施設の管理形態の推移 

期  間 管理形態 指定管理者の名称 
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平成 16年 4月～22年 3月 直営  

平成 22年 4月～27年 3月 指定管理者 株式会社日本マンパワー 

ｆ 施設の利用者数の推移 

                                  

区 分 
若者就職支援センター 合 計 

目標 実績 目標 実績 

平成 22年度 35,000 32,992 35,000 32,992 

平成 23年度 35,000 38,615 35,000 38,615 

平成 24年度 35,500 45,298 35,500 45,298 

ｇ 施設の維持管理、運営に要する経費の推移 

     （ａ）制度導入前 

年  度 経費総額（千円） 主 な 内 訳 

平成 21年度 178,853 人件費、委託料、賃借料 

     （ｂ）制度導入後 

年  度 
経費総額（千円） 

（うち指定管理料） 
主 な 内 訳 

平成 22年度 170,577（162,672） 委託料、賃借料 

平成 23年度 153,676（145,753） 委託料、賃借料 

平成 24年度 153,319（145,337） 委託料、賃借料 

イ 監査手続 

   （ア）山口県若者就職支援センターの管理に関する包括協定書、競争入札等審 

査会（業務委託契約）資料及び山口県若者就職支援センター指定管理者業 

務仕様書等の閲覧及び内容吟味を行った。 

   （イ）年度別事業計画書及び年間事業報告書の内容検討及び担当者に対するヒ 

ヤリングを行った。 

ウ 監査結果 

     平成 23年度決算において、22,694千円の剰余金が生じ、平成 24年度決算 

においては累計の内部留保金が 39,278千円となっている。これは、指定管理 

者の申し出により剰余金として繰越を行ったとのことであるが、山口県若者 

就職支援センターの管理に関する包括協定書に記載のない剰余金の処分方法 

であるものと考えられるので再検討する必要がある。（意見） 

また、1階の床カーペットの全面張替工事を 1,100千円で実施している。 

このような大規模修繕（例示では 1,000千円以上）については、県で負担 

することになっており、指定管理料の中から負担させることについては問題 

であると考える。（意見） 

 

(

(単位：人) 
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９ 商工労働部 関連団体 

（１）公益財団法人やまぐち産業振興財団 

ア 概要 

   （ア）設立の経緯等 

     ａ 設立年月日 

昭和 58年 10月 1日 

     ｂ 設立の経緯 

       山口県の未来を拓く、産業・科学技術の振興・開発と技術・経済情報の 

交流拠点として、当初「財団法人山口県産業技術開発機構」として設立さ 

れる。 

その後、中小企業の経営革新や新事業・新産業の創出に向けて、新事業 

創出基本構想に基づく総合的支援体制（地域プラットホーム）を整備する 

ため、「財団法人山口県中小企業振興公社」を統合し、平成12年4月から新 

たに「財団法人やまぐち産業振興財団」として発足し、公益法人制度改革 

により平成24年4月から「公益財団法人やまぐち産業振興財団」（以下、「や 

まぐち産業振興財団」という。）に移行した。 

   （イ）所在地 

      山口県山口市熊野町 1番 10号 

   （ウ）組織     

 

   （エ）役職員等の状況（平成 25年 4月 1日） 

     ａ 役員 

       理事 10人、監事 2人、計 12人 

     ｂ 評議員 

       評議員数 9人 

     ｃ 職員 

       常勤職員    21人（プロパー14 人、県出向 5 人、企業出向 2 人） 

       臨時職員     6人（うち日々雇用 4人） 
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       非常勤嘱託職員 20人（うち企業出向 3人） 

          合計   47人 

   （オ）業務 

ａ 経営課題に係る相談・支援に関する事業 

創業相談や中小企業の経営革新等に対する各種相談に対応するスタッ 

フを配置し、総合的な相談・助言を行い、必要に応じて専門家を派遣し 

て課題の解決を図る。 

また、中小企業の経営破綻を未然に防止するため、専門のスタッフに 

より経営改善計画の策定支援等を行う。 

ｂ 経営・技術等に係る情報の収集・提供及び情報化の支援に関する事業 

中小企業の経営に有益な情報を収集し、配信するとともに、企業支援 

      を効率的、効果的に行うため、企業支援情報のデータベースを整備する。 

また、情報化の進展に対応するため、IT機器や IT技術を活用した経 

営の合理化や生産の省力化、効率化のための研修会、セミナーを実施し、 

県内中小企業の IT化を促進する。 

ｃ 経営・技術等の人材育成に関する事業 

中小企業の経営者、技術者の経営、技術レベルの向上をはかるため、 

地域の教育機関や民間企業等を活用して、人材養成のための研修会、セ 

ミナーを開催する。 

また、産学公の協力により、次世代を担う青少年のものづくりへの関 

心を高め、将来の産業技術人材を育成する。 

ｄ 設備投資の支援に関する事業 

資金調達力が脆弱で、一般の金融機関からの借り入れが困難な小規模 

事業者等の経営基盤の強化や経営革新を支援するため、小規模企業者等 

が必要とする設備の貸与（割賦及びリース）を行う。また、巡回訪問に 

よる制度の普及や必要に応じて、経営診断士等による経営、技術の診断・ 

指導を行う。 

また、資金調達力の脆弱な小規模企業者等の経営基盤の強化を支援す 

るため、必要とする設備資金の貸付を行うとともに、中小企業診断士に 

よる設備導入のための診断及び事前事後の助言を行う。 

ｅ 創業及び事業化の促進に関する事業 

県内中小企業等の新製品、技術、サービスやビジネスプランについて、 

展示会への出展による市場の評価や専門家による評価・アドバイスによ 

り事業化を支援する。 

また、将来の成長を目指す起業家、新製品の開発等により新事業展開 

を図ろうとする中小企業や潜在的な成長力を持った中小企業等に対して 
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ハンズオン支援や専門のコーディネーター及び専門家派遣による情報収 

集・提供、アドバイス等を重点的に実施し、創業新事業展開による事業 

化を支援する。 

更に、地域貢献活動に意欲的に取組む商工会、商工会議所等が行うチ 

ャレンジショップやテナントミックス等の商店街活性化への取組や魅力 

ある店舗の創業・経営革新を支援する取組に対し支援し、創造的な事業 

活動を行う投資先企業に対する投資後のフォローを行うとともに、成長 

が見込まれる地場中小企業等の新事業展開を支援するため、投資事業有 

限責任組合に出資し、その投資を促進する。 

ｆ 新製品・新技術等に係る販路開拓の支援及び下請取引のあっせん等に 

関する事業 

県内中小企業の受注量の確保と受注機会の増大を図るため、受・発注 

企業間取引のあっせんを行うとともに、取引上の苦情紛争の相談指導や 

取引の適正化を推進する。 

また、県内中小企業の新製品・新技術等の販路の開拓・拡大及び新分 

野への参入等を支援するため、商談会・交流会の開催や各種展示会への 

出展、専門のコーディネーターによるマッチング等を実施する。 

ｇ 技術研究開発等の支援に関する事業 

県内中小企業の新製品・新技術の研究開発を支援するため、研究開発 

等に要する経費の一部を助成する。 

また、県内中小企業の成長や起業を促進するため、立地環境に配慮し 

た貸研究室の運営やコーディネート活動により研究開発等を支援する。 

ｈ 技術交流・技術移転の促進に関する事業 

中小企業の製品開発、技術、経営等の諸課題に対応できる産学公のネ 

ットワークを構築し、各機関のコーディネーターが保有するニーズ・シ 

ーズの共有化を図り、産学公連携による新産業の創出及び新事業展開を 

促進する。また、中小企業の知的財産に関する課題への対応、知的財産 

の活用や特許出願等を支援するため、専任のコーディネーターを設置す 

るとともに、知財専門家等と協力して知財に関するワンストップサービ 

スに努める。 

ｉ 損害保険代理事業 

中小企業を対象に比較的安価な掛け金が設定されている山口県火災共 

済協同組合の代理所として、設備貸与事業、設備資金貸付事業にかかる 

機械設備の火災等の損害に備えるため、貸与先・貸付先に対して加入の 

紹介を行う。 

ｊ その他この法人の目的を達成するために必要な事業 
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イ 基金の状況（平成 25年 3月 31日現在） 

   （ア）基金区分別 

                                 

基 金 区 分 出 損 金 剰余金繰入額 合  計 

①基本財産 522,540 70,513 593,053 

②債務保証基金 200,000 38,291 238,291 

③研修指導・調査研究基金 544,360 0 544,360 

④研究開発助成基金 327,820 0 327,820 

  研究開発助成基金Ⅰ 186,800 0 186,800 

  研究開発助成基金Ⅱ 141,020 0 141,020 

⑤地域科学技術振興基金 740,000 0 740,000 

⑥地域産業活性化基金 800,000 0 800,000 

⑦情報化支援活動基金 300,000 0 300,000 

⑧指導体制強化資金 0 80,000 80,000 

小計 3,469,720 188,804 3,623,524 

⑨やまぐち地域中小企業育成基金（県借入金） 4,250,000 

合計 7,873,524 

   （イ）出損者区分別 

                        （単位：千円、％） 

区  分 金  額 割 合 

県 2,441,020 67.4 

市町村 452,200 12.5 

民間 

テクノ圏域内 302,000  

テクノ県域外 239,500  

小計 541,500 14.9 

剰余金 188,804 5.2 

合計 3,623,524 100.0 

ウ 監査手続  

   （ア） 計算書類により事業内容及び経営状況の確認を行うとともに、その内容 

について質問を行った。 

（イ） 受託及び委託取引の業務手続について質問を行うとともに、関係書類等 

の閲覧・吟味を行った。 

（ウ）補助金の目的使用の妥当性について、関係書類の閲覧及び担当者への質 

問を行った。 

（エ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

(

(単位：千円) 
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後の措置状況の確認を行った。 

エ 監査結果 

  （ア）やまぐち産業振興財団は、中小企業者等が、ものづくり基盤技術の高度 

化、産学公連携、市場開拓につながる新技術・新製品の開発に取組む場合、 

開発に要する経費の一部を補助する研究開発支援事業を行っている。助成 

事業者がこの支援事業で取得した資産については、「公益財団法人やまぐち 

産業振興財団研究開発支援事業助成金交付要綱」第 16条第 2項で次のよう 

になっている。 

     「助成事業者は、理事長が別に定める期間を経過する以前に財産を処分   

しようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書を理事長に提出し承 

認を受けなければならない。」 

     このように定められているが、「理事長が別に定める期間」を具体的に定 

めたものが存在していない。助成事業者の管理義務及び県の管理義務の観 

点からも「期間」を明確にする必要がある。（指摘） 

  （イ）やまぐち産業振興財団は、「やまぐち地域中小企業育成基金」により「地 

域貢献活動」に取組んでいる商店街を対象に、やまぐち地域中小企業育成 

事業を行っている。この事業の補助金を認定するために審査会が開催され 

ているが、平成 24年度開催（1回開催）分、当該審査会の審査表が保管さ 

れていなかった。審査会において否定的な意見があったものについては、 

補助金額の削減が行われているので、否定的な意見の理由が明確になるよ 

う審査表の保管が望まれる。（意見） 

  （ウ）やまぐち産業振興財団は財団が有する財産の管理に関し、定款第 7条の 

規定に基づき、「公益財団法人やまぐち産業振興財団財産管理規程」を定め 

ている。この規程の第 6条において、財産の運用に関する事務を行わせる 

ために、財産運用責任者を置くことになっているが、財産運用責任者を指 

名する手続がとられていなかったので、この規程により指名する必要があ 

る。（指摘） 

  

（２）山口県流通センター株式会社 

ア 概要 

   （ア）会社の目的 

      山口県流通センターの機能及び役割を円滑に発揮するため、流通センタ 

ーの管理運営機能を効率的に営み、流通センターの健全な発展に資するこ 

とを目的とする。 

      （注）山口県流通センターは、昭和 52年、中国自動車道、山陽自動車道 

等高速交通時代に対応して、流通機構の整備と、流通近代化を促進するた 
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め、県央部に広域物流拠点が必要との県の構想の下に、流通業界の参画を 

得て、官民一体の推進体制で着手し、昭和 61年 4月、山口県流通センター 

として供用開始された。 

      総 面 積：454,885㎡（内公共施設等：208,577㎡） 

      分譲面積 ：246,308㎡ 

      企業立地数：82社［平成 25年 5月 1日現在］ 

      従業員数 ：1,529人（内パート 619人）［平成 25年 5月 1日現在］ 

   （イ）法人格 

      第三セクターによる株式会社 

   （ウ）所在地 

      山口市朝田字流通センター601番の 3 

   （エ）設立 

      昭和 58年 4月 15日 

   （オ）資本金 

      300,000千円 

   （カ）資本構成 

      【公共団体】 

       

 

     

 

【民間団体】 

 

      

  

 

 

（キ）事業内容 

     ａ 山口県流通センター内の共益施設の建設及び管理に関する事業 

     ｂ 山口県流通センター会館の運営に関する事業 

     ｃ 流通情報の処理及び提供に関する事業 

     ｄ 損害保険代理業に関する事業 

     ｅ 山口県流通センター内の警備代行及び清掃代行に関する事業 

     ｆ 簡易郵便局法による郵政事務窓口事務の受託 

     ｇ 銀行代理業に係る業務の受諾 

     ｈ 山口県流通センター内において、映画・演劇・コンサート・スポーツ

団体名 金額 構成比 

山口県 

山口市 

  90,000千円 

  75,000千円 

 30％ 

 25％ 

団体名 金額 構成比 

立地企業 

金融機関・経済界 

  90,000千円 

  45,000千円 

 30％ 

 15％ 

【合計】   300,000千円 100％ 
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等各種催物の入場券、チケット等の販売並びにこれらに関する情報の提

供及び仲介の事業 

     ｉ 山口県流通センター内において、パンフレット、チラシ、カタログ等

による販売の注文受付及び取次の事業 

     ｊ その他前各号に付帯する一切の事業 

   （ク）役員 

      代表取締役 1名 

      専務取締役 1名（常勤） 

      取 締 役 6名 

      監 査 役 2名 

   （ケ） 職員 

      臨時職員  2名（簡易郵便局、経理） 

（コ）過去の財務数値の推移 

                                 

イ 監査手続  

   （ア）計算書類、固定資産台帳等の財務関係書類を閲覧・吟味し、財務状況に 

ついて担当者に質問を行った。 

   （イ）現地視察を行い、固定資産の管理運営状況を確認した。 

（ウ）受託業務の手続について質問し、関係書類と照合した。 

（エ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

（カ）法人の将来のあるべき方向性について責任者に質問を行った。 

ウ 監査結果 

（ア）平成 14年度に代表取締役を知事から民間人に変更するなど民主導の経営 

への移行を進めるとともに、平成 16年 10月からは県所有の流通センター 

広場を山口県流通センター株式会社に対して貸付を行っている。会社は、 

借り受けた土地を立地企業向けの業務用及び社員用有料駐車場として活用 

を図っている。会社の建物については、昭和 61年 3月建築のため老朽化が 

年度 

項目 
平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

資産 272,464 278,405 283,436 282,689 284,709 

負債 2,914 3,049 6,292 4,277 4,692 

純資産 269,549 275,356 277,144 278,411 280,016 

売上 33,583 33,046 32,678 31,530 32,006 

経常利益 4,099 6,770 6,007 4,823 5,270 

当期純利益 3,148 5,807 1,787 1,267 1,604 

(

(単位：千円) 
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進んでおり、保守管理を徹底的に行うことで修繕費を抑制し、設備の維持 

を行っているが、将来的な大規模修繕並びに建物更新資金の確保について 

検討する必要がある。（意見） 

（イ）県主導の第三セクターの検討に際しては、県施策を推進する上で第三セ 

クターの役割が必要で、かつ民間法人等での代替は困難かどうか及び県か 

らの支援に頼らず法人運営が行われているかの総合的な判断が求められる。 

 山口県流通センター株式会社の県の施策を推進していく上での役割は終 

わったと考えられ、民営化や民間への事業譲渡等を検討する必要がある。 

（意見） 

   （ウ）会社の決算公告は、電子公告による方法に拠っているが、会社のホーム 

ページ上では貸借対照表及び損益計算書の要旨のみ直前事業年度 3期分が 

開示されている。会社法第 440条第 2項及び第 3項では、貸借対照表の 5 

年間の継続開示とともに、その全部を開示することとなっているので、そ 

れに沿った電子公告の必要がある。（指摘） 

（エ）経理規程の最終更新が平成 17年 4月 1日であり、会社法改正前のいわ 

ゆる商法の規定のままとなっている。会社法の規定に則った改正を行う必 

要がある。（指摘） 

 

（３）山口県産業技術センター 

ア 概要 

（ア）設置 

      地方独立行政法人山口県産業技術センターは、産業技術に関する試験研究、 

     その成果の普及、産業技術に関する支援等を総合的に行うことにより、産業 

の振興を図り、もって山口県における経済の発展及び県民生活の向上に資す 

ることを目的として設置された。 

（イ）所在地 

山口県宇部市あすとぴあ４丁目１番１号 

（ウ）沿革 

      大正 7年 5月 山口県工業試験場を山口市大殿に設置 

      昭和 42年 4月 山口県商工指導センターを山口市朝田に設置 

      昭和 63年 4月 商工指導センターを改組し山口県工業技術センターを 

設置 

      平成 11年 4月 山口県工業技術センターを改組し、山口県産業技術セ 

ンターを宇部市あすとぴあに設置 

      平成 16年 07月 新事業創造支援センターを付属施設として隣接地に設 

             置 
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      平成 21年 4月  地方独立行政法人へ移行 

      平成 23年 7月  公益財団法人周南地域地場産業振興センターにサテラ 

イト窓口を設置 

   （エ）組織 

     

 
（オ）業務 

ａ 産業技術に関する試験研究を行うこと。 

ｂ 産業技術に関する試験研究の成果を普及し、及びその活用を促進する 

こと。 

ｃ 産業技術に関する照会及び相談に応じ、並びに助言その他の支援を行 

うこと。 

ｄ 試験研究設備その他の設備及び施設を一般の利用に供すること。 

   イ 事業及び財務 

（ア）事業概要 

第 1期の中期目標・中期計画、山口県製造業の特徴や国の政策動向等の 

方向性を踏まえて、県内企業のものづくりのパートナーをめざし、4つの 

技術戦略（地域の技術課題解決の推進、ものづくり企業における技術革新 

の推進、地域の魅力を活かした製品開発の推進、次世代産業参入に向けた 

産学公連携プロジェクトの推進）を踏まえ、下記の主な事業を行っている。 

理事長

理事

副理事長

経営管理部

総務・人事グループ

経営企画グループ

企業支援部

産学公連携室

技術相談室

加工技術グループ

設計制御グループ

電子応用グループ

材料技術グループ

環境技術グループ

デザイングループ

食品技術グループ

光・ナノ粒子応用チーム

クラスターセンター

プロジェクトマネージャー

イノベーション推進チーム

区   分 内      容 

やまぐちグリーン部材ク

ラスター事業 

やまぐちグリーン部材クラスターの形成に向けた「省資

源・省エネルギー」を共通テーマとする産学公連携によ

る研究開発 

新エネルギー利活用プロ 水素エネルギーをはじめとした新エネルギーの利活用
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（イ）過去の財務数値の推移           

 

ウ 監査手続  

   （ア）計算書類、固定資産台帳等の財務関係書類を閲覧、吟味を行い、財務状 

況について責任者に質問を行った。 

（イ）現地視察を行い、固定資産の管理運営状況を確認した。 

（ウ）受託業務の手続について質問し、関係書類と照合した。 

（エ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

エ 監査結果 

（ア）山口県産業技術センターは、明治 35年に開設された山口県染織講習所に 

始まり、大正７年の山口県工業試験場の設置、戦後の山口県醸造試験場・ 

ジェクト事業 による県内企業の事業化に必要となる技術の研究開発 

技術支援事業 

「技術相談室（ワンストップ窓口）」を核として、企業

が新製品の開発、商品の新たな生産方式の導入等を行う

過程において直面する様々な技術課題の解決 

基盤技術研究開発事業 
企業ニーズが高く、将来の実用化につながる基盤技術の

獲得を目指した研究開発 

戦略的技術研究開発事業 センターの「強み」を活かした実用化に向けた研究開発 

共同研究事業 
企業・センターで共通の課題を設定して、その解決に向

けた共同の研究開発 

戦略的基盤技術高度化支

援事業 

中小企業の特定ものづくり基盤技術（切削加工、鋳造等

22 分野）の高度化に資する産学公連携等による研究開発 

やまぐちブランド技術創

成事業 

県内企業のものづくり基盤技術の高度化・ブランド化に

資する産学公連携による研究会活動等の実施 

やまぐちイノベーション

創出推進拠点事業 

県内企業・県内大学との共同研究（特に省エネルギー・

環境・マテリアル分野） 

新事業創造支援センター

事業 

中小企業等の新事業創出を目指す研究開発や産学公に

よる支援を目的とした「レンタル研究室」の提供 

年度 

項目 
平成 21年度 平成 22年度  平成 23年度 平成 24年度 

経常収益 1,234,983 1,123,245 1,088,979 944,182 

経常費用 1,208,341 1,083,152 1,064,602 923,174 

当期純利益 26,642 40,105 24,389 21,019 

総資産 6,778,261 6,528,296 6,449,463 6,446,725 

純資産 6,273,962 6,185,232 6,116,946 6,025,858 

(

(単位：千円) 
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窯業試験場の設置、昭和 42年の山口県商工指導センターへの統合、昭和 

63年の山口県工業技術センターへの改組再編、平成 11年の現在地への移転 

及び山口県産業技術センターへの改称、平成 21年の地方独立行政法人化を 

経て、現在に至っている。 

法人化後のセンターにおいては、産業技術に関する試験研究、その成果 

の普及、産業技術に関する支援等を総合的に行うことにより、産業の振興 

を図り、県内経済の発展と県民生活の向上に寄与する「中核的技術支援拠 

点」として更なる機能強化を目指し、中期目標、中期計画、年度計画に基 

づいて、県民サービスの質の向上や業務運営の改善等の取組を行っている。 

そして、平成 21年度から平成 23年度の 3年間においては、地方独立行 

政法人のメリットを活かして、専任職員を配置した「技術相談室」「産学公 

連携室」の設置やオーダーメイド試験の実施など、組織や制度の大幅な改 

革に取組んできている。 

また、理事長のトップマネジメントの下で、年度にとらわれない受託研 

究の実施や管理法人機能による外部資金の獲得など職員一人ひとりがサー 

ビスの質の向上や自律的運営に向けて一体となって取組んだ結果、技術支 

援や共同開発による事業化・商品化、産学公連携による新たなプロジェク 

トの実施等成果をあげており、企業支援の強化等に積極的に取組んでいる 

ことがうかがえる。 

業務の実績についてみると、まず、県民サービスについては、技術相談 

の利用件数や研究開発・技術支援の成果による事業化・商品化に至った件 

数、外部資金を得て実施する研究件数が数値目標を大幅に上回るなど、数 

値目標が設定されている項目すべてにおいて目標を上回る結果となった。 

また、遠隔地への対応や技術戦略[ロードマップ]の作成、山口大学との 

「産学官連携に関する包括的連携協定」の締結など、運営体制の確立にも 

積極的に取組んでいる。 

業務運営については、機動的な運営体制により、適正で透明性の高い運 

営が行われており、また、コーディネーターに係る業績評価制度の構築及 

び、試行と結果検証が実施されていること。 

財務内容については、自己収入の増加を目指した外部資金の獲得が図ら 

れるとともに、受益者負担の適正化や経費の更なる削減に努めており、中 

期目標を概ね達成する見込みである。 

以上のことから、法人の中期目標は全体として十分達成見込みと評価で 

きる。 

（イ）産業技術センターが、企業の技術をきちんと評価することで、地場企業 

は金融機関からの融資が得やすくなると考えられる。 
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産業技術センターにおいては、平成 24年に山口フィナンシャルグループ 

等との連携協定を締結し、金融機関の機能の有効活用に取り組んでいると 

ころであり、引き続き金融機関との効果的な連携を図っていくことが重要 

であると考える。（意見） 

   （ウ）「固定資産貸付要領」第 1号様式「固定資産使用申込書」には「減免を受 

     けようとする場合はその理由」を記載する欄が設けられているが、記載さ 

れていないケースが散見された。具体的には、100％減免で継続使用のもの 

についてはほとんどのケースで当該欄に記載がなく空欄で提出されている。 

また、100％減免で新規のものについて記載がなく、空欄で提出されてい 

るものが 1件あった。（指摘） 

100％減免のケース用の申込書を別途様式で行うか等を検討して、ルール 

の徹底を図る必要がある。（意見） 

   （エ）山口県産業技術センターのホームページ上では、平成 23年 11月 25日に 

特許公開情報を掲載したのを最後に案件ごとに、公開情報、取得情報を掲 

載するのを止めて、平成 23年 12月から年 1回特許権の保有状況を開示す 

るのみとなっており、公開情報が後退している。企業に関心を持ってもら 

うためにも、保有情報と取得情報をタイムリーにホームページ上に案件ご 

とに開示するのが望ましいと考える。（意見） 

 

（４）公益社団法人山口県採石協会 

ア 概要 

   （ア）設立目的及び経緯 

      山口県採石協会は、採石業がわが国の産業の基盤を形成する基礎物資の 

供給産業として重要な役割を果たしていることを自覚し、会員の協力によ 

り、自然環境及び生活環境の保全を目的とした公害の防止及び採石業者の 

健全な育成に努めるとともに、臨時石炭鉱害復旧法（昭和 27年法律第 295 

号）に基づき経済産業大臣が指定した指定法人として、特定鉱害復旧事業 

を実施することにより、県土の有効利用と保全並びに民生の安定を図り、 

もって公共の福祉に寄与することを目的として昭和 58年 12月に設立され、 

平成 24年 4月 1日に公益社団法人に移行している。 

（イ）所在地 

山口県山口市大手町７番 4号 

（ウ）業務 

ａ 採石業における安全の確保並びに公害防止諸施策の推進及び指導 

ｂ 特定鉱害復旧事業及び鉱害が生じている地域の整備に係る事業 

ｃ 採石業に係る行政諸施策の実施に対する協力 
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ｄ 採石業に関する採石技術の研究及び改善並びに講習会・研修会等の開

催 

ｅ 採石業に関する情報の提供及び資料の頒布 

ｆ 会員相互の意識の高揚を図るための諸施策の推進 

ｇ 関係官公庁及び関係団体との連絡・提携 

ｈ その他前条の目的を達成するために必要な事業  

   （エ）会員の状況 

      合計 66社 

      内訳 砕石部会 19社 石材部会 5社 真砂部会 38社  

工業原料部会 4社 

（オ）役職員数（平成 25年 4月 1日） 

役員数   ： 18 人（うち非常勤 18人） 

正規職員総数：  4 人（うち非常勤 1人）      

（カ）主要事業の状況 

     ａ  公益社団法人山口県採石協会は、平成 13年 9月 27日に特定鉱害復旧 

      事業を行う法人として経済産業大臣の指定を受け、無資力認定を受けて 

いる鉱区の特定鉱害復旧事業を公益社団法人山口県採石協会の小野田分 

室で実施している。なお、特定鉱害復旧事業とは、地表から深さ 50ｍ以 

内の直下に存在する石炭採掘跡または坑道跡の崩壊に起因する明確な陥 

没が起き、さらに地上の土地物件に被害を及ぼし、効用阻害が認められ 

る場合に対象となり、宇部市、山陽小野田市及び美祢市がその対象地域 

である。 

     ｂ 復旧工事の費用にあてるため、県は基金として 114,089千円（基金全 

      体の 18.4％）残りは国が 505,961千円拠出している。 

     ｃ 特定鉱害復旧事業の状況（合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 監査手続  

   （ア）商工労働行政に関する出資団体、補助対象団体の概要及び外郭団体等の 

組織に関する調査資料を閲覧するとともに吟味を行った。 

年度 復旧費（千円） 認定件数 
物 件 別 内 訳 

宅地等 家屋等 農 地 公共施設 

20 5,656 10 6  2 2 

21 54,519 19 9 3 4 3 

22 9,648 22 8  12 2 

23 5,706 15 3  9 3 

24 7,334 16 4 3 6 3 
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（イ）平成 23年度～平成 24年度の通常総会資料を閲覧し、質問を行った。 

（ウ）公益社団法人山口県採石協会特定鉱害復旧対策業務規程及び公益社団法 

人山口県採石協会特定鉱害復旧対策基金管理運用規定等に基づく業務処理 

の妥当性の検討を行った。 

ウ 監査結果 

     特に問題点等は見受けられなかった。 

 

（５）株式会社山口県ソフトウェアセンター 

ア 概要 

   （ア）設立の経緯 

      地域のＩＴ力促進を図るため、「地域ソフトウェア供給力開発事業推進臨 

     時設置法」（平成元年 8月 25日施行）に基づき、経済産業省（旧通商産業 

省）と厚生労働省（旧労働省）は共同で「地域ソフトウェアセンター」の 

設置を推進した。その一環として、株式会社山口県ソフトウェアセンター 

が国、山口県、光市、周南市、下松市、防府市、柳井市、民間企業の出資 

により設立された。職業訓練、企業のソフトウェア開発支援、情報技術の 

コンサルティング、貸会議室・テナント、ＩＴ研修会・ＩＴ講習会など、 

県内のソフトウェア産業に従事している技術者のレベルアップと総合的情 

報産業の振興を図っている。 

   （イ）法人格 

      第三セクターによる株式会社 

   （ウ）所在地 

      山口県光市大字光ヶ丘 3番 1号 

   （エ）設立 

      平成 4年 4月 17日 

   （オ）資本金 

      816,400千円 

   （カ）事業内容 

     ａ コンピュターソフトウェア及びシステムに関する研修業務 

     ｂ 上記に関する教材の企画、開発、仲介及び販売に関する業務 

     ｃ コンピュターソフトウェア及びシステムの開発業務の斡旋 

     ｄ 会議、研修会、研究会及び展示会等の企画、開催 

     ｅ コンピュター及びその周辺機器の賃貸業務 

     ｆ 不動産、駐車場の賃貸、管理及び管理受託業務 

     ｇ 前各号に付帯する一切の業務 

   （キ）資本構成 
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      【公共団体】 

       

 

 

 

 

 

 

【民間団体】 

 

  

 

 

（ク）役員 

代表取締役 01名 

専務取締役 01名（常勤） 

取 締 役 16名 

常勤監査役 01名 

監 査 役 02名 

   （ケ）従業員数 

5名 

（コ）過去の財務数値の推移                  

 

イ 監査手続  

   （ア）計算書類、固定資産台帳等の財務関係書類を閲覧、吟味するとともに 

財務状況について担当者に質問を行った。 

   （イ）現地視察を行い、固定資産の管理運営状況を確認した。 

団 体 名 株  数 構成比 

独立行政法人情報処

理推進機構 

山口県 

光市 

自治体（4市） 

   8,000 株 

 

   4,000 株 

   1,200 株 

    800 株 

49.0％ 

  

 24.5％ 

  7.3％ 

  4.9％ 

団 体 名 株  数 構成比 

各企業・金融機関他    2,328 株 14.3％ 

【合  計】    16,328 株 100.0％ 

年度 

項目 
平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

営業収益 54,689 95,403 77,250 68,411 42,381 

経常利益 △13,360 △5,113 △7,266 △10,643 △16,978 

当期純利益 △13,656 △5,409 △7,562 △10,939 △17,274 

1株当たり当期純

利益 

△836円 39

銭 

△331円 31

銭 

△463円 18

銭 

△699円 99

銭 

△1,057円 99

銭 

総資産 629,729 627,164 617,905 607,259 590,709 

純資産 627,598 622,189 614,626 603,686 586,411 

(

(単位：千円) 
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   （ウ）会社の取組課題について責任者に対して質問を行った。 

   ウ 監査結果 

   （ア）株式会社山口県ソフトウェアセンターは、山口県及び光市の共同事業と 

して、情報産業の集積を図る目的で整備された「ひかりソフトパーク」に 

設置された。 

しかしながら、現状においても集積は進んでおらず、また、マーケット 

が小さい市場であることから収益面で採算がとりにくい状況にある。 

営業損益及び当期利益は、平成 15年 3月期以降赤字であり、繰越欠損金 

は平成 25年 3月期現在 229,988千円となっている。 

会社は、現在、山口県、光市、ＩＴＣやまぐち協同組合、公益財団法人 

やまぐち産業振興財団ほかをメンバーとする「山口県ソフトウェアセンタ 

ー企画運営協議会」における協議の状況も参考にしながら、中期経営改善 

計画の策定について検討を行っている。 

      繰越欠損金を解消し、経営改善に取組むため、早急に平成 26年度以降の 

中期経営改善計画を策定し、早急に実施に移すよう県としても監督する必 

要がある。 

具体的には、会社が従来からコア事業として取り組んでいる研修事業に 

ついて、その研修体系やカリキュラムにおけるＩＴ施策の国の動向やスキ 

ル標準の新たな取組等に県として指導力を発揮する必要がある。 

また、地域内外の他機関と連携して地域の実情に合った新たな人材育成 

の事業モデルを構築する等、不足する経営資源の創意工夫をあわせて指導 

する必要がある。（意見） 

   （イ）「地域ソフトウェア供給力開発事業推進臨時設置法」により設立された地 

域ソフトウェアセンターの中で、近年、研修事業やテナント事業とも経営 

環境が厳しく、今後とも経営改善が見込めないため次のように解散が相次 

いでいる。 

・（株）京都ソフトアプリケーション（平成 17 年 3 月解散） 

・（株）長崎ソフトウェアセンター（平成 19 年 6 月解散） 

・（株）高知ソフトウェアセンター（平成 20 年 3 月解散） 

     ・（株）さいたまソフトウェアセンター（平成 24年 1月解散） 

     ・（株）広島ソフトウェアセンター（平成 25年 3月解散）他 

      県としては、経営改善の取組状況を注視するとともに、地元自治体や主 

     要株主との意見交換を行い、株式売却を含めてその方向性を決める時期で 

あると考える。（意見） 

 

（６）山口宇部空港ビル株式会社 
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ア 概要 

   （ア）設立 

      山口宇部空港ビル株式会社（以下「会社」という。）は、昭和 40 年 7 月

28日に宇部空港のビル運営会社として資本金 80百万円（山口県の出資比 

率 50％）で設立され、現在は資本金 320百万円（山口県の出資比率 30％） 

となっている。 

山口宇部空港と会社の主な推移は次のとおりである。 

     ａ 空港 

       昭和 41年 07月 滑走路 1,200ｍの第 3種空港（地方公共団体設置・ 

管理空港）の宇部空港として開港。東京線・大阪線運 

航開始（各 1便） 

       昭和 54年 07月  第 2種（Ｂ）空港（運輸大臣設置・地方公共団体管

理空港）に格上げされ、同年 11 月より滑走路 2,000

ｍでジェット化に対応した空港として供用 

       昭和 55年 04月  空港名称を山口宇部空港に改称 

       昭和 56年 07月  東京便 3便。昭和 61年 7月 4便。平成 2年 12月 5 

 便 

       平成 05年 04月  札幌線 3日 1便。平成 9年 4月週 4日 1便。平成 14 

 年 3月運休 

       平成 09年 07月  沖縄線週 3日 1便。平成 10年 12月運休 

       平成 13年 03月  新滑走路供用開始（2,500ｍ） 

       平成 14年 07月  東京便ダブルトラック化。東京便 7便 

       平成 14年 12月  東京便 8便 

       平成 21年 03月  山口宇部空港と済南国際空港との友好協定締結 

       平成 23年 03月  東京便 9便 

       平成 24年 02月  新管制塔運用開始 

     ｂ 会社 

       昭和 40年 7月   資本金 80百万円で会社設立。昭和 41年 30百万円 

及び昭和 54年 210百万円増資し、現在の資本金 320百 

万円 

       昭和 41年 06月  旅客ターミナルビル供用開始（現在 国際線ビル） 

       平成 11年 02月  国内線新ターミナルビル新築工事開始 

       平成 12年 02月  新ターミナルビル（国内線ビル）竣工。3月供用開始 

   （イ） 事業内容 

     ａ 貸室業 

     ｂ 物品販売業、石油製品の取扱い及び販売業 
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     ｃ 飲食物、加工食品、獣乳製品及び薬品の販売業 

     ｄ 食堂ならびに喫茶店及び娯楽施設の経営 

     ｅ 煙草、酒類、郵便切手及び収入印紙等の売りさばき 

     ｆ 航空事業者、航空旅客及び航空貨物に対する役務の提供 

     ｇ 観光に関する事業 

     ｈ 損害保険代理業及び旅行あっ旋業 

     ｉ 前各号に付帯する一切の事業 

   （ウ）役員 

      代表取締役 1名 

      専務取締役 1名 

      取 締 役 5名 

      監 査 役 2名 

   （エ）従業員の状況 

      従業員数は、契約社員 9人を含んで合計 14人である。 

   （オ） 子会社の状況 

（カ） 過去の財務数値の推移 

                                 

イ 監査手続  

   （ア）計算書類、固定資産台帳等の財務関係書類を閲覧・吟味し、財務状況に 

ついて担当者に質問を行った。 

   （イ）現地視察を行い、固定資産の管理運営状況を確認した。 

（ウ）受託業務の手続について質問し、関係書類と照合した。 

会 社 名 資本金 当社の持ち株比率 主たる事業内容 

山口宇部空港ビルサービ

ス株式会社 

  千円 

10,000 

        ％ 

       52.5 
消防及び清掃 

   年度 

項目 
平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平正 24年度 

売上高 646,080 637,783 633,088 634,946 638,609 

経常利益 158,620 135,575 148,330 158,848 133,826 

当期純利益 88,281 79,060 86,533 91,121 77,988 

1 株当たり当期純

利益 
137円 94銭 123円 53銭 135円 21銭 142円 37銭 121円 85銭 

総資産 3,232,521 2,886,332 2,592,009 2,466,333 2,346,282 

純資産 1,153,176 1,232,236 1,318,770 1,409,892 1,487,880 

1株当たり純資産 1,801円 83銭 1,925円 37銭 2,060円 58銭 2,202円 95銭 2,324円 81銭 

(

(単位：千円) 
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（エ）過去の包括外部監査において取り上げられた項目（指摘、意見）のその 

後の措置状況の確認を行った。 

ウ 監査結果 

   （ア）国際線ビルは、平成 13年度以降県が賃借して各種イベントや県民の交 

流の場にも対応できるスペースの確保や空港関係機関の事務室など「空港 

会館」として活用している。会社が、国際線旅客ターミナルビルとして採 

算に合う運営を行うためには、国際定期路線が開設航空会社・ＣＩＱ（税 

関出入国管理検疫の国の機関）及び売店等各種テナントが入居して施設が 

賃貸され、十分な家賃収入の確保が必要である。そのためには、国際チャ 

ーター便の運航を促進し、利用実績をさらに積み重ねる必要がある。これ 

からも、県として利用促進の対策を講じる必要があると考える。（意見） 

      なお、国際線チャーター便の利用実績は次のとおりである。   

 

   （イ）山口宇部空港ビル株式会社は子会社である山口宇部空港ビルサービス株 

式会社の株式を所有している。株式所有比率は、52.5％であるが、残りの 

発行済株式は、山口宇部空港ビルサービス株式会社が自社株式として保有 

しているので、実質的には 100％子会社である。平成 25年 3月期の決算書 

においては、純資産 133,505千円のうち 124,225千円を現金預金で保有し 

ている。 

      会社は、山口宇部空港ビル株式会社から清掃業務、施設管理業務、空港 

内ビルの警備業務及びアネックスビル前貨物エリアの立哨警備業務及び山 

口県から空港消防隊業務を受託しているが、基本的には、これらの受託業 

務においては設備投資資金の必要性はないものと考えられる。 

      親会社として、この資金の有効利用を図るよう検討する必要があるもの 

と考える。（意見） 

   （ウ）現金管理は概ね適正に行われていたが、一部の業務において担当者 1名 

が日常的に行っていた。 

日々上長がチェックする等の体制の整備の確立を検討する必要がある。 

（指摘） 

区  分 平成 24年度 平成 23年度 平成 22年度 

韓国便 7 1 2 

台湾便 4 2 2 

中国便 2 0 3 

その他 1 2 2 

合  計 14 5 9 

(

(単位：回) 

 

 


